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  序   章 

 

１．大量廃棄社会から循環型社会へ 

20 世紀文明は、経済合理性と効率優先の基盤の上にただひたすら便利で快適

な暮らしを追求し、人類に驚くべき程の大きな繁栄をもたらした。しかし、世紀

の後半になって、人類は、ボーダレスに拡散し広がる地球環境問題と環境制約の

強まり、先進国だけでなく発展途上国でも深刻化してきた廃棄物処理の問題など

今までに経験したことのないさまざまな難問を抱え込むことになった。そこで､

その解決のために、1992 年にリオデジャネイロで世界 178 ｶ国の参加を得て開催

された「地球サミット」（UN Conference on Environment and Development）で

は、「持続可能性（Sustainability）」という概念が提唱され､これを具体化する

ために、「環境の質と持続可能な発展に関する目標を達成するには、生産の効率

化を図り、消費パターンを変更して、資源を最大限に活用し、廃棄物を最小限に

抑えることが必要である」という行動計画（アジェンダ 21）が採択された１）｡ 

日本でも、このような世界の動向を受けて「持続可能性」に関する検討が行わ

れ、その成果は環境基本法（平成 5 年 11 月施行）と同法に基づく環境基本計画

（平成 6 年閣議決定）に反映された２）｡さらに、こうした考えを実現するには､

「循環型社会」に向けた飛躍的な進展が図られることが必要とされ２）、平成 12

年度に循環型社会形成推進基本法（以下、基本法という）が成立し、循環型社会

実現のための枠組みが決定された。同法では、『循環型社会とは､第一に製品等が

廃棄物等になることを抑制し、第二に排出された廃棄物等についてはできるだけ

資源として利用し、最後にどうしても利用できないものは適正に処分することが

徹底されることにより実現される、天然資源の消費が抑制され､環境への負荷が

低減される社会である』と定義している（第 2 条第 1 項）。発生した廃棄物等に

ついてはその有用性に着目して「循環資源」としてとらえ直し、その循環的な利

用（再使用、再生利用、熱回収）を図るべきことを規定している（第 2 条第 2、

３項等）。さらにこの基本法を受けて、容器包装、家電、建設資材、食品廃棄物

などのリサイクルを進める各種個別法も制定された｡このように我が国において

も､循環型社会の構築に向けて法律面からの整備は確実に進み、循環型社会づく

りの理念や体系はみえてきたといえよう｡ 

しかし､従来の大量廃棄社会から循環型社会への移行をどういう技術やシステ
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ムで進めていくかについては確定的ではない｡また、実際に循環型社会づくりを

進めていくことになると、企業にとってはコストアップになることは明らかであ

り、地方自治体にとっても新しい制度をどのようにつくればよいのか模索の状態

にあるというのが実態である｡ 

今後、このような状況から一歩進んで循環型社会を実現していくためには、発

生した廃棄物等については、新しい法体系のもとで、その特性を活かした技術や

システムに基づいた環境ビジネスを積極的に推し進めることが必要になってく

る。 

 

２．循環型社会における食品廃棄物処理のあるべき姿 

 基本法第 2 条の制定趣旨を実効あらしめるためには、廃棄物についての量の問

題だけでなく質の問題が重要である。現行の廃棄物処理において、この質の面が

全く考慮されずに極めて乱暴な処理がされているものの一つに食品廃棄物があ

る｡食品廃棄物の適正な処理・リサイクルは、循環型社会実現の鍵になると考え

られ、本研究ではこの食品廃棄物を取り上げるものとする｡ 

一般に食品廃棄物とは、食品加工業から排出される動植物性残渣、スーパー等

から排出する売れ残り食料品、一般家庭から排出する生ごみなどをひっくるめた

ものを総称しているが、日本全体で年間約 2,000 万トンという膨大な量が発生し

ている３）（後述の表 1.2 参照）。これらのほとんどのものは、腐敗しやすく含水

率が高いという特性を持ち、有用成分を含有するにもかかわらずほとんどが地方

自治体によって焼却処理されている。 

その結果、次のような問題が発生しており、その解決は喫緊の課題である。 

①廃棄物の焼却処理に伴う問題点 

わが国では、一般廃棄物の焼却処理の割合が 76%と諸外国と比べて格段に高

い４）。これは、国土が狭く最終処分場の立地が難しいことや廃棄物処理に当たっ

て衛生対策上の観点が重視されてきたことを反映しているが、焼却施設は、ダイ

オキシン類の発生原因として 80～90％を占めており４）、その削減対策が急務と

なっている。また、最近、ダイオキシン対策のために焼却の広域化、設備の大型

化がいわれているが、建設予定地周辺の住民の同意を得るのが難しくなっている。 

食品廃棄物は一般廃棄物の中でも、特に、焼却率が高く、しかも焼却は食品廃

棄物の特性を無視した処理法であるため、エネルギー効率が悪いなど、その悪影

響は顕著である。  
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また、食品廃棄物は、本来、エネルギー、プラスチック、肥料などの原料とし

て再資源化が可能であるにもかかわらず、焼却によって廃棄されており、資源保

全面からの問題点も指摘される。 

さらに、焼却の場合、収集処理、焼却炉の建設及び焼却灰の処分にかかる費用

負担が、処理主体である地方自治体の財政圧迫の原因になっているといった問題

点も指摘されている。  

②廃棄物の最終処分場の逼迫・コスト増加 

 産業廃棄物の最終処分場の全国的な残余年数は 3.0 年、一般廃棄物のそれは

8.5 年といわれている（平成 8 年 4 月現在）おり、厳しい状況にある４）｡最終処

分場の立地問題と相俟って、侵出水の管理の適正化を図るための遮水工又は侵出

水処理設備の施工による立地コストの問題も大きくなっている。さらに､近年は

立地そのものについて地域住民からの理解が得られなくなっている。このような

状況にあることから、食品廃棄物のように焼却に代わる他の有効な活用方法のあ

るものについては、焼却を避け焼却灰の発生を削減する必要がある。 

 

今後は、以上述べたような現状の焼却処理に伴う問題点を解決し、食品廃棄物

本来の特性を活かした処理・リサイクルが望まれる。具体的には、焼却のような

低含水率の廃棄物処理に適用されている熱化学的な技術にかわり、高含水率の食

品廃棄物に適する生物学的な技術の活用が必要である。これが、食品廃棄物処理

の本来の姿であると思われる。2001 年 5 月に施行された食品循環資源の再生利

用等の促進に関する法律（以下、食品リサイクル法という）もこうした趣旨のも

とに制定されており、同法が猶予期間を経て 2006 年度から義務化されるまでに

そのような処理・リサイクル体制が確立されていなければならない。 

 

３．研究の目的と意義  

１）研究の目的 

本研究は、食品廃棄物の現状処理の抱える問題点を正してその特性を活かした

処理・リサイクル事業を確立し、循環型社会実現のための一助となることを目的

として行うものであり、次の各事項について明らかにする。 

① 実現性のある技術に基づいた食品廃棄物のリサイクルシステムを構築するこ

と 

② そのシステムに基づいた事業モデルを提示し、その事業性を明確にすること  
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③ 本事業により、地方自治体の財政改善を図り、地域産業の振興を図ること 

 

２）研究の意義 

本研究の意義を資源保全、環境保全、地方自治体の財政改善及び産業振興の面

から述べる。  

(1) 資源保全面からみた研究の意義  

食品廃棄物の資源としての利用方法には、肥・飼料化、エネルギー資源化、生

分解性プラスチックの原料化など各種のものがあるが、第１部で詳述するように

最も有望なのはエネルギー資源化である｡そこで、エネルギー資源として利用す

る場合、他の自然エネルギーの使用と相俟って、現在の化石燃料・原子力一辺倒

のエネルギー資源から脱却して多様化を図る上で大きな意義がある。 

 ここで、現在の日本のエネルギー事情についてみてみる｡日本のエネルギー消

費量は、高度成長期といわれた 1960 年代には大幅に増加した。特に、1973 年の

第一次石油危機までの 10 年間は、11％という高い伸びを示した。その後、73 年

と 79 年の２度にわたる石油危機の影響で、エネルギー消費の伸びは大幅に低下

し、73～79 年は 0.9％、79～86 年は－0.4％になった 5）。しかし、その後は増加

に転じ、86～97 年には 3.0％5）になっており、今後も同程度の伸びが見込まれる。 

 一方、この消費を賄う供給面の状況を見ると次のようになっている 5）。 

 

    一次エネルギーの総供給量 559×10 13kcal 

   （構成） 

         化石エネルギー（石油、石炭、天然ガス）：82.0％ 

         非化石エネルギー（原子力、水力、新エネルギー）：18.0％ 

            原子力：12.9％ 

            水力  ：3.8％ 

            自然エネルギー（バイオマス、地熱、風力、太陽熱、廃棄物等）（注） 

：1.3％ 

         （注）用語の定義：現在、日本では、「自然エネルギー」について「新

エネルギー」、「再生可能エネルギー」といった用語も使用されて

おり、それぞれの区分は明確でない。本論文では、これらの用語

は同義に解し、原則として「自然エネルギー」という用語を使用

する。 
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 このように現状では、一次エネルギーの大部分を化石エネルギーが占めており、

その枯渇の問題もさることながら、そのほとんどを政情の不安定な中近東からの

輸入に依存していることから、極めて不安定な状況にあるといわざるをえない。

さらに化石燃料の多用は、必然的に発生する二酸化炭素等による環境問題の原因

になっていることも近年指摘されている通りである。 

 また、原子力エネルギーには 13％近くを依存しているが、原子力エネルギー

の利用には常に重大事故の危険性がつきまとい、バックエンド問題なども未解決

のままである。さらに原子力発電には経済性の問題がある。これまで発電コスト

の電源別比較によれば原子力発電が最安値であるといわれてきた。しかし、間接

費も含めた総合コストという視点からみれば必ずしもそうとはいいきれない状

況が出てきている。そのうえ、電力会社 10 社がほぼ独占してきた電力の小売業

が、2000 年の電気事業法の改正によって、電力会社以外の企業でも自社で発電

した電気の小売が可能になった。電力市場の自由化は、原子力発電にも経済合理

性を要求することになってくる。原子力発電所を新設しようとすれば、建設費が

巨額であるばかりか、立地交渉に長年月を要し、安全性確保のためのコスト、土

地購入や各種補償金など立地に要するコストなど、先行的・間接的なコストが多

く膨大な初期投資が必要であり、そのうえに廃棄物の処理コストが上乗せされる。

今後は、こうした情勢を反映して原子力発電の新設はますます困難になってくる

と予想される。 

 従って、今後は、エネルギー消費量の削減ととともに化石エネルギー及び原子

力エネルギーの消費削減に努め、自然エネルギーの割合を増やし、エネルギー源

の多様化を図っていくことが必要である。中でも、バイオマスは、古くから利用

されており、そのストック及びフローの多さ、環境負荷の小さいことを考えると

今後はより一層のエネルギー的な利用が望まれる。そのような状況の中でバイオ

マスの一種である食品廃棄物は広域分布という特性を持ち、近年、急速に発展し

ている燃料電池やマイクロガスタービンの技術と相俟って小型分散型発電の燃

料としての条件を備えている。本研究で対象とした食品廃棄物を利用したバイオ

ガス発電システムの事業化は、日本のエネルギー供給構造の変革に貢献しうると

いう点から意義がある。 

(2) 環境保全面からみた研究の意義  

食品廃棄物のエネルギー資源としての利用では、焼却のようなダイオキシンの

発生はない。炭酸ガスは発生するものの、これはもともと空気中に存在していた
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ものが若干時間をずらして放出されるにすぎないので、新たな排出はない。この

点、同量のエネルギーを得るために使用する化石燃料に比べ、炭酸ガスの排出量

は少なく、環境保全という面からも食品廃棄物をエネルギー資源として利用する

ことには意義がある。  

(3) 地方自治体の財政改善及び地域の産業振興面からみた研究の意義 

廃棄物処理法によれば､食品廃棄物は一般廃棄物（家庭系と事業系の廃棄物を

含む）と産業廃棄物に分類され、一般廃棄物の処理責任は地方自治体に、産 業廃

棄物の処理責任は排出事業者にある｡しかし､多くの地方自治体では、一般廃棄物

と同様に産業廃棄物も地方条例で定める低額料金で排出業者から引き取り、焼

却・埋立しているのが実態である。この結果､廃棄物処理は地方自治体の財政圧

迫の原因の一つになっており、改善が求められている。例えば、代表的な地方都

市の一つである高知市の場合、生ごみの１t 当たり排出業者からは処理料として

2,500 円徴収 6）し、収集・焼却に 24,400 円のコスト 7）をかけている｡これに焼

却炉の建設費や焼却灰の処理コストを加算すれば１t 当たり約 42,500 円の処理

コストになるものと推定される（第 15 章参照）。この差額は地方自治体が補填し

ており､財政圧迫の原因の一つである。本研究で提示する事業モデルでは、廃棄

物処理のトータルコストの圧縮、地方自治体の財政負担の低減が期待される。 

また､地方の各地域では、国の慢性的な財政の悪化により公共投資に多くの期

待をもてなくなっており、国からの外部資源の導入のみに地域経済発展の基礎を

置けなくなっている。そこで、地域に現存する経済資源を結集して、地域での新

たな産業の創出を核とした「地域経済の内発的・自立的な発展」8）が欠かせなく

なっている。本研究で提示する事業モデルによる環境ビジネスの創出は、こうし

た地域の産業活動全体を活性化し、地域産業構造の変革促進につながるものと期

待される。 

 

４．研究の内容 

本論文は、序章、第１部「事業化推進戦略の策定」、第 2 部「事業化推進策の

展開」、第 3 部「事業実施計画の評価と課題」、第 4 部「環境経済学的観点から

の考察」、第 5 部「成果と展望」から構成される｡ 

研究の背景、目的、意義等を述べた序章に続き、第１部では事業化を推進する

ための基本戦略を明確にする。第 1 部は第 1 章～第 5 章から構成され、第１章

では食品廃棄物のエネルギー資源としての価値を、発生量、含有される有用成分、
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品質等の観点から明らかにする。第 2 章では、食品廃棄物をエネルギー資源と

してリサイクルするための要素技術を調査し、その結果をもとに「標準再資源化

システム」を構築する。第 3 章では、第 2 章で構築した標準システムの事業化

環境をマクロ的な観点、すなわち、国際情勢、社会的な価値観、政治・経済・法

律、技術、資源・エネルギー・環境問題等の面から把握する。第 4 章では、同

じく事業化環境をミクロ的な観点、すなわち、標準システムを事業化する業界に

おける顧客及び競争業者の動向について分析する。第 5 章では、第 4 章の分析

結果をもとに、業界で事業化するための KFS（＝Key Factor for Success）を抽

出し、その KFS に基づいた事業化の基本戦略を明確にする。  

第 2 部では、第 1 部の結果を受けて具体的な事業化推進策について検討する。       

第 2 部は、第 6 章～第 10 章で構成され、第 6 章では基本戦略のもとで事業を推

進するための基本方針について述べる。第 7 章では本事業と地域の産業振興と

の関連について述べる。第 8 章ではマーケティング調査の基本的な考え方とそ

の結果について述べる。第 9 章ではこのプロジェクトを推進するための事業主

体の適格条件を明らかにして、その条件に適う事業主体の選定を行い、事業会社

の設立及び具体的な推進プロジェクトを示す。最後に、第 10 章では事業会社を

中心としたモデル的な事業スキームについて検討する。 

第 3 部では、第 2 部の結果を受けて、具体的なプロジェクトの実施計画を作

成し、その事業性について評価・検討する。第 3 部は、第 11 章～第 14 章で構

成され、第 11 章では、特定のプロジェクトを取り上げて具体的な実施計画を示

す。第 12 章では、そのプロジェクトについて施設計画を行う。具体的には、基

本となるプロセスフローを決定し、主要な設備設計、配置設計を行い、これらを

もとに施設建設費の推定、施設の運営方法等について検討する。第 13 章では、

第 12 章の結果を受けて、事業の経済性について評価する。評価の方法は、全事

業期間にわたって、「金融機関への返済資金余裕」を調べると共に設備投資の採

算性を「回収期間法」、「正味現在価値法」、「内部利益率法」などの手法を使って

評価する。最後の第 14 章では、事業化する際の課題を取り上げその対処法につ

いて述べる。  

第 4 部では、いわゆる静脈産業の事業化において問題となる「廃棄物の市場

リサイクルの条件」、「補助金等の公的補填の意義」及び「環境コストの負担」の

三つの項目を取り上げ、それぞれ第 15 章、第 16 章及び第 17 章で環境経済学的

な観点から考察する。  
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第 5 部は第 18 章から第 20 章で構成され、第 18 章では本研究の結果と結論及

び課題についてまとめる。第 19 章では今後の事業環境の予測のもとに本事業の

進むべき方向について述べ、最後の第 20 章では食品廃棄物のリサイクル事業か

ら見た循環型社会の展望について筆者の考えるところを述べる。 

 

５．過去の事業化研究 

筆者の知る限り、日本では食品廃棄物を含む生物系廃棄物のリサイクル事業の

事業化に関する報告は見出されない。海外においては、ヨーロッパを中心にいく

つかの報告がなされている。ここではそれらについて紹介する。 

１）デンマーク 

デンマークでは、1997 年から同国最大のバイオガスプラントが稼動している。

これは農場から排出される家畜（牛、豚）ふん尿 120ｔ/日とその他の有機物 35

ｔ/日を処理して 10,000ｍ3/日のバイオガスを発生させ、その 80％を使って 2MW

の発電（ガスエンジン）を行うプラントであり、経済性データは次のように報告

されている 9）。 

  総コスト：約 51,000 万円（1 クローネ＝14.9 円で換算） 

           （この内､補助金は 23％の約 11,700 万円） 

  事業収入：売電料       約 1,800 万円/年 

            売ガス料     約 5,700 万円/年 

            廃棄物処分料 約 750 万円/年 

  事業支出：ランニングコスト 約 3,900 万円/年 

  回収期間：12 年 

  環境負荷：CO2  18,000ｔ/年削減 

さらに、デンマークでは、1997 年から埋立地で発生するバイオガスを使った

ガスエンジン発電も行われている。発電機 1 基当たりの発電量は 736kw（発電効

率 38％）であり、1,000kw の熱（熱効率 55～58％）も生産している 10）。 

 

２）オランダ 

 オランダでは、BIOCEL と呼ばれるプラントが 1997 年から稼動している 1 1）。こ

れは、野菜、庭園、果物などの廃棄物を使い、好気性処理によってコンポストを

製造し、嫌気性処理によってバイオガスを製造するもので、そのバイオガスを燃

料にしてガスエンジン発電を行っている。その概要を次に示す。 
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    廃棄物処理量：35,000ｔ/年 

    バイオガス発生量：90kg（＝100ｍ3）/ｔ 

    発電量 3,150MWh/年 

        自プラントでの使用量 1,365MWh/年 

        売電量               1,785MWh/年 

        （他に、同プラントで使用するだけの熱を発生） 

    経済性（１ユーロ＝107 円で換算） 

        総投資額         96,300 万円 

        節電料           995 万円/年 

        売電料           433 万円/年 

        廃棄物処理コスト 0.5 万円/ｔ（プラントの償却期間 15 年を基準） 

        年間収入         9,075 万円/年 

        回収期間         10.7 年 

    環境負荷 

        バイオガス（熱量 31.6MJ/ｍ3）を使用することにより、天然ガスを使

用する場合に比べて CO2 放出量を 3,870ｔ/年削減できる。 

 

３）ノルウェー 

現在、ノルウェーにおいても、有機性廃棄物、下水汚泥の嫌気性消化によっ 

て発生するバイオガス（メタン 60％以上）、ランドフィル・ガス（メタン 45％）

を使ったガスエンジン（コジェネレーション）発電のパイロットプラントが運転

されている 12）。 

 

４）韓国 

韓国では、食品廃棄物を対象としたパイロットプラント（処理量 5ｔ/日）と

実証プラント（処理量 15ｔ/日）が、それぞれ 1996 年、1997 年から稼動してい

るといわれている。発生したバイオガスがどのように利用されているか不明であ

るが、ランニングコストは、従来の焼却、埋立の US$90/ｔ、US$25/ｔに対し、

US$60/ｔであったと報告されている 1 3）。 

 

なお、食品廃棄物再資源化のための要素技術の開発状況については、第 2 章で

詳述する。 
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第１部   事業化推進戦略の策定 

 第１部では、まず食品廃棄物の資源性を検討し(第１章)、その結果をもとに現

状の技術で事業化の可能な標準再資源化システムを構築する(第２章)。次に食品

廃棄物のリサイクル事業環境をマクロ及びミクロ的な観点から分析し(第３章、

第４章)、最後に総合的な事業化推進戦略を策定する（第 5 章）。 

 

 

第１章  食品廃棄物の資源性 
 

1.1 バイオマスと有機性廃棄物 

最近、エネルギー資源の分野でバイオマスという言葉がよく聞かれる。これは

元来、生物（生態）学の分野で生物（体）量、生物の現存量を表す用語であるが、

エネルギー資源の分野では、「ある一定量集積した、生物体に由来する有機資源

（ただし、化石燃料は除く）」と極めて大雑把に定義づけている１）。 

図 1.1 にバイオマス資源の代表的な分類を示す２）。また、表 1.1 には、バイオ

マス資源とその利用形態について示す３）。これらの中で、エネルギー資源として

当面有望視されているのは、食品廃棄物、農畜産廃棄物など有機性廃棄物といわ

れるものである。 

表 1.1 バイオマス資源の利用形態（注） 

バイオマス資源 利用形態 

糖質植物 サトウキビ、穀物、イモ類、キャッサバ 
サゴヤシ等」 

アルコール 

油脂植物 ラッカセイ、ナタネ、ヒマワリ、油ギリ 
オリーブ、油ヤシ、ココヤシ、ユーカリ 

アオサンゴ、ホルト草 

油脂類、炭化水素 

森林等木質系廃棄

物 

里山（雑木林）、林産廃棄物 木炭、煉炭、薪、メタン、ア

ルコール 

有機性廃棄物 食品廃棄物、農・畜産廃棄物、下水汚泥、

都市ごみなど 

メタン、発電、熱源 

（注）「エネルギー工学と社会」（牛山）３）をもとに筆者が作成した。 

 

有機性廃棄物とは別に、バイオマスの中で生物系廃棄物という用語も使用され

る。これについても明確な定義があるわけではないが、生物系廃棄物リサイクル
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研究会の報告書では、生物（動植物、微生物）に由来する廃棄物で、生ごみ、動

植物性残渣、食品産業汚泥、畜産副産物、生活排水汚泥、わら類、木質系廃棄物

など多岐にわたるものの総称として用いている４）。このように各種文献の記述か

ら、上に述べた有機性廃棄物は、この生物系廃棄物から、わら類、木質系廃棄物

などを除いた含水率の高い廃棄物の総称であると考えてよいと思われる。 

図 1.1 バイオマス資源の分類２） 

糖 質  系  サトウキビ、テンサイ、スウィートソルガムなど 

でんぷん系 トウモロコシ、キャッサバ、サツマイモなど 

陸 域 系 ネピアグラス、ササ、ポプラ、プラタナスなど 

ユーカリ、アオサンゴなど 

アブラヤシ、ナタネ、ヒマワリなど 

ホテイアオイ、カナダモなど 

水 域 系 マコンブ、ジャイアントケルプ、アオサなど 

クロレラ、光合成細菌など 

モミガラ、イナワラ、麦ワラなど 

野菜くずなど 

牛、豚、糞尿 
鶏糞 
と場残渣 

二次林（低利用里山）…クヌギ、ナラなど 
林地残材…枝条、間伐材、小径木など 

工場残廃材…端材、オガクズ、バークなど 
家屋廃材  

投棄魚、死魚など 

食品廃棄物（厨芥、動植物性残渣など）、下水汚泥など 

家庭ごみ、し尿など 

セルロース系 

炭化水素系 

油 脂  系  

淡 水  系  

海 洋  系  

微生物系  

生
産
系 

農 産  系  

畜 産 系  

林 産 系  

水 産 系  

産 業 系 

廃 棄 物 系

バ 

イ 

オ 
マ 

ス 

未
利
用
資
源
系 

農林水産系 

水 域 系 
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1.2 食品廃棄物 

1.2.1 食品廃棄物の種類 

 食品廃棄物を有用物ととらえ、その再資源化の面から規定する食品リサイクル

法は、食品廃棄物を次のように定義している５）。（第 4 章 4.2.1 項参照） 

①食品が食用に供された後に、又は食用に供されずに廃棄されたもの 

②食品の製造、加工又は調理の過程において副次的に得られた物品のうち食用 

に供することができないもの 

一方、廃棄物を処理の面から規定する「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以

下、廃棄物処理法と略す。）」では、食品廃棄物という用語は用いられておらず、

一般廃棄物と産業廃棄物という区分がされているにすぎない。 

そこで、二つの法律の用語を対応させれば、図 1.2 に示すように食品廃棄物は、

産業廃棄物の中の「動植物性残渣」と一般廃棄物の中の「食品に由来する生ごみ

（①事業系又は食品流通業及び外食産業から出るもの、②家庭から出るもの）」

に相当するということになる。 

図 1.2 食品廃棄物の分類 

 

1.2.2 食品廃棄物の現行処理法の問題点 

 序章において簡単に触れたように、食品廃棄物は、高含水率で腐敗性が高く、

広く少量分布して発生するという特性を持ち、その上分別が容易でないことから、

多くは地方自治体の焼却施設で焼却処理され、焼却灰は埋立されてきた６）。しか

し､このような食品廃棄物の特性を無視した処理法はエネルギー効率が悪いばか

りでなく、ダイオキシン等の有害物質の発生といった問題を引き起こした。また､

焼却処理に伴う費用を地方自治体が負担してきたことから、地方自治体の大きな

流通段階（食品流通）

製造段階（食品製造）食

品

廃

棄

物 

動 植 物 性 残 産業廃棄物 → 

→ 売れ残り食

品廃棄物 
一般廃棄物 

調理くず、食品廃

棄物 

→ 消費段階（外食、家庭）
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財政負担になっている｡さらに、含有される有用物をそのまま廃棄しているとい

う資源保全面からの問題点も指摘されている｡ 

 

1.3 食品廃棄物の資源価値 

1.3.1 食品廃棄物の資源価値の評価項目 

食品廃棄物の資源価値は、発生量、品質、リサイクル技術及びリサイクル製品

の市場性といった観点から評価されるべきである。この中で、資源価値としての

品質は、リサイクル技術のレベルに依存するところが大きい。従って、現状の技

術で扱える食品廃棄物は、産業廃棄物の中の「動植物性残さ」と一般廃棄物の中

の「食品に由来する生ごみ（事業系又は食品流通業及び外食産業から出るもの）」

に相当するということになり、異物混入の多い家庭から出るものは資源価値に乏

しく除外せざるをえない。 

 

1.3.2 発生量 

１）全国的な発生量の推計 

 全国規模でどれ位の食品廃棄物が発生するのか。現在、二つの推計結果が報告

されている。一つは厚生労働省の報告であり、他の一つは生物系廃棄物リサイク

ル研究会の報告である。 

 表 1.2 に平成 13 年版循環型社会白書からまとめた食品廃棄物の発生量を示し

た。動植物性残渣（産業廃棄物）の排出量は年間 340 万トンで、そのうち 163

万トン（48％）が肥飼料等の原料として再利用されており、残りの 177 万トン

（52％）が焼却埋立されている。これに対し、外食産業や流通段階で事業系一般

廃棄物として排出される食品廃棄物は年間約 600 万トンに達し、家庭からでる食

品廃棄物は年間約 1,000 万トンであり、合計約 1,600 万トンになっている。 

 廃棄物の再資源化においては、廃棄物が分別されて一定の品質を持ち、安定的

に量を確保できることが条件となる。その点で、動植物性残渣 340 万トンと事業

系一般廃棄物に分類される 600 万トンを合わせ、年間排出量 940 万トンが新たな

資源として見込める。このことから、食品廃棄物のリサイクル事業の市場規模は

年間排出量 940 万トンと推定され、将来的にもこの程度の発生量はあるものと考

えられる。 

今、この 940 万ｔを食品リサイクル法に照らし合わせると、リサイクルが義務

づけられる量は、940 万ｔ×20％（義務率）＝188 万ｔと推定され、この程度の
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食料品廃棄物のリサイクル需要が新たな環境市場として生まれることになる。 

一方、表 1.3 には生物系廃棄物リサイクル研究会が、平成 5 年～9 年のデータ

をもとに推計した生物系廃棄物の発生量を示す４）。同表より、生物系廃棄物の年

間排出量は 2 億 8000 万ｔと推定される。この中で、生ごみ（家庭、事業系）と

呼ばれるものは 2,028 万トンで、その多くは焼却・埋立処分されて、リサイクル

されているものはごく僅かである。また、動植物性残さは 248 万ｔであり、合わ

せて約 2,500 万トンが発生すると推定されている｡この推定値は、厚生労働省の

推定値よりも約 500 万トン多いが､この種の推定値として、この程度のバラツキ

が存在するのは現状ではやむをえない。今後は、精度の高い推定値が望まれる。 

以上の推定結果から、本研究では、全国で年間約 190 万トンの食品廃棄物がリ

サイクル対象になり、潜在的には約 940 万トンの市場規模があると考える。 

 

表 1.2  食品廃棄物の発生量と処分の現状（注） 

処      分 

再生利用  発生量 
焼却埋立 

肥料化 飼料化 その他 計 

一般廃棄物 
うち事業系 

うち家庭系 

1,600 万ｔ 
600 万ｔ 

1,000 万ｔ 

1,595 万ｔ
（99％） 

598 万ｔ 
997 万ｔ 

5 万ｔ 
（0.3％） 

2 万ｔ 
3 万ｔ 

－ － 

5 万ｔ
（0.3％） 

2 万ｔ 
3 万ｔ 

産業廃棄物 340 万ｔ 
177 万ｔ 
（52％） 

47 万ｔ 
（14％） 

104 万ｔ 
（31％） 

12 万ｔ 
（3％） 

163 万ｔ 
（48％） 

事業系の合計 

（ 合 計 か ら 家 庭 系
一 般 廃 棄 物 を 除 い

た も の ）  

940 万ｔ 
775 万ｔ 

（83％） 

49 万ｔ 

（5％） 

104 万ｔ 

（11％） 

12 万ｔ 

（1％） 

165 万ｔ 

（17％） 

合計    1,940 万ｔ 1,772 万ｔ 
52 万ｔ 
（3％） 

104 万ｔ 
（5％） 

12 万ｔ 
（1％） 

168 万ｔ 
（9％） 

（注）循環型社会白書（平成 13 年版）1-1-3 表６）をもとに筆者が作成した。 
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表 1.3 生物系廃棄物の発生量および成分含有量（推計）４） 

成分含有量      

（万トン） 

 発生量 

（万トン） 

近年の増減傾向 

窒素 燐酸 加里 

わら類 1,172(H8) 減少（米収穫量及び麦収穫量減
少） 

6.9 2.4 11.7 

もみがら 232(H8) 減少（米収穫量減少） 1.4 0.5 -1.2 

家畜ふん尿 9,430(H9) 減少（家畜飼養頭数の低迷） 74.9 27.4 51.9 

畜産物残さ 167(H7) 減少（と畜頭数の減少） 8.4 11.9 6.2 

樹皮（バーク） 95(H8) 減少（木材生産量・素材輸入量
の減少） 

0.5 0.1 0.3 

おがくず 50(H8) 同上 0.1 0.0 0.1 

木くず 402(H8) 同上 0.6 0.1 0.6 

動植物性残渣 248(H5)  1.0 0.4 0.4 

食品産業汚泥 1,504(H5)  5.3 3.0 0.6 

建設発生木材 632(H7) 減少 1.0 0.2 0.9 

生ごみ（家庭、事業

系） 

2,028(H7) 横ばい（一般廃棄物の排出量） 8.0 3.0 3.2 

木竹類 247(H6) 都市緑化、ガーデニング等の進

展に伴い増加 

1.9 0.5 0.9 

下水汚泥 8,550(H8) 施設整備の進展に伴い増加 8.9 9.2 0.6 

し尿 1,995(H7) 下水道・浄化槽の整備の進展に

伴い減少 

12.0 2.0 6.0 

浄化槽汚泥 1,395(H7) 施設整備の進展に伴い増加 1.4 1.5 0.1 

農業集落排水汚泥 32(H8) 同上 0.0 0.0 0.0 

合計 28,143  132.1 62.1 84.6 

 

２）個別発生量の推計 

(1) 事業別発生量 

 表 1.4 は、既報のデータ７）を用い、第 4 章 4.3.1 項の顧客セグメンテーショ

ンの基準に従って、発生量等をまとめたものである（詳細は第 4 章参照）。 

これによれば、食品廃棄物の発生量はデパート、スーパーが格段に大きく、次

いでホテルの順である。もちろん、食品メーカーの発生量は大きいが、その 50％

以上がリサイクルされている。外食産業・コンビニも全国的に考えると膨大な食

品廃棄物発生源である。 

 

(2) 特定スーパーからの発生量 

全大阪魚蛋白事業共同組合が、大阪府内の中堅スーパーについて 2000 年 8 月

に 1 週間にわたって調査した結果を表 1.5 に示す８）。これによると、１週間に発

生する食品廃棄物の量は約 1,150kg であり、野菜が量も多く、次いで、果物、御

飯の順になっている。 

本データから、1 月当たりの発生量は約 4.5 トンと推定されるが、この量は表
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1.4 のスーパーの量に比べてかなり少ない。このように同じスーパーといっても

規模などによって大きなバラツキのあることがわかる。 

 

(3) 地域での発生量 

 人口 30 万人規模の地方の中核都市（高知市を想定）でどれ位の食品廃棄物の

発生が見込めるか調査した。表 1.6 は、筆者が高知市周辺における有機性廃棄物

の発生量について調査した結果である。また、表 1.7 は高知市内のスーパーから

排出される食品廃棄物の量とその処理の現状について調査した結果である。 

表 1.6 からわかるように資源として有望なものは、スーパー、ホテル等から排

出されるものである。なお、調査時点では、飼料化が有望であり、エネルギー資源

としては活用できないと考えられていた魚腸骨についても、その後の社会環境の

変化によって有望な資源と考えられるようになっている（第2部 第8章参照）。 

表 1.7 から、スーパー6 社の排出量は約 10ｔ/日近くになることがわかる。こ

れより、高知市内のスーパーからの発生量は 6 社以外の分や学校・病院等の給食

分もあわせると 10ｔ/日を超えるものと推定される。 
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表 1.4 食品廃棄物発生業者に対するアンケート調査結果（注） 

（注）本表は、既報のデータ７）を筆者がまとめたものである。

顧客セグメント アンケート件数 分別状態 発生量 処理方法 処理コスト リサイクル率 今後の対応（食品リサイクル法考慮）
発送数 回収数 （比率：％） （円/トン） （％） (比率 ： ％）

食品メーカ 126 21 代表的6工場について ①民間業者にリサイクル委託 （36） 最低 2,000 平均 67.5 ①外部にリサイクル委託 （53％）

3.3 トン/日・工場 ②産廃物処理 （28） 最高 50,000 ②工場内にリサイクル機導入 （23％）

③工場内にリサイクル装置導入 （18） 平均 17,900 ③産廃物処理 （13％）

食品調理業 ホテル 252 31 15ホテル ①産廃物処理 （38） 13ホテル 80～100 ： 39 ％ ①民間業者にリサイクル委託 （35％）

最少 1.5 トン/月・店 ②事業系ごみ処理 （21） 最低 0.65 0 ： 33 ％ ②他社の動向に注目 （26％）

最大 90 トン/月・店 ③民間業者にリサイクル委託 （14） 最高 7.38 極端な差がある （注）ホテルの場合、社内での処理も

平均 30.4 トン/月・店 ④店内にリサイクル装置導入 （12） 平均 2.47 ある。外食産業ではない。

外食産業 11店舗 全店舗 ―

最少 0.2 トン/月・店 平均 2.53

最大 2.5 トン/月・店

平均 1.07 トン/月・店 個別店舗

平均 2.36

食料品販売業 デパート 126 21 比較的厳密に分別されている 7店舗 総合的にみて、処理体系は未確立で 9店舗 ほとんどリサイクルは ①民間業者にリサイクル委託（43）

（外部業者への委託が多い） 8.3～224.1 トン/月・店 あり、現状は産廃物処理が主である 最低 5,000 進んでいない ②他社の動向に注目 （20）

平均54.3 トン/月・店 ①産廃物処理 （36） 最高 56,000 ③産廃物処理 （10）

（全ごみの 1/3～1/2）②店内にリサイクル装置を導入 （20） 平均 23,000 ④社内一括で自社処理 （10）

スーパー 比較的厳密に分別されている 5店舗 ③民間業者へリサイクルを委託 （16） 3店舗 デパートに比べれば

（外部業者への委託が多い） 8.6～90 トン/月・店 ④事業系ごみとして自治体に一任 （13） 最低 17,000 ややリサイクル率は

平均 43.6 トン/月・店 最高 30,000 高いが、あまり進ん

平均 23,000 でいない

コンビニ 発生量の少ないこともあり、 4店舗 5店舗 全くリサイクルは進

可燃・不燃程度の粗分別が 0.22～1.0 トン/月・店 最低 10,000 んでいない

主である 平均 0.52 トン/月・店 最高 25,000

平均 18,000
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表 1.5 中堅スーパー１店舗における期限切れ食品の発生量８）    （単位 kg） 

 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 週間計 

 火 水 木 金 土 日 月  

野菜 98.5 68 95 120.5 98 ― 145 625 

果物 11 14 28.5 31 19.5 ― 16 120 

蒲鉾 2.5 1.5 0.5 0.5 1 ― 0 6 

練製品 5.5 0 1 0 1.5 ― 1.5 9.5 

漬物 5.5 9 14.5 3 7 ― 0 39 

麺類 13.5 2.5 6 4 1 ― 2 29 

肉 7.5 0 15 0 19 ― 0 41.5 

惣菜 4.5 16.5 11.5 8 3.5 ― 30 74 

豆腐 5 7 11 3.5 7 ― 8 41.5 

食パン 4.5 0.5 0.5 0 1 ― 0 6.5 

菓子パン 6 2.5 6.5 0 9 ― 27.5 51.5 

御飯 0 58 16.5 0 0 ― 7 81.5 

魚類 7 14 0 0 0 ―  21 

合計 171 193.5 206.5 170.5 167.5 ― 237 1146 

除去袋 10.5 12.5 12 5 5 ― 5 50 

 

（注１）全大阪魚蛋白事業協同組合が、全国規模に展開する中堅量販店のモデル事

例として 2000 年 8 月に調査した結果 

（注２）調査対象店舗：売場面積 6,600 ㎡、従業員 260 人 

（注３）全大阪魚蛋白事業協同組合：1977 年設立。26 業者から構成され、スーパー、

ホテル、商業ビルなどが主な契約先。 
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表 1.6 高知市周辺における有機性廃棄物の発生量調査結果            調査年月：2000 年 2 月

廃棄物の 調査対象団体・企業等 事業内容 排出廃棄物の種類 調査方法 調査結果 発電事業化の可能性

区分 廃棄物発生量 現在の処理方法
今後の処理に向けた

取り組み予想

生ごみ・
食品工場

(1)高知市内スーパー
（取りまとめ：高知市）

スーパー

食品ごみ アンケート調査（調査
件数8件、内回答6件）
＜高知市と共同実施＞
詳細は表1.7参照のこ
と

約10ｔ/日（6社合計） 各スーパー毎に指定業者に
引取り、処理を依頼
処理法：焼却

「食品リサイクル法」に対応
するため、同法の施行までに
発電設備を稼動させることを
目標に検討中。

可能性大。
＜課題＞
・事業主体の決定
・助成金等の確保による初期
投資額の削減

(2)Ｋ食品工業団地 食品加工

食品ごみ（和・洋菓子、
豆腐、パン、うどん・
ラーメン等のくず）

団地内事業協同組合
事務所から聴き取り
（組合企業数：19社）

組合では把握していない。
企業毎に市指定の業者に処
理依頼。

各組合企業毎に指定業者に
引取り、処理を依頼
処理法：焼却

「食品リサイクル法」に対応
せざるを得ない状況にあると
思われる。

可能性大。
(1)に加えられることになると
思われる。

(3)高知市内ホテル ホテル

食品ごみ Sホテルの担当部長か
ら聴き取り

ホテルでは発生量を把握し
ていない。全て処理業者ま
かせ。

ホテル毎に指定業者に引取
り、処理を依頼
処理法：焼却

「食品リサイクル法」に対応
せざるを得ない状況にあると
思われる。

可能性大。
(1)に加えられることになると
思われる。

(4)Ｊスーパー　高知
店（計画段階）

スーパー

食品ごみ 同社四国事務所の担
当者から聞き取り（電
話）

現在、本社で施設計画中。
廃棄物処理計画は未定。
従って、廃棄物量も未定。

「食品リサイクル法」に対応
せざるを得ない状況にあると
思われる。

可能性大。
独自に設置か、(1)に加えられ
ることになるか、現状では不
明。

農産
ＪＡ　高知
（Ｔ支所、Ｎ支所）

農産物集荷

にら 生産農家から聴き取り T、N支所管内でそれぞれ約
2ｔ/日（年間を通じほぼ一定）

各農家がそれぞれ空地等に
廃棄

悪臭等の環境汚染の原因に
なり、処理対策が求められて
いる。

可能性小。
理由：にらのみではガス発生
量、メタン含有量が少ない。
●生ごみ、家畜糞尿等との混
合処理ができれば有望。

水産
漁協、鮮魚店、魚市
場等（高知県内中央
部）

魚介類加工

魚腸骨 既設の魚さい加工公社
からの聴き取り及び高
知市の資料による。

既設の魚さい加工公社実績
建設時：10000ｔ/年
現在：7000ｔ/年

現在、高知県魚さい加工公
社（日高村）で飼料化してい
る。
プラントの処理能力：８ｔ/時
（注）日高村の現施設は平成
9年に設置されたものである
が、平成16年には撤去する
約束になっている。そのた
め、高知市は「魚腸骨飼料化
施設」をエコタウン事業の中
の一つに加え、平成１６年度
から稼動する計画である。

今後も全量、飼料化したい。
（高知市）。

可能性小。
理由：現状では、実績のある
飼料化と競合する。
●メタン発酵の原料としては
最適であり、次の可能性は残
されている。
①高知市エコタウン事業「魚
腸骨の飼料化施設（計画中平
成16年稼動）」のエネルギー
源としての提案
②魚腸骨の大口発生もと（冷
凍設備等所有）への提案

畜産 Ｋ大学農学部 研究機関

牛糞等 大学内担当者から聴き
取り

約１ｔ/日 放置 「家畜排泄物の管理の適正
化及び利用の促進に関する
法律」の成立により対応が必
要。大学では、プロジュクト
チームを発足させ検討に
入っている。

可能性中。
理由： コンポスト化と競合す
る。
●メタン発酵の原料としては
適しており、近隣地域の生ご
み等とあわせれば可能性もあ
る。

備       考

他のホテルも同様であると思
われる。

土佐山田町、南国市のにら
収穫量は、それぞれ約2000ｔ
/年（高知県統計）。この内、
約40％が農家から廃棄物と
して出る（生産農家）。

魚腸骨から製造した飼料の
販売価格：50円/ｋｇ（高知
市）
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表 1.7  高知市における量販店からの食品廃棄物の発生量と処理の現状 

1．調査対象：高知市内の量販店 

2．調査方法：アンケート方式（高知市の協力のもとに実施） 

3．調査件数：8（回答件数：6） 

4．結果（実施：2000 年 2 月） 

 

 

1.3.3 食品廃棄物の品質 

食品廃棄物の品質は、異物（プラスチック、ガラス、木など）の混入がないこ

店名 

質問項目 

A B C D E F 

現 状 の 処

理方法 

生 ご み は 自

社 の 専 従 員
が 専 用 車 で

回 収 し 市 内
の 清 掃 工 場

に 運 搬 し て

焼却。 
魚 の あ ら は

業 者 に 委 託
し 県 内 の 魚

さ い 加 工 公

社で処理。 

自社で処理。 

この中で、一
部（約 1ｔ /

月）はコンポ
スト化。地元

の 農 家 で 使

用。 

業者に委託。 業者に委託 業者に委託 業者に委託 

排出量 生 ご み  約
0.7 t/日 

あ ら    約

0.15 t/日 

約 0.5ｔ/日 
（約 15t/月） 

約 50 kg/日 5～6 t/日 1.5ｔ/日 0.6 t/日 

現 状 の 分

別方法 

生 ご み と 不

燃物に分別 

生ごみと不燃

物に分別 

生ごみ・不燃

物・可燃物に
分別（収集業

者は収集時混
載） 

生ごみと不燃

物に分別 

生ごみ・不燃

物・可燃物に
分別 

生ごみ・可燃

物と不燃物の
2 種類に分別 

業 者 へ の
処 理 委 託

料金 

平成 11 年度
12 月実績 

収 集 料 金
10,000 円 

（ 1 店 舗 当

り） 
処 理 料 金

16,250 円 
（4,880kg 当

り） 

（無回答） 43,000 円/月 2,500 円/ｔ 
収集は業者委

託及び自社で
実施 

（業者委託の

場合：200 万
円/月） 

320,000 円/月 20,000 円/ｔ 

将 来 の 生

ごみ・不燃
物・可燃物

の 分 別 実

施 

（無回答） （無回答） （無回答） （無回答） （無回答） 実 施 し た い

が、費用負担
が問題 
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と及び資源としての有用物（有機物）の含有量の多さにより規定される。 

既に述べたように、事業系一般廃棄物（ホテル、スーパーマーケットなどから

排出されるもの）と産業廃棄物（動植物性残渣）に分類されるものは異物混入が

なく品質的に問題がないと考えられる。 

次に、表 1.8 に有機物の含有量の目安を示した。これより、有機物含有量の点

からは、魚肉類を含むスーパー、飲食店などの食品廃棄物が処理対象として適す

ることがわかる。 

一般に生ごみの組成は排出元によって、また季節によって変動する。複合商業

施設を対象に調査した結果によると表 1.9 に示す結果が得られている。このデー

タからも残飯等を多く含む生ごみは再資源化の原料に適するといえる。 

 

表 1.8 有機性廃棄物中の有機物量９） 

 有機物量(g/kg ごみ

量) 

家庭からの生ごみ 170  

スーパー、旅館、飲食店、病院などからの生

ごみ 

204～298  

下水汚泥 140  

乳牛の糞尿 100  

肉 770  

魚類 320  

野菜 130  

 

表 1.9 生ごみの組成例 1 0） 

種類 厨芥・残飯等注１ 野菜屑等 動物性生ごみ注２ 

構成比（％） 49.9 8.6 41.5 

注 1：豆腐、オカラ等も含む 

注 2：魚類、肉類、動物性油脂等 

 

1.3.4 リサイクル技術 

食品リサイクル法は、食品廃棄物の資源化の方法として「飼料」、「肥料」、「メ

タン」及び「乳酸その他の新素材」の原材料としてリサイクルすることを指定し

ている。この中で飼料化と肥料化については、技術的には実用化レベルにあると

考えられる。1.3.5 項で述べるように、これらの場合は、リサイクル物の需要量

が問題である。乳酸その他の素材原料としてのリサイクルは、今後の研究成果に
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待つところが多く、技術的にはまだ事業化レベルに達していないと考えられる。 

一方、これらの方法に対して食品廃棄物をメタン発酵させることによってバイ

オガスを発生させ、それを発電燃料として利用する方法は技術的には完成してい

る｡１０）１１） 

こうした点から食品廃棄物は、飼料化、肥料化またはメタンガス化することが､

現状の技術では可能である｡これらの中でいずれを選定するかは､主にリサイク

ル製品の市場性によって決まる｡ 

 

1.3.5 リサイクル製品の市場性 

食品廃棄物を現状技術でリサイクルの可能な飼料化、肥料化及びメタンガス化

した場合の製品の需要について考える。 

飼料化については、国内で使われる飼料の 83%以上が輸入されている７）という

現実を考えると、食品廃棄物からリサイクルした飼料に果たしてどれ位の需要が

あるのか疑問である。肥料化についても、減反、輸入肥料の増大、農業人口の減

少の中で、食品廃棄物から製造された肥料市場が未成熟である７）ことや塩害（含

有される塩分による農作物の生育阻害）１２）の問題を考えると多くの需要は期待

できない（詳細は第 4 章 4.3.2 項参照）。 

一方、これらの方法に対して食品廃棄物をメタン発酵させることによってバイ

オガスを発生させ、それを発電燃料として利用する方法は、得られる製品である

「電気」が使いやすく売電も可能であることから需要面での懸念は無い。 

 

1.3.6 資源性の総合評価 

 以上述べた点から、食品廃棄物はエネルギー資源としての価値が最も高く、メ

タン発酵の原料としてリサイクルするのが、その特性を活かした最良の方法であ

ると結論される。  

 

 

参考文献 

１）小木知子、バイオマスエネルギーの特性、日本エネルギー学会誌、Vol.78、

No.864、p.232、1999 

２）エネルギー資源学会編、エネルギー・資源ハンドブック、オーム社、p.229、

1997 
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４）生物系廃棄物リサイクル研究会、生物系廃棄物のリサイクルの現状と課題－

循環型経済社会へのナビゲーターとして－、1999 

５）食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律,平成 12 年 6 月公布,第 

2 条 

６）環境省編、循環型社会白書（平成 13 年版）、p.57 
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島技術研究所年報、47、pp.135-140、1999 

11）東郷芳孝、NEDO 委託研究報告書（平成 11 年度）、pp.822-827、2000 
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第２章  食品廃棄物の標準再資源化システム 

 

第１章では、食品廃棄物はエネルギー資源として有望であることをみた。特に、

メタン発酵によってメタンを主成分とするバイオガスを発生させ、それを発電燃料

として利用するシステムは、循環型社会の構築に向けた一つの有力な手段である。

本章では、これを具体化するために、メタン発酵、バイオガス発電及び発酵残渣の

有効利用に関する要素技術について調査し、その結果をもとに食品廃棄物の標準的

な再資源化システムを構築する。 

 

2.1 要素技術の概要 

ここでは、バイオガス発電システムを構成する要素技術の概要を述べ、それらの

詳細は 2.2 項以下で述べる。 

１）メタン発酵 

嫌気性微生物の代謝活性を利用して、有機性の排水や廃棄物を処理する方法を一

般に嫌気性処理法といい、このうち有機物を分解してメタンと二酸化炭素を生成す

る方法は嫌気性消化法またはメタン発酵法とよばれる。これは、有機物濃度あるい

は BOD（生物化学的酸素要求量）の大きい廃棄物の処理に適した方法として実用化さ

れ、その対象は下水の生汚泥、活性汚泥処理の余剰汚泥、畜産廃棄物、パルプ工場

廃水、各種食品工業の廃水など、広範囲の廃棄物処理に使われている。 

しかし、この方法は、一般に反応速度が小さいために装置が大型になり広大な敷

地が必要になること、また嫌気性微生物の最適生育条件を保持するための運転管理

が難しいこと、脱離液中の可溶性りん酸塩やアンモニアによる富栄養化への影響が

懸念されることなど多くの問題があるため、一般の動植物性残渣の処理方式として

はほとんど利用されてこなかった。ところが、近年、高温メタン発酵技術の進展に

加えて、食品廃棄物など有機性廃棄物の有効利用に対する要請もあって注目される

ようになった。 

メタン発酵技術の詳細は 2.2 項で紹介するが、図 2.1 にそのプロセスの概要を示

す。 
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図 2.1 メタン発酵プロセスの概要１） 

 

２）バイオガス発電 

有機性廃棄物を嫌気性消化し、メタンガスを主成分とするバイオガスを発生させ、

エンジン等で燃焼して発電機を回すシステムである。システムの概要を図 2.2 に示

す 2）。わが国では、下水処理場から排出される有機性の下水汚泥を基質として嫌気

性消化を行い、発生したメタンを含むガスを回収して発電するシステムが実用化さ

れている。消化の対象となる有機性廃棄物としては、下水汚泥のほかに家畜の糞尿

などの畜産廃棄物および農産廃棄物などがあるが、食品廃棄物については今実用化

のめどがついたところである３）４）。エンジンとしては、通常使用されているガスエ

ンジンやガスタービンの他、最近、進歩の著しい燃料電池あるいはマイクロガスタ

ービンの活用が考えられる。 

一般に、ガスタービンは同じ発電能力を持つエンジンと比較すると小型軽量で、

原動機の冷却水設備も不要であるためシステムのコンパクト化が可能となる。また、

構造がシンプルで部品点数も少ないためメンテナンスが容易である。さらに排ガス

中の NOx 濃度が低く、防振対策が不要であるという長所を持つ。しかし、逆に発電

効率が低いという短所を持つといわれる 15）。 

メタン生成 

脂質 

低級脂肪酸：プロピオン酸、酪酸 モノマー、オリゴマー： 

アミノ酸、ペプチド、糖 

ポリマー：タンパク質、多糖類

H2+CO 2 又はギ酸 酢 酸 

CH4 CH4、CO2 

メタン生成 

H2 生成、酸生成 

加水分解 加水分解 

酸生成 
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表 2.1 に各発電システムの適用性を比較した。これより処理量が少量の場合は燃

料電池システム、又は、本表にはないがマイクロガスタービンにメリットがある（2.3

項参照）。処理量が多い場合は、ガスエンジンシステムが有効である。 

有機性廃棄物は少量で広く分散しているという特性があり、小規模分散型のエネ

ルギー源に向いている。こうした点から、環境負荷が小さいという点もあわせ考え

れば、マイクロガスタービンや燃料電池発電が最も適すると考えられる。これらの

詳細は、2.3 項及び 2.4 項で述べる。 

 

図 2.2 消化ガスエンジン発電システム 2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有機性廃棄

物 

消化槽 

ガスホルダ エンジン等 発電機 

 

 

熱交換器 

空気 

電気 

排ガス 

水 
加温 
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表 2.1 バイオガス発電システムの比較 

＊ １）発電効率は出力レベル等により異なる。 

＊ ２）総合効率は排熱回収の形態により大きく異なる。 

（注）本表は参考文献５）、６）、７）をもとに筆者が作成した。 

項目 ガスエンジン発電 ディーゼルエンジン発電 ガスタービン発電 燃料電池（りん酸型）発電

燃料
天然ガス、都市ガス、ＬＰＧ、
下水消化ガス、バイオガス

灯油、Ａ～Ｃ重油、バイオガス 灯油、Ａ重油、ＬＰＧ、バイオガス
天然ガス、メタノール、ＬＰＧ、
灯油、ナフサ、バイオガス

出力範囲 １５～１２００ｋＷ １００～１３０００ｋＷ ４００～１０００００ｋＷ スタック５０～２００ｋＷ程度

発電効率 ２５～３５％ ３２～４０％ ２０～３０％ ４０～４５％

排熱回収形態 排ガス：温水または蒸気 排ガス：温水または蒸気 排ガス：温水主として蒸気

冷却水：温水または蒸気 冷却水：温水

総合効率 ７５～８５％ ７０～８０％ ７０～８０％ ８０％以上

排気煙（煤）

騒音 １００ｄＢ（Ａ）前後 ディーゼルよりやや少 高周波域が高い

１０２～１０５ｄＢ ９５～９７ｄＢ １０５～１１０ｄＢ

振動 防振対策必要 防振対策必要 防振対策不要

価格 ガスタービンより安い ガスエンジンより安い 比較的高い 最も高い

特徴 ・排ガスがクリーンであるので ・発電効率が高い ・発電効率が高い ・ＣＯ含有率に制限

  熱回収が容易 ・実績が豊富 ・冷却水不要 ・白金触媒使用

・三元触媒による脱硝可能 ・部分出力時の効率低下少 ・定期点検（1回/年）義務付け ・排熱利用が可能

・排気の清浄化可能 ・三元触媒による脱硝難 ・小型軽量 ・中温型

・オンサイト型

・作動温度１９０～２２０℃

・国内実績１４０基以上
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３）メタン発酵残渣の資源化 

メタン発酵槽から排出される発酵液（脱離液ともいう）には高濃度の有機物や固

形物が残っている。有機物は再資源化することが望ましい。液は排水レベルまで浄

化しなければならない。処理法として各種のものがあるが、大きく分けると図 2.3

に示す３タイプに分けられる。A タイプは、発酵液を好気性水処理によって処理し、

残った汚泥は汚泥資源化施設に送り、コンポストなどとしてリサイクルを図るもの

である。B タイプは発酵液を直接、脱水機にかけ汚泥はコンポスト化するものである。

C タイプは発酵液から液肥をつくるものである。これらの中で、発酵液量が多く既存

の水処理施設が利用できる場合は、A タイプが初期投資を節約でき有利である。発酵

液量が少なく汚泥資源化施設に多くの投資が必要でない場合には、良品のコンポス

トが期待できる B タイプが有利であると考えられる。 

 

図 2.3  発酵液の再資源化法 

 

メタン発酵槽

 

 水処理施設
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コンポスト

水処理設備

汚泥資源化施設
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 30

2.2 メタン発酵 

2.2.1 メタン発酵の原理 8）9）10）11） 

 有機性廃棄物のメタン発酵過程は 3 段階からなり、それぞれに異なった微生物群

が関与している。第 1 段階では、有機性廃棄物中に含まれるタンパク質や多糖類な

どの高分子化合物が加水分解を受けて単糖類やアミノ酸などの構成単位にまで分割

される（可溶化過程）。第 2 段階では、生成した単糖類やアミノ酸などの構成単位が

代謝されてアルコール類、低級脂肪酸（酢酸、プロピオン酸、酪酸など）、水素ガス、

炭酸ガスなどの中間生成物に分解される（酸生成過程）。第 3 過程では、低級脂肪酸

の分解により、あるいは水素ガスによる炭酸ガスの還元により、メタンガスが生成

される（メタン生成過程）。生成されるメタンの約 70％が酢酸を主とする低級脂肪酸

の異化代謝によって、残りが水素と二酸化炭素の代謝によってつくられると考えら

れている。この可溶化および酸生成過程に関与する細菌群は酸生成菌と総称され、

自然界における有機物分解過程で広くみられる種々の通性嫌気性細菌および絶対嫌

気性細菌からなる。第 3 段階のメタン生成過程は、メタン菌と呼ばれる一群の特異

な絶対嫌気性菌によって進行し、この過程で有機物の無機化が行われるため BOD が

減少する。この過程での最適ｐＨ域は中性ないし弱アルカリ性側にある。メタン菌

は酸生成菌とは対照的で、増殖速度が小さく、ｐＨ、水温、基質濃度などのわずか

な変化によって影響を受ける（例えば、5℃以上の急激な温度変化は、メタン生成を

ほとんど停止させる９））。さらにアンモニア態窒素などによる反応阻害をうけやすく、

実際の廃水では基質以外の未分解物、ないし反応副生成物による可逆的または不可

逆的な阻害を被ることがあるといわれる。従って、実廃水への適用に際しては、発

酵原料の化学的組成がメタン生成に強く影響し、これがプロセスの適用可能性を支

配するケースも多いといわれる 10）。このことから、実装置の設計では、実原料を使

用した試験により確認することが必要になる。 

なお、メタン菌の基質となりうる物質は、ギ酸、酢酸、メタノール、メチルアミ

ン類と水素、二酸化炭素のみであり、さらにメタン菌の生育の場によって利用でき

る基質はさらに限定される。通常のメタン発酵においては、メタン生成過程が全体

の反応速度の律速段階となるが、固形分を主とした原料のメタン発酵では、酸発酵

までの過程、特に可溶化過程が大きな反応抵抗となる。従って、この場合は原料の

前処理が重要な要素となり 10）、食品廃棄物を処理する場合は、前処理で微粒化する

ことが必要である。 

 表 2.2 には、可溶化過程およびメタン生成過程における最適環境条件を示す。 
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表 2.2 メタン発酵の最適環境条件 11） 

過程 酵素 温度（℃） 有機酸濃

度 

ｐH 酸化還元電位

（mV） 

可溶化過程 通性 30～40 2～4％ 4.0～4.5 ＋100～－100 

メタン生成過程 嫌気性 中温発酵30～

40 

高温発酵50～

55 

3,000mg/l

以下 

6.5～7.5 ＋150～－400 

 

2.2.2 メタン発酵の条件 

 メタン発酵の性能に影響を及ぼす因子について文献調査結果をもとにまとめてお

く。 

１）発酵温度 10）11） 

メタン発酵には、中温発酵と高温発酵がある。発酵液温と有機物負荷およびガス

生成量との間には、図 2.4 に示す傾向がある。同図より高温発酵は中温発酵の約 2.5

倍の処理能力があると考えられる 10）。また、有機物濃度を 3％以上にすると加温に

要する熱量を見込んでも高温発酵の方が発酵槽容量当りのガス発生量が多く、有利

であるといわれる 11）。 

 従来は中温発酵の実績が圧倒的に多かった。その最大の理由は経済性にあると考

えられた。一般に高温発酵を行うには処理物を高温まで加熱する必要があり、その

エネルギーに見合ったメタンガスの生成が期待できない中低濃度の排水、廃棄物の

処理には高温発効法は不適である。しかし、近年の技術の進歩により、投入有機物

の高濃度メタン発酵が可能なプロセスも生まれている。このようなプロセスでは余

剰のエネルギーが十分に得られ、高温メタン発酵のメリットを発揮しやすい技術的

条件が確立されるようになり、その応用実績は増えている。 

 

中温発酵に対する高温メタン発酵のメリットは次の通りである。 

①反応速度が早いので、負荷能力が高く、滞留時間を短縮できる。 

②病原性微生物の死滅率が高く、消化汚泥はより衛生的である。 

③分解率が高く、ガス生成量が多い。 

 

デメリットは次の通りである。 

①廃棄物を加熱するのにより多くのエネルギーを消費する。 

②消化汚泥の脱水液の水質が悪いので、後段の排水処理に負担がかかる。 
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③設計または運転条件によっては有機酸が蓄積しやすく、運転操作が難しくなる場

合もある。 

 

 一般に高濃度発酵が可能な生ごみなどの処理には高温メタン発酵の利点が発揮さ

れやすいと考えられ、逆に、廃棄物そのものの濃度が低い場合（し尿、下水汚泥な

ど）には高温メタン発酵は不利になるとみられている。 

また、エネルギー収支の視点から廃棄物の高温メタン発酵はなるべく高濃度、短

い滞留時間で行うことが望ましいといわれる。 

 

図 2.4 発酵温度と処理量の関係 10）  

 

２）有機物負荷量 11） 

有機物負荷量は菌体の性質や発酵温度などによってその適正量が決まってくる。

過剰な有機物を入れると、栄養過多となり発酵がうまく行われない。１槽方式によ

る高温発酵では、5～6kg･vs/ｍ３/日が最適のようであるともいわれる 11）。また、メ
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タン発酵の負荷量は発酵温度によっても異なり、図 2.3 に示したように高温発酵で

は中温発酵の約 3 倍である。 

 

３）ガス発生量 

 ガス発生量とメタン濃度は、エネルギー資源としての利用価値を左右する重要な

因子である。 

 

①理論メタンガス発生量 

メタン発酵による分解 COD（kg）当たりの理論メタンガス発生量は、0.35 Nm3（＝

22.4 Nm3/64 kg）となる１２）（下式参照）。 

CH4＋O2          CO2＋2H2O 

従って、発酵槽投入の COD に対するメタンガス発生量は次式で算出される。 

  メタンガス発生量（Nm3）＝0.35（Nm3/COD）×発酵槽投入 COD（kg）×COD 分解率 

本式より、原料の有機物濃度が高いほど、また COD 分解率が高いほどメタンガス発

生量が多くなる。 

 

②成分別実ガス発生量 

バイオガスの発生量は、炭水化物、有機性脂肪、タンパク質などの成分構成に左

右される。表 2.3 に各々のガス発生量及びメタンの含有率を示す。これより有機性

脂肪からのガス発生量が最も多く、メタン濃度も高いことがわかる。タンパク質か

ら発生するガスもメタン濃度が高いが、ガス回収量は少ない。炭水化物はガス発生

量もメタン濃度も低い。 

このことから脂肪およびタンパク質の多い廃棄物がメタン発酵に適しているとい

える。 

 

表 2.3  成分別ガス発生量と濃度１３） 

 ガス量（ml/g） CH4（％） CO2（％） 

炭水化物 790  50 50 

有機性脂肪 1250  68 32 

タンパク質 704  71 29 

 

③廃棄物別実ガス発生量 

バイオガスの発生量は、廃棄物の種類によっても異なり、表 2.4 のような報告が
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ある。これによれば、残飯（生ごみ）からのガス発生量が最も多い。 

                    

表 2.4 廃棄物別ガス発生量 1３） 

 ガス量（Nm3／廃棄物１トン当たり） 

牛糞尿 10～30  

豚糞尿 32～48  

鶏糞 66～110  

し尿 8～10  

下水汚泥 5～7  

残飯 176  

 

また、食品廃棄物を対象にした実証試験では、生ごみ１ｔ当り約 220～240Nm3のバ

イオガス量が得られたという報告もある３）。 

 

４）最適ｐＨ11）14）15） 

メタン発酵におけるｐＨは表 2.2 に示したように可溶化過程、メタン発酵過程で

それぞれ 4.0～4.5、6.5～7.5 が最適であるといわれている。 

ｐＨ値は発酵の状態を推定する有力な手がかりとなる。過負荷に起因する低級脂

肪酸の蓄積は、発酵槽内のｐＨの低下を生じ、メタン生成過程に致命的影響を与え

る。また、ｐＨはメタン発酵に対する阻害物質である遊離のアンモニアや硫化水素

濃度にも影響するので、ｐＨの維持管理には特に留意する必要がある 14）。 

メタン菌には栄養となる有機酸・アルコールなどの有機物と窒素源としてＮＨ4
+

等の無機塩が必要である。有機物中の炭水化物の量が多すぎて窒素分の含有量が少

ないとＮＨ4
+の生成量が少なく、炭水化物はメタンになるより炭酸ガスに変化してし

まい、生成する酸のためにｐＨが 6.0 以下に低下し、メタンを発生しなくなる。 

また、炭水化物に比較して、タンパク質など窒素含有量の多い有機物が多くなると、

脱アミノ化反応の速度が上昇し、ＮＨ4
+が過剰になる。その結果、pH は 8.0 以上に

なってしまいメタンの生成が低下する。メタン発酵では酢酸やプロピオン酸などの

低級脂肪酸が 4,000ppm 以上蓄積すると発酵は阻害される 15）。 
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５）栄養条件 

①投入有機物のＣ/Ｎ比 11） 

 投入有機物のＣ/Ｎ比（炭素窒素比）は、メタン発酵を効率よく行うために重要で

ある。炭素は微生物へのエネルギー供給源として、窒素は微生物体のアミノ酸、タ

ンパク質、核酸の形成要素として最も重要な栄養源である。嫌気性の分解反応では、

分解を受ける物質のＣ/Ｎ比の影響を受ける。実験によるとＣ/Ｎ比の適正範囲は 10

～20 であるといわれる。Ｃ/Ｎ比が適正範囲より小さいときは炭素不足となって菌体

増殖の低下により窒素が十分利用されず、過剰な窒素は遊離のアンモニアに変わる。

これがメタン菌の活動に制約を与えるといわれる。 

②微量要素 11） 

微量要素としては鉄が重要である。鉄はメタン発酵過程で発生する硫化水素によ

る阻害を抑制し、さらにメタン菌の槽外流出を抑制する効果があるといわれる。７） 

 

６) 硫黄化合物の影響 14） 

発酵液中に SO4
2-が過剰に含まれていると、発酵中に還元されて硫化水素となりメ

タン発酵の阻害原因となるが、50ppm 以下の場合には、発酵液中の酸化還元電位を低

下させ、発酵促進の効果があるといわれる。 

 

７）重金属濃度その他の物質の影響 14） 

CN-、NO2-、NO3-などはメタン発酵にかなりの阻害作用を示す。許容濃度はそれぞれ

次の通りであるといわれる。 

CN- ：30～50ppm 

NO2-：40～70ppm 

NO3-：40～70ppm 

また、重金属の許容濃度はそれぞれ次の通りであるといわれる。 

Cu2+：200～400ppm 

Cr6+：90～150ppm 

Ni2+：60～120ppm 

Hg2+：＜760ppm 
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2.2.3 メタン発酵技術の開発状況 9）16）17） 

メタン発酵による下水汚泥の処理又は工場廃水処理については古くから応用され

てきており、その有用性は広く理解されている｡ 

下水汚泥の処理ではメタン発酵・ガス発電は 1927 年イギリスで初めて実施され、

国内では 1983 年大和市と横浜市で初めてガス発電実用化プラントが稼働して以来、

各地で実用化され、成熟した技術となっている。 

また､工場廃水処理の分野では、UASB プロセスなどのようなメタン発酵槽の開発に

より中・高濃度の有機性工場廃水処理において徐々に採用が増えている。 

生ごみのような食品廃棄物や脱水汚泥のような固形有機性廃棄物のメタン発酵技

術について､アメリカでは 1970 年代から長年基礎的な研究が行われてきているが、

なかなか実用化には至らないといわれている｡これに対し、ヨーロッパでは 1980 年

代に、西ヨーロッパを中心にして積極的なプロセスの開発が行われ、1995 年までに

すでに40基以上の生ごみなどを処理する実用プラントが報告されている。日本では、

固形有機性廃棄物のメタン発酵技術は比較的新しいので、後述するようにヨーロッ

パからの技術導入に依存するところが多い。 

  

次にメタン発酵装置についてみてみる。 

 酸素の液相への溶解速度が問題とならない嫌気性処理法では、プロセス内におけ

る微生物濃度が、結局は処理速度を支配することが多い。このことから、新しい技

術は、いずれも嫌気性菌群の反応器内の濃度を高めることを目的としている。1980

年代以降に開発された各種の技術は次のようにまとめられる。 

①膜利用と包括固定化 

 発酵槽内に、菌を反応液と分離して滞留させるために、UF 膜を用いるメンブレン

リアクターおよびアクリルアミド等の高分子材料で嫌気性菌を包む包括固定法があ

る。しかし、経済的理由から、これらの方法を付加価値の低い廃棄物処理へ適用す

ることは難しいとみられる。 

②固体表面への菌の固定 

 多孔質の固体を用い、その表面近くの細孔に富んだ部分を利用して菌体を保持さ

せるなどして、菌群の濃度を高める方法である。実装置としては、このような固体

を発酵槽内に充填して用いる形式のほか、有効な固体表面積を増すために、固体の

微粒子表面上にメタン菌を付着させた流動層も利用されている。さらには、この方

式に高温発酵を組み合わせて効率アップを図る方法も開発され、食品工場廃水処理
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等に実用されている。 

 後述するように、本事業で採用する鹿島建設が開発したプロセス（以下、鹿島プ

ロセスという）は、多孔質の固体を発酵槽内に充填した方式と高温発酵を組み合わ

せた技術である。このような固定床式の問題点は、微生物を付着させた担体を発酵

槽内に充填するために、発酵槽の実容積が減少することであり、担体表面に過剰に

微生物が増殖し、また無機物の晶析などで閉塞が起こるといった点である。従って、

装置設計においては、特に、この点に考慮が払われねばならない。 

 

2.2.4 食品廃棄物処理に最適なメタン発酵プロセスの選定 

 食品廃棄物処理を対象としたメタン発酵装置を選定する際のポイントは、食品廃

棄物をいかに細かく粉砕して分解性をよくし、発酵槽をいかにコンパクトにするか、

ということである｡そのためには、固定床式の発酵槽にメリットが多いが、ただ上記

のような問題点への対応が必要となる。 

筆者は、このような点を考慮しながら有機性廃棄物を対象とした各種のメタン発

酵プロセスを調査した。その結果を表 2.5 に示す。現在、日本では、この分野で技

術開発を進めている企業は 10 グループ以上ある。これらの中で、ほとんどのグルー

プがこの分野の先進地域であるヨーロッパからの技術導入に依存しているが、鹿島

プロセスのみは自主開発であり、燃料電池を使った発電を世界で最初に行うなど他

に一歩先行している 3）4）。また、鹿島プロセスは、固定床式の高温発酵槽を採用して

いるが故に、槽が小型で発酵時間が他グループのものに比べて短いなど、大きな長

所をもち、最も事業化の可能性の高いシステムである。次項で、既報をもとにその

概要を説明する。 
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表 2.5 有機性廃棄物（生ごみ、食品工場廃棄物、畜産・農産・水産廃棄物等）ガス化発電システム 

(注)上表の他に大成建設、日本製鋼所、AGR ジャパン、川崎製鉄などからも類似のシステムが提案されている。これらはいずれも欧州からの導入技術であり、現 
在のところ国内での納入実績はないようである。

１．システムの構成 メタン発酵プロセス

有機性廃棄物

２．システムの比較
開 発 企 業 グ ル ー プ システム名 処 理 対 象

発電プロセス

基 本 技 術 技 術 的 特 徴 実 証 試 験 実 用 施 設

鹿 島 建 設 メタクレス 生ごみ 自 社 開 発 ・固 定 床 式 高 温 発 酵 （55℃） （給湯ボイラー） マイカル明石センター（1997～）

・単 槽 （炭素繊維不職布） ・処理量 1 . 5ｔ/日

・発 酵 日 数 約 1 0 日 （他に、1件の実績）

・発電量580ｋｗｈ/ｔ生ごみ（効率40％）

・固形物濃度６～７％ 燃 料 電 池 生 ご み 対 象 （1999） （現状では実績なし）

処 理 量 ：200ｋｇ/日

荏 原 製 作 所 メビウス し尿 WAASAシステム ・従 来 の し 尿 処 理 施 設 に 雑 多 な 有 機 性 ガスエンジン 左記グループで実施 ＜ 荏 原 製 作 所 ＞

三 菱 重 工 業 システム 余 剰 汚 泥 CITEC社 　廃棄物の受入を可能としたシステム （1997年度完了） 新 潟 県 内 行 政 組 合 （ 稼 動 中 ）

アタカ工業 生ごみ （フィンランド） ・湿 式 高 温 発 酵 （55℃） 規 模 ：240ｋｌ/日（生ごみ8ｔ/日）

クボタ ・単 槽 （プレチャンバ、リアクタに仕切り） 発 電 量 ：少

栗 田 工 業 ・発 酵 日 数 1 6 日 ＜ 三 菱 重 工 業 ＞

住 友 重 機 械 工 業 ・機 械 式 攪 拌 奈 良 県 生 駒 市 （稼動中）

西 原 環 境 衛 生 研 究 所 ・固 形 物 濃 度 1 0 ～ 1 5 ％ 規 模 ：80ｋｌ/日（生ごみ不明）

         （以上、エバラメビウスシステム） 発 電 量 ：少

新 潟 鉄 工 所 ＲＥＭ し尿 ENROMAシステム ・従 来 の し 尿 処 理 施 設 に 雑 多 な 有 機 性 ガスエンジン 左記グループで実施 ＜ 三 井 鉱 山 ＞

三 井 鉱 山 システム 余 剰 汚 泥 BIMA社 　廃棄物の受入を可能としたシステム （試 算 ） ・処 理 量 ：0.84ｔ/ 日 新 潟 県 内 広 域 衛 生 組 合 （稼 動 中 ）

三 機 工 業 生ごみ （オーストリア） ・湿 式 中 温 発 酵 （35±2℃） 　200ｋｗｈ/ｔ生ごみ （内生ごみ0 . 6ｔ/ 日 ） 処 理 量 ：22.3ｋｌ/ 日 （生ごみ3.5ｔ/ 日 ）

浅 野 工 事 ・単 槽 ・エネルギー回収： 発 電 量 ：少

三 菱 化 工 機 ・発 酵 日 数 1 6 日 　　　　　　　　　温水 ＜ 三 菱 化 工 機 ＞

・無 動 力 攪 拌 ⇒ 省 エ ネ ル ギ ー （1998年度完了） 宮 崎 県 串 間 市 （建設中）

・固 形 物 濃 度 1 0 ～ 1 5 ％ 処 理 量 ：48ｋｌ/日（生ごみ0.9ｔ/日）

発 電 量 ：少

＜ 新 潟 鉄 工 所 ＞

奈 良 市 （建設中）

処 理 量 ：200ｋｌ/日（生ごみ不明）

発 電 量 ：少

タクマ、新日本製鉄 リネッサ し尿 Schwarting-Uhde ・従 来 の し 尿 処 理 施 設 に 雑 多 な 有 機 性 ガスエンジン 左記グループで実施 ＜左記7社のＪＶ＞

日 立 造 船 、 三 井 造 船 システム 余 剰 汚 泥 プロセス 　廃棄物の受入を可能としたシステム （1998～） 長 野 県 内 衛 生 施 設 組 合 （稼 動 中 ）

日 本 鋼 管 生ごみ Schwart ing-Uhde社 ・湿 式 中 温 ( 3 7 ℃ ）・高温（55℃）二段発酵 処 理 量 ：16ｋｌ/日（生ごみ８ｔ/日）

石 川 島 播 磨 重 工 業 （ドイツ） ・発 酵 日 数   各 段 7 日 （合計14日） 発 電 量 ：少

東レエンジニアリング ・固 形 物 濃 度 1 0 ％

東 芝 ・エキシー 生ごみ 不明 ・技 術 の 詳 細 不 明 燃 料 電 池 ＜エキシー＞ ＜ 東 芝 ＞

（両 社 は 技 術 提 携 ） 汚泥 （参 考 ）廃棄物新聞：エキシーは今年度中に 生 ご み 対 象 （1999） ・横浜市  下水汚泥、200KW（1996）

食 品 工 場 廃 棄 物           食 品 工 業 向 設 備 を 竣 工 予 定 。 処 理 量 ：400kg/日 ・ビール工場廃水、200KW（1998）

          発電量は１（kwh/3kg生ごみ）。 発 電 量 ：5KWh （生ごみについては実績なし）

大 林 組 大 林 ・BIMA 食 品 工 場 廃 棄 物 発 酵 槽 （BIMA消化槽） ・湿式中温（35℃） ガスエンジン 京 都 府 八 木 町 （1998.7～）

システム 畜 産 廃 棄 物 ENTEC社 ・単 槽 （BIMA消化槽：無動力攪拌） 処 理 量 ：約45ｔ/日

下 水 汚 泥 （オーストリア） ・発 酵 日 数   約 3 3 日 発 電 量 ：約3200kwh/日

生ごみ ・高 濃 度 固 形 物 の 処 理 可 （処理対象：家畜糞尿、おから）

システムの特徴

ガス化プロセス

開 発 ・建設の状況

前処理 メタン発酵

排 水 処 理

バイオガス発電プロセス

2000年6月末現在
主 な 調 査 資 料

強み 弱み

・メタン発酵：長期の ・他のシステムに比 ・鹿 島 技 術 研 究 所 年 報

 運転実績がある   べて固形物濃度が   第47号（1999）

・燃料電池発電：雑多  低い。 ・「食 品 廃 棄 物 処 理 の 実 態

 な生ごみで実証済  と生ごみ処理機器の展望」

・他に比べて発電能 （シーエムシー、1999）

  力が大きい

・発酵期間が短い

・雑 多 な 有 機 性 廃 ・燃 料 電 池 発 電 の 「生 物 系 廃 棄 物 資 源 化 ・リ

　棄物に対応可   実績はない サイクル技術」（エヌティー

エス、2000）

・雑 多 な 有 機 性 廃 ・高 温 発 酵 に 比 べ 「生 物 系 廃 棄 物 資 源 化 ・リ

　棄物に対応可 　てガス発生量少 サイクル技術」（エヌティー

・メタクレスに比べ エス、2000）

　て発電量少

・燃 料 電 池 発 電 の

  実績はない

・雑 多 な 有 機 性 廃 ・メタクレスに比べ 「生 物 系 廃 棄 物 資 源 化 ・リ

　棄物に対応可   発 電 量 少 サイクル技術」（エヌティー

・燃 料 電 池 発 電 の エス、2000）

  実績はない

・性状の一定な対象 ・生ごみのガス化技 ・東芝レビュー

  物については燃料   術の信頼性不明   Vol.53 No.8（1998）

  電池発電技術は確 ・メタクレスに比べ ・廃 棄 物 新 聞

  立している   発電量少    （2000.5.15）

・雑 多 な 有 機 性 廃 ・発 酵 期 間 が 長 い ・大 林 組 ホ ー ム ペ ー ジ

　棄物に対応可 ・燃 料 電 池 発 電 の ・八木バイオエコロジー

  実績はない   センター資料

システムの評価
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2.3.5 固定床式メタン発酵プロセスの主要装置と運転実績 

(１)  前処理装置 

食品廃棄物の分解性をよくしメタン発酵槽での閉塞を防止するために、前処理プ

ロセスでは受入れた有機性廃棄物を高圧圧縮によって粉砕し、同時に異物を除去す

る。こうして、ラップ、プラスチック容器、金属片、割り箸、ビニール等は分別・

除去され、微生物分解に適した有機物のみがペースト化される。実績では、投入生

ごみに対して重量比で約 2～8％が異物として分別されている。高圧圧縮により分別

された有機物は、ペースト状になっているが、ペースト化された有機物は粘度が高

く、また粒度も大きいため、同量程度の希釈水を加えた後、連続湿式破砕機により

微粉砕（粒径：約 50μ）され、スラリー状にされる。 

 

(2) メタン発酵槽 

 高濃度の有機性廃棄物はメタン発酵槽に投入され、槽内の嫌気性微生物群により、

バイオガス（メタン、二酸化炭素を主成分とする）に変換される。メタン発酵槽は

微生物反応効率を最大限に維持するために 55℃での高温嫌気発酵法を採用し、さら

に槽内の微生物濃度を高くするために炭素繊維不織布の微生物担体を流下方向に充

填し、担体上に付着した嫌気性微生物と投入スラリーの接触を行う構造になってい

る。スラリーは槽の上部から投入され下向に流れ、槽底中央部から引き抜かれた発

酵液は槽上部に循環される。 

 

２）運転実績 

鹿島プロセスの運転実績を表 2.6 に示す。 

 

表 2.6 鹿島プロセスの運転実績（2001 年 7 月現在） 

件名 施主 運転期間 規模 
焼酎廃液処理実証試験 酒造会社 1996.1～1998.3 0.5m3/日 

川崎市大型商業施設 スーパー 1997.8～ 1.0ｔ/日 

明石市大型商業施設 スーパー 1997.10～ 1.0ｔ/日 

燃料電池発電実証試験 NEDO 平成 10 年度即効型提案

公募事業 
1999.4～2000.3 0.2ｔ/日 

神戸市生ごみ発電施設 環境省 
地球温暖化対策実地検証事業 

2001.末～ 6.0ｔ/日 

 

この中で、神戸市生ごみ発電施設は、環境省が神戸市の協力を得て、市内のホテ
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ル、スーパーなどから 6ｔ/日の生ごみを回収し、3,000kwh の発電を行い、電気は地

元の電気自動車サービス会社などに無料で提供される。余剰のメタンガスは、バス

やごみ収集車の燃料にされる予定である 18）。 

なお、生ごみを燃料とした燃料電池発電の実績については、2.4 項で示す。 

 

2.3 マイクロガスタービン 

１）マイクロガスタービン出現の背景とその特徴 

近年、発電設備は、従来の大規模集中型電源に代わり小型分散型電源が重要性を

増している。現在、国内で実績のある分散型電源の多くはコジェネレーションであ

り、そこで用いられているのは、ガスエンジン方式とガスタービン方式が主たるも

のであるが、一般的に発電容量が 1,000kw 以下のシステムではガスエンジン方式、

1,000kw を超える規模のシステムではガスタービン方式が用いられることが多いと

いわれ 19）、本事業で想定しているような小規模でガスタービン方式が採用されるこ

とは考えられなかった。 

ところが、小型分散型電源の重要性が増すにつれ、ガスタービンを小規模容量の

分野に投入することを目指し、マイクロガスタービンが開発されてきた。その開発

の背景は次のように整理される 20）。 

(1)需要の増大 

① 電力に対する需要の増大 

・ 規制緩和により、より低コストの電力の要求 

・ 良質の電力の要求（特に、離島、電力網未開地などに対して） 

② エネルギー効率面からの需要の増大 

・ 分散型コジェネレーションによるエネルギー節約 

・ 燃料の多様化 

・ 原子力発電所の設置難 

③ 環境負荷低減の面からの需要の増大 

・ 環境対応コストの上昇 

(2)技術的シーズの進展 

 

 マイクロガスタービンは、従来のガスタービンを小型化したものである。その出

力は 30～300kw 程度であり、コジェネレーション・システムに使用した場合の総合

効率は 70～80％である。これは大規模発電所の 40～50％を上回り、将来は発電源の

主力に育つものと期待されている。その特徴は次のようにまとめられる 21）。 
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① コンパクトな原動機であり、同容量のエンジンと比べて小型軽量（重量比で

約 40％減）である。 

② 原動機の冷却設備が不要であり、システムがコンパクトである。 

③ 構造がシンプルで部品点数も少ないため、メンテナンスが容易である。 

④ タービン内への蒸気吹き込みにより、排出 Nox 濃度が低く抑えられる（目標：

35ppm）。 

⑤ 排熱は全て排ガスから回収するため、容易に蒸気または温水で回収できる。 

２）マイクロガスタービンの開発状況 

 欧米ではエネルギー業界における自由化が進み、小型分散型電源の将来性に対す

る期待が高まっていることもあって、発電出力 100kw 以下のマイクロガスタービン

の開発が進んでおり、1998 年末頃から市場への導入が開始されている。日本におい

ても、1999 年から各社で評価試験を開始するとともに、海外メーカの製品を販売す

る事業を始める企業も現れている 22）。 

現在マイクロガスタービンのメーカとしては次の 6 社が代表的なものであり、表

2.7 に各社製品の特長を比較した。 

・ Capstone Turbine Corporation 社（アメリカ） 

・ Honeywell Power Systems 社（アメリカ） 

・ Elliott Energy Systems 社（アメリカ） 

・ Bowman Power Systems 社（イギリス） 

・ Northern Research & Engineering Corporation (NREC)社（アメリカ） 

・ Turbec 社（スウェーデン） 

表 2.7  マイクロガスタービンの仕様（注） 

 Capstone Honeywell Bowman NREC 

基本構成 一軸+インバータ 一軸+インバータ 一軸+インバータ 二軸+減速機 

定格発電出力 30kw 75kw 45kw 70kw 

定格発電効率 26％ 28.50％ 22.50％ 33％ 

定格燃料消費量 10.0Nm3/h 22.8Nm3/h 17.3Nm3/h 18.4Nm3/h 

定格回転数 96000rpm 65000rpm 99750rpm 75000/4000rpm 

本体重量 489kg 1540kg 1000ｋｇ 1360ｋｇ 

電気仕様 3P 400/480V 
50/60Hz 

3P 200/120V 
50/60Hz 

3P 400V 
50/60Hz 

－ 

ガスタービン所

要圧力 

0.38Mpa 

3.9kg/cm2 

0.52～0.86Mpa 

5.3～8.8kg/cm2 

0.5～0.7Mpa 

5.1～7.1kg/cm2 

0.28Mpa 

2.8kg/cm2 

ガス圧縮機 低圧ロータリ型 低圧レシプロ型 低圧型 － 

（注）筆者が参考文献 24）をもとに作成した 

 

上記 6 社の中で、Honeywell Power Systems 社と Capstone Turbine Corporation

社の製品が著名である。日本企業も開発しているが、まだ発売できる段階にはなっ
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ていないようである。日本企業の開発又は前記 6 社との提携等の状況をまとめると

次のようになっている。 

明電舎は、Capstone Turbine 社から出力 30kw 級のガスタービン発電機の国内販売

権を獲得して、受注活動を開始した。燃料には、灯油、都市ガスなどを使い、発電

コストは一般的な発電所よりも３割程度安いといわれる。販売価格は、コジェネレ

ーション・システムで約 800 万円といわれる。 

日立製作所は、Honeywell 社製のマイクロガスタービンの輸入販売を検討しており、

現在、実証試験中であるといわれる。 

三菱重工は自社技術を活用したマイクロガスタービンを開発中で、2001 年夏には

試作機を開発し、2002 年に商品化する計画であるといわれる。 

東京電力をはじめ、電力会社もマイクロガスタービンの開発を進めている 23）。 

さらに荏原は、Elliott 社製のマイクロガスタービンの独占販売に乗り出している。

販売価格は、将来的には、1kw 当り 10 万円～15 万円まで下げることが目標であると

いわれている 24）。 

 

３）法的規制の緩和 25） 

 現行の制度では、大型ガスタービンには厳しい規制が課せられており、マイクロ

ガスタービンにもそれがそのまま適用されている。マイクロガスタービンの普及の

ためにはこのような障害を取り除くことが必要である。経済産業省は、コンビニエ

ンスストアや小規模マンションなどの小型自家発電の普及を促すため、マイクロガ

スタービンに関する下記の規制緩和を 2001 年に実施する方針である。 

① ボイラー･タービン主任技術者の常駐義務の撤廃 

現在の電気事業法では、出力 10kw 以上の発電設備には電気取扱主任者が必要に

なっている。しかし、出力 100kw 未満の装置では、運転温度や圧力が低く、専門

家（ボイラー･タービン主任技術者）に爆発の危険などを監視させる必要性は小さ

いという判断によるものである。 

② 安全装置の簡易機器の代替使用 

③ 電気保安協会への定期点検の委託義務の撤廃 

出力数十 kw 未満のマイクロガスタービンを対象とするものである。これによっ

て利用者は 2～3 万円/月の経費節減が図れるといわれる。 
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2.4 燃料電池 

１）燃料電池の特徴 6）7）26）～34） 

①環境に対する負荷が極めて小さく、低騒音・低公害発電システムであること 

大気汚染物質である窒素酸化物（NOx）、硫黄酸化物（SOx）、ばい塵の排出量は他

の発電方式に比べて非常に少ない。表 2.8 に各種の発電方式による窒素酸化物と硫黄

酸化物の発生量の比較を示す。 

 

表 2.8 各種発電方式（コジェネレーション用）の NOx と SOx の発生量の比較 6) 

項目 燃料電池発電 ガスタービン発

電 

ガスエンジン発

電 

ディーゼル発電 

窒 素 酸 酸 化 物

NOx （対策前） 

10ppm 以下 150ppm 以上 200ppm 以上 1500～2000ppm 

硫黄酸化物 SOx 
 

なし なし なし 燃料の種類によ

る 

 

燃料電池発電は地球温暖化の原因となる二酸化炭素（CO２）の発生量も少なく、

最も開発の進んでいるりん酸型燃料電池（燃料：天然ガス、発電容量：200kw）に

よるコジェネレーションの場合で、「火力発電＋重油ボイラー」に比べて 48％の削

減効果があり、炭素換算で年間 220 トンが削減されるという試算もある 28）。さら

に燃料発電システムは回転部分が無いので騒音、振動が極めて低い静かな装置で

ある。 

 

②発電効率が高いこと 

燃料電池は、燃料と酸化剤から電気化学反応を用いて、電気および熱を取り出

すシステムである。現在、主流となっている水素‐酸素燃料電池システムの場合、

その反応は次のように表される。 

 

  負極（水素極）：Ｈ2   2Ｈ＋＋２ｅ- 

  正極（酸素極）：１/2Ｏ2＋2Ｈ＋＋2ｅ-    Ｈ2Ｏ 

  全反応   ：Ｈ2＋１/2Ｏ2    Ｈ2Ｏ＋[電気エネルギー]＋[熱エネルギー] 

 

このときの Gibbs の自由エネルギー（ΔＧ）の減少分が電気エネルギーとして外

部に取り出される。25℃における１mol の水の生成エンタルピー（ΔＨ0）は－

286kJ/mol、電気エネルギーに変換できる Gibbs の自由エネルギー（ΔG0）は－237 

kJ/mol であるので、燃料電池の理論効率は 83％となる。残りの 49 kJ/mol（－Ｔ
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ΔＳ）は熱として外界に放出される。しかし、燃料電池の反応は発熱反応である

ので温度が高くなるにつれて反応の Gibbs エネルギーは小さくなり、理論的に得

られる電気エネルギーは減少する。つまり、燃料電池の理論効率は低温で作動さ

せるほど高くなるといえる。一方、熱機関ではカルノー効率が理論上の上限と考

えられるので、温度が高くなるにつれて高くなる。図 2.5 にはこの関係を模式的

に示す。同図にみるように、700℃（1,000Ｋ）以下では、燃料電池の方が熱機関

よりも高い効率を示すが、それ以上の温度では逆転する。しかし、燃料電池の排

熱を利用して熱機関を動かす複合発電システムを考えると、いずれの温度でも高

い発電効率が得られ、温度に大きく依存することはない 26）。さらに、図 2.6 に示

すように部分負荷時においても全負荷時とあまり変わらない高い発電効率が得ら

れる 6）。 

 

図 2.5 燃料電池の理論効率とカルノー効率 26） 
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図 2.6 各種発電方式の部分負荷率 6) 

 

③多様な燃料に対応できること 

燃料電池の原料として、例えば、りん酸型燃料電池の場合は、天然ガス、都市

ガス、プロパンガス、メタノール、水素、さらには食品排水や生ごみの処理過程

で得られるバイオガスや下水汚泥の処理過程で得られる消化ガスなど多様な燃料

を使用できる。 

 

④高品質な電力の供給が可能であること 

電池本体で発生した直流電力をインバータ－で交流に変換し出力するため、高

品質（定周波数、定電圧）の電力が得られる。 

 

⑤燃料電池本体は交換可能なモジュール単位で生産されること 

燃料電池発電システムの経済性は発電規模に依存しないので、利用の目的に応

じて自由に規模を選択して必要な量のモジュールで組み立てればよく、発電容量

の増加にも柔軟に対応できる。また、故障時には、故障したモジュールのみを交

換すればよいので、設備の高稼働率が期待できる。さらに燃料電池本体を含め燃

料電池システムの周辺機器のほとんどは完成品に近い状態で工場出荷できるので、

現地での工事費を節減できる。 
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⑥燃料電池発電システムは大量の冷却水が不要であるので、火力発電所や原子力

発電所のように海岸近くに立地を求めなくてよく、農山村や都市近郊を含め広く

設置場所を選定できる。 

 

⑦燃料電池発電システムは、上述のように環境特性が良好であること、小規模発

電に適すること、建設・設置の柔軟性があること、冷却水が不要であることなど

から、都市部に分散設置することによって、送電損失を減少させ、電力とともに

排熱を都市内の様々な用途に有効利用できる。 

 

２）燃料電池の種類と開発動向 

各種タイプの燃料電池が開発されており、一般的には電池本体の電解質の種類に

よって分類されている。表 2.9 参照。 

 

表 2.9 燃料電池の種類（注） 
種類 ヒドラジン

型アルカリ

水溶液 

直接メタノ

ー ル 型

（DMFC） 

アルカリ水溶

液型（AFC） 

固体高分子

型（PEFC） 

りん酸電解質

型（PAFC） 

溶 融 炭 酸 塩

型（MCFC） 

固体電解質

型（SOFC） 

作動温度（℃） 5～60 5～80 5～240 60～80 160～210 600～700 900～1000 

燃料 ヒドラジン アルコール H2(不含 CO) H2 H2 H2 ，CO H2 ，CO 

酸化剤 空気、過酸化

水素 

空気 O2 空気（不含

CO2 空気） 

O2 空気 O2 空気 空気 空気 

電解質 KOH H2SO4 KOH 陽イオン交

換膜 

高濃度 H3PO4 Li2CO3 /K2CO3 ZrO2(Y2O3) 

 

電荷担体 OH- H+ OH- H+ H+ CO3
2- O2-  

電極材料 ニッケル、銀 

ステンレス、

ホウ化ニッ

ケル 

多孔質炭素

板 

金、銀、ニッ

ケ ル 多 孔 質

板、多孔質炭

素板 

ニオブ金網 

PTFE 

多孔質炭素板 

PTFE 

多孔性Ｎｉ- 

Ｃｒ燒結体 

ニ ッ ケ ル 多

孔質板 

ニッケル板 

ランタンニ

ッケル 

酸化物 

電極触媒 白金、パラジ

ウム 

カーボン担

持白金類 

ラネーニッケ

ル、白金類 

白金類 白金類   

セル構成材料 ステンレス、

銀、ニッケル 
プラスチッ

クなど 

カーボン 

テフロン 
プラスチッ

ク類 

ニッケル、金 

銀、白金、カ
ーボン、プラ

スチックなど 

タンタル、

ニオブ、カ
ーボン、プ

ラスチック

など 

カーボン、シ

リコン、カー
バイト、ステ

ンレスなど 

Ｎｉ-Ｃｒ合

金板、ＮｉＯ
多孔板、ステ

ンレスなど 

ＬａＭｎＯ

3、 
ＺｒＯ2、Ｎ

ｉ、 

Ｃｏ、ステ

ンレスなど 

発電効率（％）    ３０～４０
（改質ガス

を用いた場

合） 

３５～４２ ４５～６０ ４５～６０ 

定格出力（kW）    １～1,000 １ ０ ０ ～

5,000 

１００～ 

100,000 

１００～ 

100,000 

燃料中の CO の

存在 

×（白金触媒

が被毒） 

  ×（白金触

媒が被毒） 

×（白金触媒

が被毒） 

◎（燃料とな

る） 

◎（燃料と

なる） 

燃料中のCO2の

存在 

×（電解質の

アルカリの

機能低下） 

  ○ ○ ○ ○ 

(注)本表は、筆者が参考文献 6）、26)、35)、36)をもとに作成した。 

 これらの燃料電池の中で、りん酸型（PAFC）、固体高分子型（PEFC）、溶融炭酸塩
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型（MCFC）および固体電解質型（SOFC）がよく知られている。 

固体高分子型は最も作動温度が低く、出力密度が最大であり、自動車駆動用、家

庭用/工事用の小型電源などに向いている。現在、2002 年～2004 年の実用車への搭

載を目指して関係業気合間で熾烈な開発競争が続いているところであり、実証段階

にあるといえる。 

 りん酸型は作動温度が固体高分子型より高く、排出ガスが熱源として使えるから

業務用/生産用施設のコジェネレーション方式による効率の高い熱電併給システム

に適している。現在、世界各地で多数の実証プラントが実績をあげつつあり商業化

開始の段階にある。 

 溶融炭酸塩型、固体電解質型は作動温度が極めて高く、発電効率の高いシステム

であるが、高温運転の難しさが伴い、実用化にはまだ時間を要するとみられている。  

 以下では、りん酸型に絞って開発動向をまとめる。 

３）りん酸型燃料電池（PAFC）開発状況 28）34）37） 

 1960 年代末にアメリカで研究開発がスタートした。日本では、1980 年代の初頭に

本格的な国家プロジェクトとしてスタートした。 

 りん酸型は現在最も開発が進んでいるもので、実用化されている。オンサイト用

の国内メーカは３社であり、東芝および三菱電機が 200kw 機を、富士電機が 50kw、

100kw、500kw 機を開発している。 

大きなものとしては、最近まで東京電力の五井火力発電所に世界最大（11MW）の

アメリカ製の燃料電池が設置、運転されていた。現在ではこのような大型ではなく、

200kW 程度の小型オンサイト用の実証試験が多く行われており、運転時間が電池寿命

の目標である 5 年間、すなわち４万時間を超えるものが数多くみられるようになっ

てきた。特に、最近ではビール工場の廃水処理工程から発生するバイオガスを燃料

とした燃料電池発電システムの実績が報告されている 28）37）。また、下水汚泥のメタ

ン発酵処理で発生する消化ガスを燃料とした燃料電池発電システムの実証試験も報

告されている 38）。さらに、鹿島建設㈱によって食品廃棄物のメタン発酵処理で発生

するバイオガスを燃料とした燃料電池発電システムの実証試験結果が報告されてい

る 3）（詳細は 4)参照）。このようなメタンを含んだ消化ガスあるいはバイオガスを前

処理し、改質して燃料電池に用いると、電力と熱エネルギーをともに利用すること

ができ、廃棄物処理の効率化と未利用資源の有効活用になる。これらは 200kW ある

いはそれ以下の容量の燃料電池に適しているといわれている。 

 以上のように、りん酸型は 200kW クラスの実用機が運転に入っている。電池に対す

る信頼性はここ２～３年で大きく改善されており、今後の課題はコストと市場の確保で
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あるといわれている。従来の火力発電と比較すると、現在では効率の面でもコストの面

でも不利である。しかし、小型で高効率が維持でき、環境適合性を考えた場合、地域で

の分散型電源として大いに可能性があると考えられる 26）。 

 

４）食品廃棄物を燃料とした燃料電池発電の実証試験結果 3） 

鹿島建設は、1999 年度に NEDO と共同で生ごみによる燃料電池発電の実証試験を行

った。これは前述の鹿島プロセスと燃料電池を組合わせたものである。 

試験はスーパー等で発生する残飯、食品調理残渣、正味期限切れ食品等を受入れ

て行い、発電には定格出力 50kw のりん酸型燃料電池（富士電機製）が使われた。 

この試験により確認された事項は次の通りである。 

① 食品廃棄物を平均 125kg/日処理し、バイオガス 29.9Nm3が得られた。これより

バイオガス発生量は平均 240 Nm3/ｔ（生ごみ）と推定される。 

② メタンガス濃度は約 63～67％で安定していた。 

③ バイオガス中には比較的高濃度の硫化水素、アンモニア、塩化水素が含まれて

いるが、これらの不純物は乾式の精製塔で燃料電池に悪影響を及ぼさない程度

まで除去できた。表 2.10 参照。 

④ 燃料電池は、バイオガス中のメタンガス濃度が 67～93％の範囲で、平均発電効

率 33.6％が達成された。表 2.11 参照。 

 

表 2.10 不純ガス成分濃度 3）      （単位：ppm） 
 精製塔入口 精製塔出口 

 最大濃度 最小濃度 平均濃度 最大濃度 最小濃度 平均濃度 

硫化水素 970.0 367.0 654.7 ＜0.0005 ― ＜0.0005 

水素 ＜0.1 ― ＜0.1 ＜0.1 ― ＜0.1 

塩化水素 9.5 3.4 5.5 ＜0.4 ― ＜0.4 

ア ン モ ニ

ア 
31.7 23.5 27.6 ＜0.1 ― ＜0.1 
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表 2.11 発電データのまとめ 3） 

RUN 

使用ガス

量 
（ｍ3/ｈ） 

平均ガス

濃度（％） 

最大/最小

ガス濃度

（％） 

燃料電池制

御設定濃度

（％） 

発電量 
（kwh） 

発電効

率 
（％） 

1 9.50 92.50 92.0/93.5 90 30 34.3 

2 11.08 86.11 84.8/86.6 90 30 31.6 

3 10.85 80.15 79.9/80.4 80 30 34.7 

4 10.99 80.38 80.2/80.5 80 30 34.2 

5 10.84 84.80 84.2/86.3 80 30 32.8 

6 12.18 71.64 69.7/74.2 70 30 34.6 

7 13.60 66.60 66.1/67.9 70 30 33.2 

（平均効率 33.6） 
都市

ガス 
― ― ― ― 30 36.1 

 

以上の結果から、食品廃棄物から発生するバイオガスを使った燃料電池発電は、

技術的に完成され、事業化が可能であると判断される。 

 

2.5 メタン発酵残渣の資源化技術 

１）脱水機 

各種の脱水機が開発されているが、メタン発酵液の脱水には低濃度汚泥（2,000～

3,000mg/ｌ）を直接脱水できるアムコン社製のスクリュー式脱水機（商品名：ヴァ

ルート脱水機）39）が適する。同脱水機には処理液と凝集剤の混和槽が組み込まれて

いる。従って、発酵液を直接投入することによって含水率 85％まで脱水することが

できる。脱水汚泥はコンポスト装置に投入しコンポストとすることができる。ただ

し、脱水機から出る処理水を下水道に放出するには処理が必要である。 

 

２）コンポスト化装置 

農作物に有効な成分を含んでいる有機性汚泥を緑農地へ還元するための最も有効

な方法としてコンポスト化（堆肥化）がある。コンポストの緑農地への施用効果は、

土壌の改良効果（地力の向上）と作物への肥料的効果（養分供給）の二つの面をも

っており、この効果はコンポスト中に含まれる腐植物質による機能と肥効成分によ

る。コンポスト化は、嫌気性方式と好気性方式に大別されるが、一般に用いられて

いるのは好気性方式である。この方式は、堆肥化に要する日数が短いなどの特長が

ある。この過程を、人為的にいかに効率よく促進させるかという観点から各種の方

法が考え出されている 40）。 

従来、この種の汚泥の農地還元法として次のような方法がとられてきた。 
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①脱水のみ行なって農地に還元する方法 

②脱水後、乾燥させて農地に還元する方法 

③脱水後、コンポスト化して農地に還元する方法 

この中で①は、「雨水や水田の水が加わると元の状態にもどる」、「臭気が強く、農

業者に嫌われる」、「未発酵のため、作物に悪影響がある」といった問題点があった。

②においても乾燥により大幅な減量が図れるが、雨水等が加わると①と同様な問題

が生ずる。最も有効な方法として③が残るが、従来のコンポスト化装置は大型で、

汚泥が少ない場合には過剰設備になる嫌いがあった。そこで、筆者は少量発生する

汚泥に対応できる低価格の小型コンポスト化装置を経済産業省の補助金を得て開発

した。 

本装置の特徴の一つは、エアレーション方式を採用することで発酵期間を短縮し

たことである。一般に発酵の過程は、1 次発酵と 2 次発酵に分けられ、1 次発酵は、

原料中の糖やセルロースが高温で急速に分解される段階で、2 次発酵は 1 次発酵に続

きリグニン等が低温でゆっくり分解される段階である。1 次発酵は 65℃以上を 48 時

間以上維持することが要件とされ、その間に病原菌や雑草の種子などが死滅し、こ

の段階で農地等に還元することも可能である。標準的な 1 次発酵期間として 10～14

日が必要であるといわれているが、本装置ではあらかじめ加温した空気によるエア

レーションを行うことにより、1 次発酵期間を７日に短縮している。 

 

2.6 脱臭技術 

食品廃棄物の処理において脱臭は不可欠である。どのような脱臭方式を採用する

かは、対象とする食品廃棄物の種類、組成、量によって異なる。脱臭技術は、「洗浄

法」、「燃焼法」、「吸着法」、「生物脱臭法」、「オゾン酸化法」、「消臭剤噴霧法」、「プ

ラズマ脱臭法」、「光触媒脱臭法」などに分類される。表 2.10 にこれらの脱臭技術に

関する文献調査結果をまとめた。この中で、担体充填微生物脱臭法が、運転費が安

く、設置面積が少なくてすむなどの利点を持つので有機性廃棄物処理設備の脱臭法

として適するようである。特に、充填材にボルカナイト（ペレット状）を使った「清

掃工場の排気脱臭」や「下水処理場汚泥貯留槽の排気脱臭」では、アンモニアや硫

化水素に対し、ほぼ 100％の脱臭効率が安定的に達成されている 41）。 
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表 2.10 脱臭方式の比較（注） 

方式  原理 特徴 除去対象物質 
水洗法 悪臭物質を気液接触に

よって水に溶解させ、物

理的に除去する 

アンモニア、低級アミン、

低級脂肪酸、硫化水素等 

薬液洗浄

法 
悪臭物質を気液接触に

よって薬液に吸収させ、

化学的に除去する 

酸洗浄：アンモニア,アミン  
アルカリ洗浄：硫化水素、

メチルメルカプタン等 

洗浄法 

薬液酸化

法 
悪臭物質に酸化剤の水

溶液を気液接触させて

酸化分解する 

・設備が安価 
・ミスト、ダストの同時処理可 
・ ガスの冷却効果がある 
・排水処理が必要 
・薬液濃度等の管理がシビア 
・薬液に対する安全対策が必要 
・装置の腐植対策が必要 アンモニア、硫化水素、メ

チルメルカプタン等 

直接燃焼
法 

悪臭物質を 700℃以上
の高温で燃焼分解する 

・信頼性が高く温度管理のみでよい 
・NOx の発生が少ない 

あらゆる物質に対応 

触媒燃焼

法 
悪臭物質を 250～300℃

のPtやPd系触媒層に通

じて酸化分解する 

・安定した技術である 
・設置スペースが大きい 
・設備コストが高い 
・NOx の発生が少ない 

 

燃焼法 

畜熱式燃

焼法 
畜熱体により高効率で

燃焼分解する 
・省エネルギー型である  

吸着剤法 活性炭、シリカゲル、ゼ
オライト、活性白土等の

吸着剤に吸着する 

 吸着剤の組み合わせによっ
てはほぼ全悪臭物質に対し

て効果あり 

吸着法 

イオン交

換樹脂法 
悪臭物質のイオン交換

性を利用してイオン交

換樹脂で吸着する 

・樹脂の含水率が吸着能力に影響

（最適は 40～100％） 
 

アンモニア、硫化水素等 

土壌脱臭

法 
悪臭物質を土壌，コンポ

ストなどに吸着させ、存

在するバクテリアによ

って酸化分解する 

・分解速度が遅い 
・高濃度臭気、有機系ガスには効果

的でない 
・通気速度が小さく広い敷地が必要 
・気温、気候の影響を受け易い 

活性汚泥

法 
悪臭物質を栄養源とす

る活性汚泥中の微生物

で分解する 

・比較的高速処理が可能 
・活性汚泥の維持管理が難しい 
・活性汚泥による閉塞が起き易い 

生 物 脱

臭法 

担体充填

生物脱臭

法 

微生物を充填材に着生

させ、吸着・分解・洗浄

により脱臭する 

・通気速度 0.1ｍ/S 以上が可 
・微生物により、充填材の活性の回

復可 
・汚泥管理不要で維持管理が簡単 
・脱臭効率が高い 
・保水性が高く、微生物の着生良 

アンモニア、アミン、硫化

水素、アルデヒド等 

オゾン酸化法 オゾンガスの酸化力に

より悪臭物質を酸化処

理する 

・維持管理費が安価 硫化水素、メチルメルカプ

タン、アルデヒド、フェノ

ール等 
中和法 悪臭物質と化学的に反

応（中和）する薬品を使

用して分解する 

消 臭 剤

噴霧法 

マスキン

グ法 
芳香性物質で悪臭を覆

い隠す方法で、トイレ等
でよく使用される 

・感覚的に悪臭を和らげる 
・安価、設置が簡単 
・基本的には悪臭物質を無臭化しな

い 

 

プラズマ脱臭法 処理ガス中で放電させ

てプラズマを発生させ、

悪臭物質を酸化分解す

る 

・ガスの前処理不要 アンモニア、硫化水素、メ

チルメルカプタン等 

光触媒（TiO2）脱臭

法 
TiO2 に光を当てて発生

する活性分子、ラジカ

ル、オゾンにより、悪臭

物質を酸化分解する 

・実用化しているのは TiO2 のみ アルデヒド、硫化水素等 

(注)本表は、筆者が参考文献 41)、42)をもとに作成した。 
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2.7 食品廃棄物の標準再資源化システム 

 以上の調査結果をもとに食品廃棄物の標準的な再資源化システムを構築し、事業

化の技術的なベースとした（図 2.7 参照）。システムの基本は、有機性廃棄物をメタ

ン発酵させ、発生したメタンを主成分とするガス（バイオガス）を使って発電し、

残った発酵残渣はコンポストとして農地に還元することであり、「前処理プロセス」、

「メタン発酵プロセス」、「バイオガス利用プロセス」及び「汚泥再資源化プロセス」

から構成される。 

 中心になるのはメタン発酵プロセスであり、現状の技術では固定床式の高温発酵

法が装置の小型化が図れ、分散型発電設備に適するものと考えられる。前処理設備

は、有機性廃棄物をメタン発酵に適するように、粉砕処理するものである。バイオ

ガス利用プロセスの発電設備には、マイクロガスタービン発電か、燃料電池が適す

る。これらのいずれにするかは、初期投資額と環境負荷の大小を比較して決定する

ことになる。汚泥再資源化プロセスでは、メタン発酵プロセスで発生した汚泥を脱

水、コンポスト化する。 
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図 2.7 食品廃棄物の標準再資源化システム 
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第３章   マクロ環境分析 

 

3.1 マクロ環境分析の手順１）２）３）  

事業化を考える場合、まず、事業を取り巻く外部環境を知る必要がある。外部環

境はマクロ環境とミクロ環境に大別される。 

本章では、食品廃棄物を燃料とするバイオガス発電事業のマクロ環境を分析し、

事業に対する機会及び脅威を明らかにする。 

マクロ環境分析とは、当該事業や競合他社、顧客などには直接的、短期的には影

響は少ないが、中長期的に何らかのインパクトを与えると考えられる要因に関する

分析である。本研究では、国際情勢、社会の価値観、政治・経済・法律、技術の進

展、資源・エネルギー・環境問題など幅広い範囲にわたり、次の手順で実施した。 

① 外部環境要因の抽出 

 広範囲なマクロ環境の中で事業化にある程度関係する項目を決め、それぞれの項

目について主なトピックスを抽出する。 

 

② 要因ごとの変化動向の調査 

各要因について、書籍、新聞、雑誌等からデータを収集する。 

 

③ 事業化関連業界へのインパクトの考察 

 収集データをもとにマクロ環境が事業化を想定している業界にどのようなインパ

クトを与えるかを推測する。 

 

  最後に、「マクロ環境分析表」にマクロ環境分析の結果をまとめる。 

 

3.2 マクロ環境分析 

3.2.1 国際情勢 

１）全般 

IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change：気候変動に関する政府間パ

ネル）の第２次レポート４）では、BI シナリオ（BI：バイオマス促進）と NI シナリ

オ（NI：原子力促進）が示された。BI シナリオでは、2025 年には、１次供給エネル

ギーの 15％（＝72EJ/年）がバイオマスに依存し、NI シナリオでも 12％がバイオマ

スに依存することになっている。 
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２）地域・国別 

 欧州連合（ＥＵ）は、1997 年 12 月に「自然エネルギー利用行動計画」を発表して

2010 年までには自然エネルギーの割合を現在の６％から１２％まで増やすことを表

明し、中でもバイオマスに重点を置くことを明らかにしてきたが、2000 年９月には

これをさらに進めて、加盟 15 カ国は石油、石炭、天然ガスのように二酸化炭素を排

出せず、再生可能な自然エネルギーの消費を拡大するため新規制を導入することで

合意した５）。各国ごとに全消費量に占める自然エネルギーの割合を目標値として示

し、目標を達成できない国に制裁を科すというものである。詳細は今後詰める計画

であるが、表 3.1 は欧州委員会が作成した案である。 

表 3.1 EU 各国の代替エネルギー比率（％）５） 

加盟国 1997 年 2010 年 

オーストリア 73 78 

スウェーデン 49 60 

ポルトガル 39 46 

フィンランド 25 35 

スペイン 20 29 

イタリア 16 25 

フランス 15 21 

デンマーク 9 29 

ギリシャ 9 20 

ドイツ 5 13 

アイルランド 4 13 

オランダ 4 12 

ルクセンブルク 2 6 

イギリス 2 10 

ベルギー 1 6 

     （注）代替エネルギーは二酸化炭素を排出せずリサイクル可能資源で、原発 

      ではないもの。電力総生産量に占める割合。1997 年時点と 2010 年の目標案 

      （欧州委員会作成）   

   

 アメリカでは、1999 年 8 月に当時のクリントン大統領が 2010 年までにバイオマス

エネルギーの導入量を３倍に拡大し、それによって年間 20 億ドル分の収入創出と温

暖化ガス100 万トンの削減によりバイオエネルギーを強化する方針を打ち出した６）。 

 さらにこのような動きを受けて、2000 年 6 月にスペインのセルビアで欧州バイオ

マス会議とアメリカバイオマス会議が共催した第１回世界エネルギー・産業用バイ

オマス会議が開かれるなど、最近、欧米を中心にバイオマスを積極的に利用しよう
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という動きが活発になっている。 

 スウェーデンでは、重油、石炭などの化石燃料に CO2 税、硫黄税を賦課し、その他

非課税の木質系燃料のコストが化石燃料を下回り、木材を他の燃料源と併せて用い

る燃焼発電が推進されている７）。 

 フィンランドは現在でもバイオマス燃料のシェアが 15％と高いが（1994 年）、こ

れをさらに増やし、21 世紀初頭に総エネルギーの約 20％をバイオマスによるとの検

討を打ち出している８）。 

 ブラジルはサトウキビからエタノールを製造し、これを用いたガソリン－エタノ

ール混合燃料（「ガソホール」という）自動車、エタノール自動車が全国で 500 万台

駆動している９）10）。 

 

３）評価 

世界的には欧米を中心にして、地球温暖化防止の観点からバイオマスを積極的に

利用しようという動きが活発になっている。これは動きの鈍い日本にも大きな影響

を及ぼすと考えられる。有機性廃棄物(食品廃棄物も含む)のリサイクル事業にとっ

ては大きな「機会」になると捉えることができる。 

 

3.2.2 社会の価値観 

１）環境保全型企業が受け入れられる社会が実現しつつあること 

2000 年版環境白書では、環境保全に関する事業者の行動を決定する要素を「法的

な規制」と「市場」に分けて考察している。 

法的な規制に反すれば、事業者は違法行為として罰せられ、事前の環境配慮不足

のために引き起こされた環境汚染のために、莫大な汚染浄化費用や損害賠償金の負

担を強いられる。 

また、市場からは、環境への配慮が欠けていると、消費者からの批判、売上の減

少などの制裁を受けることになる。事業者は、こうした事態を招かないよう、環境

への負荷低減に努めることになる。現在、「グリーン購入（注）」と呼ばれている消費

者行動は、この市場の面からのアプローチであり、環境への配慮を欠いた事業者に

対する批判であると同時に、環境対策に積極的な事業者に対する支援であるといえ

る。平成10 年度に国立衛生研究所が行なった調査によれば、約 70％の消費者が積極

的なグリーン購入によって事業者を変えることができると考えている。 

このような環境保全に対する消費者の意識の高まりは、事業者の環境保全に対す
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る意識にも影響を与えており、平成 11 年度の調査では、上場企業、非上場企業とも

「環境への取組は社会貢献の一つである」と答えた割合が最も多く、続いて「環境

に対する取組は今後の業績を左右する重要な要素の一つとして取り組んでいる」、

「環境に関する取組を最も重要な戦略の一つとして位置付け事業活動に取り組んで

いる」の順になっており、事業者が環境保全に対する取組に大きなウェイトを置い

ていることを示している 11）。 

こうした状況から、環境保全に寄与するバイオマス発電事業は、社会的にも受け

入れられる素地ができたと考えることができる。 

 

（注）「グリーン購入」とは、市場に供給される製品・サービスの中から環境への負荷が少ないも

のを優先的に購入することによって、これらを供給する事業者の環境負荷低減への取組に影響

を与えていこうとする消費者一人一人の消費行動のことである。 

 

２）自然エネルギー推進に対する世論の支持が高まっていること 

1999 年 2 月に総理府が実施した世論調査によれば、地球温暖化を防止するための

エネルギー対策として。67％もの人が「新エネルギーの推進」を挙げている。その

一方、「原発推進」は 14％に過ぎなかった 12）。こうした世論が、風力、太陽光、バ

イオマス発電といった自然エネルギーによる発電を後押ししており、いまやるべき

は、原発につぎ込んでいる資金を自然エネルギー等の普及に振り替えることであろ

う。 

 

３）評価 

社会的にみても、バイオマスエネルギーへの期待感が高まっており、有機性廃棄

物のリサイクル事業にとっては「機会」になると考えられる。 

 

3.2.3 政治・経済・法律 

１）電力の自由化 

電力の自由化は抵抗しがたい潮の流れである。この流れをせき止めようとしても

無理である。2000 年 3 月 21 日から大口需要家に対する電力小売りが自由化された。

この自由化で一部の大口需要家は、営業地域以外の電力会社や一般企業から電力を

買うことができるようになった。対象となる需要家は20,000V 以上の電圧で受電し、

使用規模が 2,000kw 以上のもので、大工場やホテル、商業施設、病院、事務所ビル
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などが対象で、一般家庭など残りは従来どおり地域の電力会社から電気を買い、電

力会社も供給責任がある。この制度は 3 年後に見直される予定で、自由化が不十分

と判断されれば、さらに規制が緩和される。 

電力の自由化を全米に先駆けて進めてきたアメリカのカリフォルニア州では、

2001 年１月 17～18 日には百万戸規模の計画停電がサンフランシスコやシリコンバ

レーを中心に発生するなど未曾有の電力危機に襲われた。これは、今後、日本が自

由化を進める際の参考になる。佐波ら 13）は、カリフォルニア州の事例を踏まえて、

電力自由化とバイオマス発電などによる小規模発電について次のように分析してい

る。 

『従来は、火力・原子力発電所には、有意な「規模の経済」が働くため、大規模

な火力・原子力発電所が主要な電源とされてきた。しかし、このような大規模発電

所を建設するには、巨額の初期投資と少なくとも５年のリードタイム（環境影響評

価、着工、建設、運転開始までの時間）を要する。電力需要の堅調な伸びが確実視

される途上国では、大規模発電所の建設に伴うリスクはわずかだと見積もられる。

しかし、経済が成熟化した先進国では、将来の電力需要の不確実性ゆえの大規模発

電所への投資には大きなリスクが伴う。そのような先進国における長期的かつ安定

的な収入の見込めない自由化された電力市場では、事業者はこのようなリスクを伴

う投資を手控えることになるので、電力自由化が大規模発電所を建設する民間企業

のインセンティブを阻害することは確実である。そこでこの自由化を進めるには、

需要・供給者が、市場や価格に対して影響を及ぼし得ない程度に小規模であること

が必要であり、それを実現する方法は二つで、一つはマイクロガスタービン、燃料

電池など小規模分散型電源の普及を急ぐこと、もう一つは送電線網の整備・拡充に

よる電力供給市場の広域化である。特に、前者の小規模分散型電源は、初期投資が

相対的に安価であり、建設期間も極めて短く、燃料の選択肢が豊富である。しかも、

大気汚染物質の排出量の少なさ、起動後短時間での規定出力への到達、台数制御運

転による出力調整の容易さ、コジェネレーションへの利用可能など、望ましい特性、

とりわけ自由化された電力市場にふさわしい特性を数多く備えている。ただ、現状

では経済性の面で従来の発電システムに及ばないが、今後の技術開発や量産効果に

よって十分な経済性を確保すると期待されている。また、バイオマスなどの再生可

能な電源については、経済性におけるマイナス面を何らかの優遇策で補うことが必

要である。』 

以上のように電力自由化の観点からは、分散型発電に参入の機会が多くなり、有
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機性廃棄物を利用したバイオマス発電事業にとっては追い風になるものと期待され

る。 

 

２）グリーン電力制度 

グリーン電力制度は風力や太陽光など自然エネルギーで発電した電力と火力・原

子力などの電力とを区別し、消費者の環境保全意識や市場原理をテコに新エネルギ

ーの普及を目指すものである。同制度の導入は、1996 年スウェーデンで始まった。

その後、オランダ、ドイツ、アメリカのカリフォルニア州などに拡大しており、日

本でも具体的な取り組みがスタートしている。この背景にあるのは、地球温暖化対

策の強化と電力自由化の流れである。 

 1999 年 3 月、北海道生活クラブ生協は、北海道電力の協力を得て国内で初めて本

制度による「グリーンファンド」をスタートさせている。これは、北海道電力から

電力を購入した生協会員は、通常の電気料金に５％を加算して支払い、生協がこの

５％分を積み立てて運用し、将来、自前の風力発電所を建てるというものである 14）。 

また、東京電力は、1999 年 12 月、風力や太陽光など自然エネルギーの利用拡大を

求める消費者に電気料金を上乗せして徴収する「グリーン料金」を 2000 年 4 月から

導入することを明らかにしている。上乗せ幅は毎月 5～10％程度とする方向で、集ま

った資金は自然エネルギーを利用する発電設備などに投資するものである。グリー

ン料金は、欧米では取り入れる電力会社が急増しているといわれるが、日本では東

京電力が初めてである。これは自然エネルギーを求める消費者が増えていることに

対応したものである 15）。 

日本でこの仕組みを定着させるには、電力会社による情報開示や柔軟な料金設定

を認める規制緩和が必要であり、企業や消費者に環境保全コストを応分に負担する

という意識が根付くことが前提となる。しかし、徐々にこのような意識は育ってお

り、新エネルギーはコスト面で化石燃料や原子力に太刀打ちできないという常識は

崩れつつある。従って、風量や太陽光、それに有機性廃棄物を利用した発電事業に

とっては大きな機会になるものと考えられる。 

 

３）炭素税 

 2000 年版環境白書 11）は、日本の環境政策のあり方について次のように指摘してい

る。すなわち、『従来の環境政策は規制的手法が中心になっており、経済的手法は補

助金制度くらいしかなかった。しかし、今後は地球環境問題や化学物質公害などに
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対応していくためには、規制的手法と多様な経済的手法、企業との協定といった施

策の組み合わせ「ポリシーミックス」が必要になる。確かに従来主流であった規制

的手法は、汚染の発生源が特定されている場合には効果があった。しかし、二酸化

炭素の排出などのような小規模な発生源が多数存在する問題には効率的に対応でき

ない。』と述べている。そこで、経済的手法の一つとして注目されているのが地球温

暖化対策を狙った炭素税である。 

1997 年に採択された地球温暖化に関する京都議定書で、わが国は 2008～2010 年ま

での温室効果ガス（二酸化炭素など）の排出量を 1990 年当時点と比べ 6％削減する

ことを目標としている。環境省は、この目標達成のために数年前から経済的手法に

よる環境負荷の軽減方策の一つとして炭素税の導入に積極的な姿勢を示し、2002 年

度の税制改正での導入に意欲的である。また、政府の税制調査会も炭素税について

検討に着手しており、2002 年度の税制改正の答申には盛り込まれる可能性が高い 16）。   

産業界においても従来は反対の意向であったが、企業の価値を測る尺度に環境会

計など環境対応がクローズアップされている昨今の状況もあって、業界によっては

徐々に受入に向けた検討に入っているようである。こうした状況から炭素税導入の

可能性が強まってきたと考えられ、その結果、バイオマス、風力、太陽光発電など

の自然エネルギーは、脱化石エネルギーで環境適応型・需要直結型エネルギーとし

て政策的に推進されることになると思われる。 

炭素税は、二酸化炭素の放出が少ない技術にとっては、事業化の大きな機会であ

るととらえることができる。 

 

４）廃棄物関連法（食品リサイクル法等） 

  平成 12 年度の通常国会において循環型社会形成推進基本法（以下、基本法と略す）

をはじめ、各種の環境関連法が成立し、これで物質循環を促進する法体系がほぼ整

った（図 3.1 参照）。ここで、食品廃棄物のバイオガス発電事業に直接関係のあるのは

基本法と食品リサイクル法である。 

 基本法は、2000 年 6 月 2 日に公布され、同日から施行されている全条 32 条からなる

法律である。同法は、廃棄物・リサイクル対策に関わる基本的な枠組み法として、循環

型社会形成に向けた基本原則を定め、個別の法律の解釈・運用に指針を与えることで個

別法の中で行われてきた廃棄物・リサイクル対策を総合的・計画的に推進していこうと

するものである。同法の特徴として、次の 4 つを挙げることができる。 

① 循環型社会の定義づけをしたこと。 
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② 廃棄物処理の優先順位を「発生抑制（リデュース）」、「再利用（リユース）」、「再

生利用（リサイクル）」及び、「熱回収（サーマル、リサイクル）」の順に想定した

こと。 

③ 拡大生産者責任（EPR：extended producer responsibility）を想定したこと。 

④ 政府に「循環型社会形成推進計画の策定」を課したこと。 

 

 食品リサイクル法は、2000 年 6 月に制定され、2001 年 5 月から施行されている法律

であり、食品廃棄物リサイクル事業のより所となるものである。 

同法は、生ごみ減量、焼却による「ダイオキシンの発生抑制」、リサイクルによる

「飼料の輸入抑制」、「食品自給率の向上」などを狙ったものであり、外食産業、ホ

テル、デパート、スーパー、コンビニ及び食品メーカなどが排出する多量の生ごみ

や残飯類のリサイクルのために、大企業を対象として排出された食品ごみの一定量

を肥料、飼料、エネルギー資源などにすることを 5 年の猶予期間を経て 2006 年度か

ら義務付けている。同法によって各企業では廃棄物の再利用先の確保が必要となり、

ここにビジネスの機会が生まれる。 

 なお、食品リサイクル法が規定する用語や各主体の役割については第 4 章 4.2.1

項で述べる。 
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                    図 3.1  物質循環を促進する法体系 

 

５）自然エネルギー枠の設定、グリーン証書制度の導入検討 

経済産業省は、電力会社に「年間販売電力量の一定割合を風力、太陽光、バイオ

マスなどの自然エネルギーで発電された電力にすること」を義務づける制度の導入

を検討し始めている。 

現在、総発電量の 0.6％にとどまっている自然エネルギー発電の比率を 2010 年に

2％程度まで引き上げ、発電所立地が停滞する原子力発電の穴を少しでも埋めるのが

狙いである。その方法としては、政府が自然エネルギー発電実績の証明書を発行す

る制度（グリーン証書制度）を導入する案が有力で、義務枠を超えて発電した電力

会社は他社に証書を転売して費用を回収できる。自然エネルギーは発電コストの高

さが普及の障害になっているが、地理的条件を備えた電力会社に発電を集中してコ

ストの引き下げを目指す。同制度はアメリカのウィスコンシン州などで導入されて
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いる。この制度では、廃棄物発電や地熱発電も対象であるが、ダム開発に自然破壊

が伴いがちな水力発電は除かれる方向にある 17）。 

こうした制度の導入により、バイオマス発電の普及においてネックになっている

発電コストの高さが解消できると期待される。 

 

６）自然エネルギー発電促進法 18） 

 2000 年 4 月 24 日の議員連盟総会で、「自然エネルギー発電促進法」が「自然エネ

ルギー発電の促進に関する法律（仮称）大綱（案）」として採択された。この法案に

よれば、「自然エネルギー発電を促進するための措置を講ずることにより、枯渇しな

い資源の有効な利用及び温室効果ガスの排出の抑制による地球温暖化の防止を図り、

もって環境への負荷の少ない健全な経済の発展を図りながら持続的に発展すること

ができる社会を構築することに資することを目的とする」とされており、自然エネ

ルギー発電として、「太陽光発電」、「風力発電」、「小水力発電（小規模で、ダムを利

用しないもの）」および「バイオマス発電（農業、林業又は製材業において副産物又

は廃棄物として生ずるわら、家畜の排泄物、木くず等の全部又は大部分とする有機

物を燃料として利用して行なう発電をいう）などが対象になる。また、この法案で

は、電力会社に自然エネルギー発電による電力の買い取り義務は課さないものの、

買い取りに関して買い取り約款を定め、届け出ることになっている。また、電力会

社に自然エネルギーの発電供給促進計画を毎年作成することを課して届けさせ、達

成度合いについて報告することを求めている。 

本法案の成立により、バイオマス発電に対する追い風が一層強まるものと期待さ

れる。 

 

７）肥料取締法の改正 

  最近、肥料取締法が改正され、汚泥肥料が普通肥料となり、肥料成分保証と有害

成分に関する工程規格が定められたので、これをクリアしたものは、安心して使え

る肥料、堆肥としてリサイクルが進むと期待される。この点からもメタン発酵残渣

のコンポストの利用などにも期待が持てる。 

 

８）エコタウン事業 19） 

エコタウン事業は、地域における資源循環型社会の構築のために、1997 年度から

経済産業省などによって推進されているものである。これは、各地域のゼロ・エミ
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ッションの実現に向けた取組みに対し、事業費用の１/２を補助する支援制度である。

現在、いくつかの自治体が認可を受け具体的な事業を行っているが、高知市も長年

にわたり準備を進めてきた努力が実り、2001 年度に認可された。 

エコタウン事業のポイントは、地域の産業・技術を活かすということにある。従

って、本研究で対象としている食品廃棄物を使ったバイオガス発電事業も対象にな

る。 

 

3.2.4 技術 

 有機性廃棄物の活用技術は第 2 章において述べたように、すでに実用の段階にあ

る。特に、小規模発電技術の進展が著しい。これまで電力は、大規模集中化電源の

開発を中心に技術開発されてきた。しかし、燃料電池やマイクロガスタービンなど

の小規模電源が商業化されるに至り、様相が違ってきた。これらは、バイオマスな

ど、広く分散している自然エネルギーによる発電に適しており、これらはあい携え

てともに発展していくことが期待されている。 

マイクロガスタービンに関し、その技術開発の状況は第 2 章 2．3 項で述べたが、

アメリカの Capstone Turbine Corporation 社と Honeywell Power Systems 社の製品

は、2000 年 10 月に当時の通商産業省資源エネルギー庁が開いた火力発電設備の技術

適合評価委員会から適合品の評価を受けた。これにより国内の提携会社は、横須賀

市で Capstone Turbine Corporation 社製 28kw 機を稼動させ、国内初の商用運転と

なった 20）。今後、本格的な普及が期待されている。 

 

3.2.5 資源・エネルギー・環境問題 

長期的にみた日本の最終エネルギー消費量は現在も増え続けている（例えば、『エ

ネルギー・経済統計要覧』21）による）。ところが、表 3.2 に示すように一次エネルギ

ーの 80％以上を海外に依存し 22）、その大半は石油に依存するという主要先進国の中

で最も脆弱なエネルギー供給構造になっている。今後、日本が安定成長するために

は、この脆弱なエネルギー構造を打破することが必要であり、そのためには、特定

のエネルギー源に過度に依存しない各種エネルギー源の適切な組み合わせ、すなわ

ちエネルギー源のベストミックスによるエネルギーの安定供給を確保することが不

可欠である。特に、原子力が技術的にも立地においても厳しい状況におかれている

現状では、バイオマス、太陽光、風力など資源供給面からの制約が少なく、地球環

境問題の解決にもつながる自然エネルギーへの期待が大きくなってくることは間違
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いない。中でも有機性廃棄物のリサイクル利用は資源の有効活用の面からも望まれ

る。 

 

表 3.2 主要先進国におけるエネルギー供給構造の比較（1993 年）22） 

出典：OECD エネルギーバランス（1992～93 年） 

 

  また、坂井は、21 世紀のエネルギーの条件として次の 5 項目に整理し、この条件

に合うのはバイオマスを原料とするメタノール燃料であるとしている 23）。 

① 持続可能な恒久的エネルギー源であること 

② 地球環境を乱さないエネルギー源であること 

③ 生産量は世界人口に対して石油換算 1.5～2.5kl/人・年を供給できること 

④ 世界経済を破壊しないエネルギーコストであること 

⑤ 石油に代替できるエネルギー源であること 

 

 このように、広くバイオマスを活用する事業は、資源・エネルギー・環境問題の点 

からも今後大きな機会を持つと期待できる。 

 

3.3 マクロ環境分析結果のまとめ 

以上の分析の結果を表 3.3 にまとめた。定性的ではあるが、有機性廃棄物のエネ

ルギー資源としてのリサイクル事業にとって最近の外部環境の変化は、「脅威」より

「機会」になるものと捉えることができる。 

 また、第 19 章の 19.2 項において述べるように環境問題に対する企業の積極的な

取り組みや地方自治体による廃棄物処理軽減の要請なども当該事業にとっては有利

に作用するものと考えられる。 

 

 

 

国名 エネルギーの輸入依存度

（％） 

エネルギーの石油依存度

（％） 

石油の輸入依存度

（％） 

日本 81.7 55.9 99.7 

アメリカ 20.3 37.9 47.5 

ドイツ 55.7 40.2 97.2 

フランス 49.3 38.3 96.2 

イギリス ▲1.2 38.3 ▲23.9 
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表 3.3 マクロ環境分析表 

内 容 内 容

5 4 3 2 1 ［国際情勢］ 5 4 3 2 1

①地球環境問題

・自然破壊 ②エネルギー源

［政治・経済・法律］

・供給不安定 ①電力の自由化 ・分散型発電の導入

・環境保全コストの負担増
②グリーン電力制度の導
入（将来）

・自然エネルギーの普及

・環境保全コストの負担増 ③炭素税の導入（将来） ・自然エネルギーの普及

・環境保全コストの負担増 ④廃棄物関連法の整備
・有機性廃棄物のリサイクル
の進展

⑤自然エネルギー発電促
進法の制定（将来）

・自然エネルギー導入の下地
整備

 
・廃棄物のリサイクルの進展

⑥肥料取締法の改正
・有機性廃棄物のリサイクル
の進展

［社会］

国民の環境意識 ・環境保全意識の高まり

・自然エネルギーの普及

［技術］

①小型発電 ・分散型発電の普及

・送電ロスの防止

②廃棄物リサイクル
・有機性廃棄物からの効率的
なエネルギー回収

［資源・エネルギー］

エネルギー源の構成 ・エネルギー源の多様化

・欧米を中心にバイオマスの
利用を拡大し、炭酸ガスの放
出量削減の動き

・欧米ではエネルギー源とし
てバイオマスを積極的に活用

度 合度 合
環 境 要 因

脅威（マイナス） 機会（プラス）
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第４章   ミクロ環境分析 

 

4.1 業界の構造 

 ミクロ環境の分析に先立ち、業界の構造を特定する必要がある。本論文で対象と

する業界とは、食品リサイクル法に定める食品関連事業者（以下、「食品廃棄物供給

者」という）が排出する食品廃棄物をエネルギーとして回収する事業を行う者（以

下、発電事業者という。）を中心として、その直接的・間接的な競争業者（他の発電

事業者および飼料・肥料の製造業者）、顧客（食品廃棄物供給者、エネルギー利用者）、

サプライヤー（発電設備等の供給者）の集合をいう。 

 図 4.1 に業界の基本的な構造を示す。当該発電事業者は、食品廃棄物供給者（食

品加工業者、スーパー、ホテル等）から食品廃棄物と処理料金を受取り、所有する

発電設備を使って発電を行う。得られたエネルギー（電気及び熱）はそれらの利用

者に供給し、使用料金を受取ることで事業を営むとともに廃棄物問題、エネルギー

問題といった社会的な諸問題の解決を図る。ここで食品廃棄物の供給者とエネルギ

ー利用者は、まとめて顧客と呼ぶことができる｡当該発電事業者の競争業者としては、

他発電事業者と代替品の競争業者（飼料・肥料製造業者）がある。他発電事業者と

しては、食品廃棄物を原料とした同業のバイオガス発電業者と既存の電力会社等が

ある。電力会社等は、回収したエネルギーの供給において競合するが、本事業にお

ける回収エネルギー量が少なく既存の電力会社等と競合することはないと思われる

ので、ここでは競争業者から外すことにする。さらにサプライヤーとして発電設備、

飼料化設備、肥料化設備等、食品廃棄物処理設備の供給者がある｡ 
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図 4.1  業界の構造 

4.2 関連法規と補助金制度 

4.2.1 食品リサイクル法 

発電事業者が知っておかなければならないのは食品リサイクル法である。その概

要は、既に第 3 章 3.2.3 項で述べた。ここでは、同法が規定する用語と各主体の役

割について触れておく。 

１）食品リサイクル法で使用される用語 

（１）食品廃棄物（2 条 2 項） 

  ①食品が食用に供された後に、又は食用に供されずに廃棄されたもの 

  ②食品の製造、加工又は調理の過程において副次的に得られた物品のうち食用

に供することができないもの 

（２）食品循環資源（2 条 3 項） 

  食品廃棄物のうち有用なもの 

（３）食品関連業者（2 条 4 項） 

① 食品の製造、加工、卸売又は小売を業として行う者 

② 飲食店業その他食事の提供を伴う事業として政令で定めるものを行う者 

従って、食品関連業者は、図 4.1 の食品廃棄物供給者に相当する。 

料金 料金 
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飼料化設備 

肥料化設備 

＜代替品競争業者＞ 

 
飼料製造業者 

肥料製造業者 

エネルギー 食品廃棄物 

当該発電事業者 
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（４）再生利用（2 条 5 項） 

① 自ら又は他人に委託して食品循環資源を肥料、飼料その他政令(注)で定める製

品の原材料として利用すること 

② 食品循環資源を肥料、飼料その他前号の政令で定める製品の原材料として利

用するために譲渡すること 

(注)食品廃棄物からメタンを発酵させ、それを利用する本事業は政令で定められている。 

２）主体の役割 

 食品リサイクル法では、各主体の役割が明確にされている。表 4.1 にそれらをま

とめた｡ 

 発電事業者は、同表における登録再生利用事業者に該当する。登録再生利用事業

者は、再生利用事業の内容を明確にして主務大臣の登録を受けなければならない（第

10 条第 1 項）。また、登録再生利用事業者は再生利用事業を行なう場合は、再生利用

事業計画を作成して主務大臣の認定を受けなければならない（第 18 条第 1 項）。 

 

表 4.1  食品リサイクル法における各主体の役割１） 

区分 役割等 

消費者及び事業

者 

食品廃棄物の発生抑制に努めるとともに、食品循環資源の再生

利用等により得られた製品の使用等に努めるものとする。 

国 〔基本方針〕政令で再生利用等に関する基本方針を定めるもの

とする。 

① 再生利用等の促進の基本的方向 

② 再生利用等を実施すべき量に関する目標 

③ 再生利用等の促進のための措置に関する事項  等 

再生利用等を促進するための資金の確保等、研究開発の推進、

啓蒙活動等に努めるものとする。 

地方公共団体 区域内の再生利用等の促進に努めるものとする。 

食品関連事業者 ①食品の製造、加工、卸売又は小売を業として行う者 

        ②飲食店業その他食事の提供を事業として政令で定めるもの

を行う者 

登録再生利用事

業者 

肥料、飼料等の製造（特定肥飼料等）を行う者で、その事業場

について大臣の登録を受けた者 

認定事業者 食品関連事業者又はそれを構成員とする事業協同組合その他

の政令で定める法人で、登録再生利用事業者及び農林漁業者等

又はそれを構成員とする農業協同組合その他の政令で定める

法人と共同して、再生利用事業の実施及び特定飼料等の利用に

関する計画（再生利用事業計画）を作成し主務大臣の認定を受

けた者 
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4.2.2 補助金制度 

循環型社会を構築するには、従来からのいわゆる動脈産業に加えて静脈産業の積

極的な育成を図らねばならない。しかし、静脈産業で扱う多くのものは逆有償であ

り、それを市場メカニズムにのせるための一つの手段として補助金制度の活用があ

る（第 16 章参照）。現在、国や地方自治体では、廃棄物処理に関して各種の補助金

等の制度が整備されている。これまでに示されている制度の中で活用できるものは

「エコタウン事業法」関連の補助金である。その場合、事業費の１/２の補助が受け

られる。この他にも発電に燃料電池システムを採用する場合には、新エネルギー・

産業技術総合開発機構（NEDO）の補助も期待できる。 

 

4.3 ミクロ環境分析 

ミクロ環境分析は、顧客分析と競争業者分析からなる。 

4.3.1 顧客分析 

１）分析方法 

 本事業における顧客は、食品廃棄物供給者とエネルギーの利用者であるが、本事

業で想定している小規模発電設備では得られるエネルギー量は少なく、収集処理料

に比べて収益は少ない。従って、本事業における顧客分析の対象としては、食品廃

棄物供給者のみを想定してよい。以下では、この食品廃棄物供給者のみに焦点を当

てて分析する。分析は次の手順２）で既報データをもとに実施した｡ 

(1)セグメントの基準決定 

 ここでは、次の視点を基準としてセグメントを決定する。 

 ①食品リサイクル法の適用を受ける食品関連業者であること 

 ②食品廃棄物の発生量の多い業者であること 

③上の条件を満足する業者であって、特定の地域に限定されない業種であること

（ここでこの項目を加えたのは、特定地域に限定せず広く事業の展開を考えるか

らである） 

(2)顧客セグメンテーションの実施 

(3)セグメントに対する調査 

調査は次の観点から行う。 

①現状における廃棄物の発生量（市場規模）はどれ位か 

②現状はどんな方法で処理し、どれ位の処理料金をとっているか 

③市場の発展性はあるか 
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④顧客の関心はどこにあるか 

 

２）分析結果 

(1) セグメンテーションの実施結果 

食品リサイクル法の定める食品関連事業者（表 4.1 参照）で上記のセグメントの

基準に従うものは、全国で外食産業、ホテル、デパート、スーパー、コンビニ、食

品メーカなどの大手企業 2,000～3,000 社が対象になり、次のように選定した３）。 

・食品メーカー：1999 年 JF 年鑑の賛助会員名簿、その他から 126 社 

・ホテル：日本ホテル協会のホテル名簿から、100 以上の室数と併設レストラン席

の多いもの 132 店 

・外食産業：1999 年 JF 年鑑の正会員の中で、チェーン店が 100 店以上のもの 120

社 

・デパート：日本百貨店協会の会員名簿から、売場面積 1 万㎡以上のもの（本社・

本店をできるだけ選ぶ）合計 79 店。 

・スーパー：日本チェーンストア協会名簿、その他からチェーン店舗数の多いも

の 27 社。 

・ コンビニエンスストア：「日本のフランチャイズチェーン’98」（商業界）から直

営店および FC 店合計 100 店以上のもの 20 店（本店） 

 

本研究では、これらの企業を第 1 章図 1.2 の分類に従って次のようなセグメン

トに分けた。 

① 製造段階：食品メーカ 

② 流通段階：食料品販売者（デパート、スーパー、コンビニエンスストア等） 

③ 消費段階：食品調理業（ホテル、外食産業等） 

 

(2)市場規模と発展性 

 市場規模は食品廃棄物の発生量で測ることができる。既に第 1 部第 1 章 1.3.2 項

で述べたように、現状の技術でリサイクルの対象になる食品廃棄物は年間 940 万ｔ

発生しており、将来的にもこの程度の量が維持されると見込まれることから、市場

規模としてはこの程度が想定される。 
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(3) 食品廃棄物の処理法と処理料金 

第 1 章の表 1.4 でセグメントごとの処理法と処理料金について調査した結果を示

した。また、表 4.2 には全国の主要な自治体における収集処理料金を示す。これら

のデータからも、スーパーやデパートなどではリサイクルはほとんど行われておら

ず、もっぱら焼却処理に依存していることがうかがえる。一方、収集処理料金は 1

トン当たり 2,000 円から 50,000 円まで大きくばらついている。筆者が、高知市内の

スーパーに聴き取り調査したところでは1 トン当たり20,000 円位なら受入れられる

ということであった（注）。 

（注）現状は、食品関連事業者は高知市条例に従い、トン当たり 2,500 円支払って

いる（第 7 章参照）。 

 

表 4.2 主要都市の事業系一般廃棄物処理手数料４） 

 収集・処理料金 処理施設受入料金 

札幌市 ・許可業者：生ごみ 60 円/20L 

            その他 70 円/20L 

（上限 80 円/20L） 

・焼却 9 円/kg 

・飼料化 8 円/kg 

仙台市 ・許可業者収集：平均 1500 円/45L ・7 円/kg 

千葉市 ・許可業者収集：（上限 24 円/kg） ・14 円/kg 

東京都 23 区 ・市収集：25.8 円/kg（50kg/日以下の者） 

・許可業者収集：（上限 28．5 円/kg） 

・12.5 円/kg 

川崎市 ・市収集：14 円/kg ・7 円/kg 

横浜市 ・市収集：26 円/kg 

・許可業者収集：（上限 26 円/kg） 

・9．5 円/kg） 

名古屋市 ・市収集：30 円/kg（10kg/日以上） 

・市収集：25 円/kg（小規模 10kg/日以上） 

・許可業者収集：（上限 30 円/kg） 

・10 円/kg 

京都市 ・許可業者収集：（上限 700 円/100L） ・7 円/kg 

大阪市 ・市収集：24 円/kg・毎日 

・許可業者：（上限 24 円/kg） 

・2.9 円/kg（許可業

者） 

・5.8 円/kg（一般） 

神戸市 ・許可業者収集：（上限 17 円/kg） ・7 円/kg 

広島市  ・8.4 円/kg 

北九州市 ・許可業者収集：（上限 15 円/kg） ・4.5 円/kg 

福岡市 ・ 許可業者収集：（上限 157 円/50L） 

・ 許可業者収集：（上限 4250 円/2t 車の

1/4） 

・7 円/kg 

（参考） 

関東圏 

・許可業者：10～40 円/kg（施設受入料

金から推計） 

・0～30 円/kg 
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（４）顧客の関心 

食品関連事業者が、発電設備の導入に際し関心をもつ事項は次のように整理でき

る３）。 

 ①食品リサイクル法で、どの程度の量のリサイクルが義務づけられるか 

 ②処理負担が現状に比べてどれくらい増えるか 

 ③処理方法として発電、コンポスト化、その他の中でいずれにメリットがあるか 

 ④企業イメージとしていずれがよいか（環境経済的に） 

これらの中で、高知市のスーパーから聞き取り調査した結果によれば、②、③に

関心が高かった。このことはおそらくすべてのセグメントに共通することであろう。 

 

(5) 顧客分析のまとめ 

以上の顧客分析の結果、当該事業の主な顧客として食料品販売業、特に、スーパ

ー、デパートが考えられる。顧客の負担となる処理料金は 20,000 円/ｔ前後が妥当

なものと思われる。第13章の経済性評価では、この料金を標準料金として検討する。 

 

4.3.2 競争業者分析 

１）競争業者の特定 

本事業における競争業者は、次の二つのグループに分けられる。 

①インプット（発電燃料：食品廃棄物）に関する競争業者（図 4.1 の他発電事業

者と代替品競争業者） 

②アウトプット（電力）に関する競争業者（図 4.1 の他発電事業者） 

 

本事業は、既に第２章で述べたように、技術的に優れている鹿島プロセスを採用

しているので同業のバイオガス発電事業者との差別化が図れていると考えられる。

競争業者として考えなければならないのは、食品リサイクル法で指定されている「飼

料化」、「コンポスト化」及び「生分解性プラスチック等新素材の生成」の三つの事

業者である。この中で、「生分解性プラスチック等素材の生成」は、まだ技術が事業

化レベルに達していないので現時点では問題になることはないと思われる。結局、

本事業の競争業者として分析対象に取りあげなければならないのは、飼料化業者と

コンポスト化業者ということになる｡ 

次に、顧客セグメントごとに調査した結果からこれらの競争業者について考えて

みる。表 4.3 は顧客（食品廃棄物供給者）が廃棄物処理機の種類についてどのよう
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な要望を持っているか調査した結果をまとめたものである３)。 

 

表 4.3 今後導入したい生ごみ処理機（業務用：処理能力 10～500kg/日）３） 

 発
酵
分
解
式 

消
滅
式 

乾
燥
式 

炭
化
式 

メ
タ
ン
発
酵
式 

飼
料
式 

そ
の
他 

 

未
記
入 

合
計 

食品メーカ 6 5 2 4 0 7 0 5 29 

ホテル 1 2 4 1 0 1 1 8 18 食品調理業 

外食産業 2 2 2 1 0 1 1 4 13 

デパート 3 0 0 0 0 2 2 4 11 

スーパー 1 0 0 0 0 0 1 4 6 

食料品販売業 

コンビニ 2 1 0 0 0 2 0 2 7 

合計 15 10 8 6 0 13 5 27 84 

 

 表 4.3 で発酵分解式とは、生ごみを加熱・攪拌させて分解発酵を加速させ、コン

ポストを生成する方式である。これは最も広く利用されている技術であり、基材な

どの使用は不要である。長所は生ごみ、畜産廃棄物への適用が可能で、ランニング

コストが少ないということである。短所は１次発酵時に悪臭が発生すること、2 次発

酵に１～２ヶ月の長期間が必要であることなどである。 

 消滅式とは、生ごみを人工基材と共に加熱・発酵・分解させて、最終的に二酸化

炭素と水に分解する方式である。長所は最終的に処理すべき残渣量が少ないこと、

その残渣はコンポストにできることである。短所は発酵時の悪臭がひどいこと、人

工基材、発酵菌を使いコスト高になること、多量の処理では課題があることである。 

 乾燥式とは、生ごみを温風あるいは攪拌によって水分を蒸発させ、乾燥ごみにす

る方式である。長所は処理残渣量が少ないこと、残渣の焼却処理が可能なことであ

る。短所は乾燥時の悪臭がひどいこと、乾燥用のエネルギー消費が大きくなること

などである。 

 メタン発酵式とは、本研究で取り上げている方式であり、生ごみを加熱してメタ

ン発酵させ、生成メタンは発電の原料に、発酵残渣はコンポスト化するものである。

生ごみ、汚泥、畜産廃棄物などへ適用できる。短所は、設備投資額が他の方式に比

べて大きくなることである。この調査で、顧客に導入の希望がないのは、調査対象

とした顧客では処理量が少なく、①設備費が一層割高に感じられたということ、②

顧客セグメント 

処理機の種類 
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得られたメタンガスの有効な利用法が見出せなかったこと、によるものと考えられ

る。 

 炭化式とは、生ごみの乾燥化を進め、低温炭化によって炭化物にする方式である。

長所は生ごみの減容率が 1/30～1/100 と大きいことである。短所は炭化のためのエ

ネルギーが必用になること、悪臭処理が必要であること、生成炭化物の処理が必要

であることなどである。 

飼料式とは、廃棄物を飼料として再利用するものであるが、処理時の悪臭、製品

の需要などに問題がある。アンケートの結果に、飼料式が多いのはコンポストの処

理困難の風潮が流れているため、この方が製品の処分が容易であるためであろう。 

表 4.3 の結果からしても、競争業者として取り上げなければならないのは飼料化

とコンポスト化であると考えられる。 

 

そこで、以下では飼料製造業者と肥料製造業者に的を絞ってそれぞれの特徴を分

析する。 

 

２）飼料製造業の分析 

①日本の飼料の生産量３） 

日本の飼料の生産量は、 2,480 万ｔ（平成 9 年度）である。主な用途は鶏用 43.1％、

乳牛用・肉牛用 27.9％、養豚用 25.3％であり、全飼料中の 96.3％は配合飼料であ

る（残りは、混合飼料）。 

②飼料の原料構成３） 

飼料の原料面では、平成 9 年度の場合、「とうもろこし」が多く 45.4％を占め、

次いで「大豆油かす」13.7％、「こうりゃん」11.4％の順で、穀物系原料が全原料

の 62.1％を占めている。 

③飼料原料の輸入状況３） 

穀物原料のほとんどが輸入品である。平成 9 年度の場合、輸入比率は穀類：100％、

糟糠類：43％、植物油かす類：90％であり、総計でも約 83％が輸入品で占められ

ている。一方、動物性飼料も 84 万 t が使用されているが、その 90％は輸入品で、

国内生産量は約 8 万 t 程度である。 
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 以上述べたように飼料の原料はほとんど輸入されている。このような状況からい

えることは、大量に発生する食品廃棄物のリサイクル飼料が飼料市場に参入するこ

とは極めて難しいということである。 

食品廃棄物の中には、魚腸骨のように飼料として利用されているものもある５）が、

このような例は特定の廃棄物に限られ、雑多なものを含むスーパー等から出る廃棄

物には難しい。 

また、野菜くず、果実くず、残飯などを直接畜産用飼料にするルートは一部のデ

パート、ホテルなどで見られるものの、含水率が高く腐敗しやすい多量の食品廃棄

物を飼料化する技術は未開発である４）といわれる。 

以上の調査結果から総合的に考えて、飼料製造業がバイオガス発電事業の脅威に

なることはないと考えられる。 

 

３）肥料製造業の分析 

古来生ごみは貴重な有機物として土に還元されてきたが、1950 年代以降、化学肥

料の普及や焼却設備の整備により焼却・埋立処理が主流になってきた。しかし、近

年になって一般廃棄物の処理費用の増加による自治体の財政圧迫やダイオキシン問

題をはじめとする焼却処理への逆風などを背景に、食品廃棄物の肥料化が自治体、

企業、一般家庭で活発化している。 

それに合わせて肥料化装置の需要も増加し、さまざまなタイプの装置が開発され

ている。 

しかし、生ごみのコンポスト化は容易ではない。日本の食料自給率は 42％で、堆

肥を使用する農地や農業人口は激減しており、肥料の需要に問題のあることが指摘

されている５)。 

また、肥料化には次の問題点も指摘されている６）。廃棄物中に含まれる塩分が肥料

に再生される過程で濃縮され、肥料として多量に使用されると土壌を汚染する「塩

害」となる。塩類が土壌に蓄積すると農作物の生育を阻害し、さらに蓄積が進むと

砂漠化の危険があると指摘されている。従って、肥料化を行うには、このような点

を考慮することが必要である。なお、メタン発酵残渣は有効な肥料成分を含んでい

るため肥料に適し、残渣からは塩分が除去されているので塩害の懸念はない。 

また、処理能力が 500kg/日以下の小規模装置を使った肥料の製造はいろいろ行わ

れているが、少なくとも数トン/日規模で処理する場合には次のような問題点をクリ

アしなければならない。 
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① 収集コスト、施設コストを考えて事業としての採算がとれるか 

② 臭気対策が十分にとれるか 

しかし、一般的にはこのような問題への対応は極めて難しいと考えられる。 

 

以上述べたような状況から、肥料製造業が本事業の脅威になることはないと判断され

る。 

 

 

参考文献 

1) 食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律、2001 年 5 月施行 

2) David A. Aaker ,Strategic Market Management ,Jhon Wiley & Sons,Inc.,New 

York ,U.S.A.(1984)（野中郁次郎、他訳、『戦略市場経営』、ダイヤモンド社、

pp.73-80、1997） 

3) シーエムシー、食品廃棄物処理の実態と生ごみ処理器の展望、2000 

4) 廃棄物新聞、2000 年 7 月 10 日記事 

5) 生物系廃棄物リサイクル研究会、生物系廃棄物のリサイクルの現状と課題、1999 

6) 日刊工業新聞、2000 年 2 月 24 日記事 
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第５章   事業化推進戦略 

 

5.1 業界における事業成功の要因 

業界における『業成功の要因（KFS：Key Factors For Success）』、すなわち、食品

廃棄物のリサイクル事業を行う上で、この機能を押さえておけば業界で優位に立てる

とか､この技術さえ開発できれば高収益が得られるといった、事業の成否を握るポイン

トを整理する。 

 

１）既存の食品廃棄物処理設備に対する顧客の不満 

 顧客が、既存の食品廃棄物処理設備（肥料化装置）に対してどのような点に不満を

感じているのか、既報のデータ１）を第 4 章でのべたセグメンテーションに従って整理

する。これは、顧客のもつ不満点が、その業界における KFS を示唆していると考える

からである。 

(1) 小規模装置（処理能力 10～500kg/日） 

 表 5.1 は、顧客が現在導入している生ごみ処理機（肥料化装置）のどのような点を

問題であると感じているのか、まとめたものである。 

表 5.1 現在の生ごみ処理機の問題点（注） 

 

 

顧客区分 

価
格 

ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト 

設
置
ス
ペ
ー
ス 

発
生
臭
気 

機
器
の
使
い
方 

生
成
品
の
処
分 

故
障
時
の
メ
ー
カ
の
対
応 

生
ご
み
の
前
処
理 

そ
の
他 

未
記
入 

合
計 

食品メーカ 9 6 3 8 2 9 0 2 0 4 43 

ホテル 11 10 7 6 2 6 1 5 0 3 51 食品調理

業 外食産業 7 4 6 5 2 4 4 2 1 4 39 

デパート 4 2 2 4 0 7 2 2 0 3 26 

スーパー 2 3 3 3 0 0 2 1 1 2 17 

食品販売

業 

コンビニ 3 1 0 0 0 3 0 0 0 1 8 

合計 36 26 21 26 6 29 9 12 2 17 184 

   （注）本表は参考文献１）をもとに筆者が作成したものである。 

 



 83

 表 5.1 に示されるように、現状の装置における問題点は、「価格」、「生成品の処分」、

「ランニングコスト」、「発生臭気」、「設置スペース」の上位の五つ（全体の 75％を占

める）に集約される。この結果から、これらの五つが装置の導入において顧客が重要

と考える因子であるといえる。なお、この中で、「生成品の処分」が多いということは、

肥料の処分に困っているということをあらわしている１）。肥料の場合、生ごみの状態

でどれだけ分別が徹底しているかにその品質がかかっているといわれており、これら

の結果からも肥料化はリスクの大きい選択であるといえ、第 4 章で述べたような肥料

製造業者に対する評価は妥当なものである。 

 

(2)大規模施設（処理能力 10～100 トン/日） 

大規模な肥料化施設の多くは、地方自治体あるいは肥料製造業者を対象にしている。

処理廃棄物としては、一般家庭の厨芥ごみ、下水汚泥、し尿汚泥、畜産廃棄物まで広

範なものを対象としているが、製造された肥料の品質に問題があるといわれ良好に稼

動しているものは少ないようである。 

大規模肥料化施設では、広い敷地が必要であり、攪拌等に要する電力も多量になる

といわれる。10～20 トン/日程度の生ごみ類の処理でも、3,000～4,000 ㎡程度の敷地

が必要で、建設費も 5～10 億円と推定されている。 

1～100 トン/日程度の大規模肥料化設備になると、小型の肥料化装置とは異なり次の

ような問題があることも指摘されている。 

① 設置場所の確保が問題である。生ごみ収集車の頻繁な出入り、悪臭発生が問題

視されて、住民の反対運動につながりやすい。 

② 行政と住民の協力が必要である。 

③ 製造した肥料の販売あるいは処理のルートが確保されていることが必要である。 

 

２）事業の収益に影響を及ぼす因子 

食品廃棄物のバイオガス発電事業は、「食品廃棄物の収集」→「製造（発電）」→「製

品（電気）の販売」といった一連のプロセスからなる。このプロセスのどの段階で価

値が付加されるか明らかにすることは、成功の鍵（KFS）を把握する上で重要である。

表 5.2 では、このプロセスの流れに従って、１）項で述べた顧客が問題視する事項を

含む事業化に重要と考えられる項目を取り上げ、エネルギー化、飼料化及び肥料化の

特徴を比較した。同表よりエネルギー化は、設備費は大きいが、用地、運転費は少な

く、環境負荷も小さい。また、回収物の販売においても問題はない。飼料化、肥料化
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はこの逆になる。事業化にあたっては、それぞれの長所を生かし、欠点をいかに補う

かということが重要となる。 

 

表 5.2  食品廃棄物のリサイクル方法の比較 

顧客の要求内容 プロセスの

流れ 

条件項目 

エネルギー化 飼料化 肥料化 

収集量 多く、安定的に 多く、安定的に 多く、安定的に 

品質 食品廃棄物であればよ

い。異物不可。 

用途に応じて特定のも

のに限定される。 

食品廃棄物であれば

よい。異物不可。 

廃棄物の収

集 

価格 極力高価格で収集 極力高価格で収集 極力高価格で収集 

設備費 最も大きい 中間 最も小さい 

用地 最も少なくてよい 中間 広大な土地が必要 

運転費 最も少ない 

（エネルギーは自給） 

最も大きい 中間 

保守費 中間（発電設備による） 大きい 小さい 

製造 

環境負荷 小さい 非常に大きい 非常に大きい 

販売量 処理量に依存 処理量に依存 処理量に依存 

品質 問題なし（ただし、処理

量が安定していること） 

厳しい要求が課せられ

る 

厳しい要求が課せら

れる 

価格 現行法のもとでは低く抑

えられる 

用途によっては高価格

で販売できる 

安い 

製品の販売 

 

 

 

需要 限定されない 

 

限定される 限定される 

 

 

３）事業成功の要因 

 １）項の分析結果から、業界の KFS は重要度の高いものから順に次のように推定さ

れる。 

 ①初期投資額（設備費、用地代） 

 ②製品品質 

 ③製品需要 

④環境負荷（悪臭対策の要否） 
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⑤ランニングコスト 

⑥保守費 

 

5.2 バイオガス発電事業の自己分析結果 

 表 5.2 の比較をもとに、バイオガス発電事業が肥料製造業や飼料製造業に対し、KFS

に関してどのような利点を有するのか定性的に分析した。図 5.1 にその結果を示す。 

図 5.1 KFS に関する競争業者間の比較 

 

この結果から明らかなようにバイオガス化発電事業は、飼料製造業者や肥料製造業

者に比べて設備費が高く初期投資の負担が大きいが、事業に要する用地代が少ないこ

と、製品である電力には品質や需要面でほとんど問題がないこと、環境負荷が小さい

ことなど他の点では圧倒的に有利である。ランニングコストについても、バイオガス

化発電事業では自設備で必要とする電気は自設備で賄うことができることを考慮すれ

ば利点が大きい。 

 

5.3 事業化推進戦略 

事業化戦略の策定に当たっては、本事業が競争する事業領域で持続的な競争優位を

設備費 ○ □ △

用地代 △ □ ○

製品品質 □△ ○

製品需要 △ □ ○

環境負荷 □△ ○

ランニング
コスト □ △ ○

保守費 ○ □ △

弱い 強い

競争業者の強み／弱み

KF
S  

小
 ←

  
重
要
度
 →

 大

○ バイオガス発電業者

□ 飼料製造業者

△ 肥料製造業者
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開発すること、あるいは競争業者の持続的な競争優位を避けたり打ち消すことが基本

となる２）。こうした考え方のもとに、図 5.1 の結果を咀嚼し、事業を展開するための

基本戦略は次のようにまとめられる。 

バイオガス発電事業は、飼料化事業、コンポスト化事業に対しては、用地代、製品

品質、製品需要、環境負荷及びランニングコストの点で優位性をもつ。すなわち､設備

の設置面積が少なくてすみ、製品である電気の使い勝手がよく、品質や需要の面で問

題がなく、悪臭の問題が最も少ないことは大きな利点である。一方、設備費、保守費

の点では逆に優位性がない。従って、バイオガス発電事業は優位性のある用地、製品

品質、製品需要、環境負荷及びランニングコストの面では一層の差別化を進め、設備

費、保守費においてはコスト低減戦略をとることが基本となる。 

特に、最重要因子である設備費が高いという弱みを克服するには徹底的なコスト低

減化戦略をとることが不可欠である｡そのためには、次の①～③を徹底させることと、

国や自治体の補助金制度の積極的な活用が必要となる。 

① 立地 

 当該事業の公共性という点から考えても自治体等の所有する土地を活用すること

である｡ 

② 保守 

バイオガス化発電の事業会社が、専任の保守スタッフをおくとか、あるいは保守

業務を外部に委託すればコストアップの要因になる。そこで、地域で機械製造など

を営む企業が自社の業務拡大の一環として本事業に進出し、自社の抱える要員で保

守を含め運転業務全般を行うとすれば、本事業にかかる人件費の削減が可能となる。 

① 設備 

  極力既存の施設を利用することとなどにより初期投資額を抑えることである。 

 

以上の基本戦略は、第 2 部以降で具体化される。 

 

 

参考文献 

１）シーエムシー、食品廃棄物処理の実態と生ごみ処理機器の展望、pp.63-105、2000 

２）David A. Aaker, Strategic market management（野中郁次郎、他訳、戦略市場経営、

ダイヤモンド社、p.310、1997） 
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第２部   事業化推進策の展開 

 

第 2 部では、第 1 部で述べた事業化推進戦略を具体的に展開するための方策につ

いて検討する。初めに方針を述べ（第 6 章）、環境ビジネスの地域の産業振興に対

し期待される効果（第 7 章）を示す。次に事業化想定地域でのマーケッティング調

査の考え方（第 8 章）、事業主体となる企業の紹介（第 9 章）を行い、最後に事業

のスキームについて検討する（第 10 章）。 

 

 

第６章   事業化推進方針 
 

食品廃棄物を利用したバイオガス発電事業を起業するに先立ち、まず、明らか

にすべきは、どこで（事業地域）、誰が（事業主体）、どのような方法で事業を行

うのか、また、その事業にはどのようなリスクがあり、それにいかに対処するの

か、といった点を明確にしなければならない。本章では、まず、こうした事項に

対する基本的な考え方を述べ、次章以下で個別に検討する。 

 

１）事業地域  

廃棄物のリサイクルは、地域社会での取り組みが基本である。その方が全国規

模よりもはるかに実効性があり､地域特性が活かされるからである１）。地域から

排出された廃棄物は地域で回収し、リサイクルし、地域へ戻していく地域対応が

基本であり、それが一番効果的で的確な取り組みができる｡ 

従って、事業地域としては廃棄物が比較的集めやすく、リサイクル製品の有効

な活用が期待できる地方都市が適するものと考えられる。本研究では、地方都市

の代表として高知市を想定する。 

 

２）事業主体  

地域で取り組むためには地域の企業が主体にならなければならない。しかも、

食品廃棄物は少量分散して排出されるので、その対応は小規模になり、中小企業

が適する。事業主体になるべき中小企業の適格条件として次のような事項があげ

られる。 
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①企業としての環境活動への取り組み姿勢が「機会追求型」であること（注：こ

の点については第 9 章で詳しく述べる） 

②機械・電気設備の設計・製造・運転・保守などに経験を有すること｡ 

筆者の所属する企業は、これらの条件を満たす。そこで、本事業は、筆者の所

属する企業が事業主体（スポンサー）となり、新たに事業会社を設立して実施す

るものとする。 

 

３）事業の進め方  

第 1 部第 5 章で示した事業化戦略に従い進める。具体的には次のような方針

で実施する。  

① 敷地は地方自治体の所有する土地を借用する。 

② 廃液処理設備には、既存の設備（例：し尿処理場）を有効に使う。  

③ 事業会社の社員は事業主体の社員が兼務し、事業会社が雇用するのは作業者

のみとする。特に、これを実行するためには、前記の事業主体の適格条件②

が重要性をもつ。  

④ 国の補助金を活用する（例：エコタウン事業）。 

 

４）予想されるリスクと対処法  

環境ビジネスほど不確実性の高い事業環境下で戦略構築を迫られるビジネス

はないといわれる。食品廃棄物のリサイクル事業環境の変動要因として、既に第

１部の第 1 章～第 4 章で述べたような廃棄物の発生量、競合技術、マクロ環境

（社会の価値観、法規制など）、ミクロ環境（顧客の動向、競合事業の動向など）

があげられるが、その他に、リスクとして考慮すべきものにステークホルダー(地

方自治体、既存の廃棄物回収・処理業者、リサイクル品の利用者など)への対応

がある。中でも問題になるのは次の２者である｡ 

① 既存の収集処理業者 

② 施設設置地域周辺の住民 

これらの２者への対応は、事業主体や事業会社のみでは対応できない。公共性

が強く、現状では地方公共団体が対応しているものであり、本事業においても地

方公共団体主導で進める必要がある。また、この種の対応は時間のかかることが

多いので、この点も事業化に当たり考慮に入れておかなければならない。 
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参考文献 

１）エコビジネスネットワーク編、地球環境ビジネス、産学社、p.176、1999 
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第７章   地域の産業振興 
 

１）地域の産業振興の方向 

一般に、地域の産業振興には、大きく二つの方向があるといわれる１）。一つは企

業誘致型といわれるものである。これは地域外からの資本や原料の投入を待って､

地域内の労働力の利・活用によってその地域の活性化を狙うものである。他の一

つは地域産業型といわれるものであり、地域内の資源（労働力、資本、生産物）

の利・活用によって地域の振興をはかる原動力にしようとするものである｡ 

最近の産業構造の転換と日本経済の国際化は、企業城下町の著しい落ち込みに

みられるように企業誘致型を破綻させ、逆に地域産業型を基調とした内発型発展

に転換することを求めている。今後、地域の産業振興は、ますますこの傾向を強

めるものと思われる。 

高知県においても、企業誘致のみに依存した地域経済の発展は困難となってい

る。また、わが国の慢性的な財政の悪化により、公共投資の増大に多くの期待を

もてない現状では、国からの外部資源のみに地域経済の基礎を置けなくなってい

る。こうして高知県では、県内の経済発展のためには地域に現存する経済資源を

結集して新たな産業を創出し、内発的・自立的な発展に切り替えていかなければ

ならない状況にある。 

 

２）高知県内の機械産業の現状 

事業主体の所属する一般機械産業の現状について次の点が指摘されている２）。 

① 一般機械産業の全産業に占める生産額構成比を全国と高知県で比較した結果

によると、高知県の一般機械産業の地域経済に占める割合は平均全国よりも小

さい。しかし、製造業の脆弱な高知県にあっては、一般機械産業は重要な役割

を課せられた分野である。 

② 一般機械産業は、需要構造の面からは、企業間の生産活動において原材料とし

て取引される中間財を供給する部門ではなく、設備投資などのような最終需要

（最終財）として取引される最終需要産業と位置づけられる。建設業などはこ

の傾向が顕著な産業部門である。最終需要的産業の地域連関的な特徴は、当該

部門が他の産業部門から需要発注をほとんど受けないため、当該部門の最終需

要の増加は高次の中間需要派生を生み出さない点にある。つまり、このような

部門に連なる形で産業構造が形成されている場合は、当該部門に継続した最終
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需要の増加が発生しなければ、地域経済は停滞する可能性が大きい。 

 

以上の指摘から考えても、高知県内産業が現在の停滞から脱して内発的・自発

的な発展をするには、地域経済において重要な役割をもつ一般機械産業が従来の

ような最終需要産業の範疇にとどまるのではなく、中間需要派生を生み出す産業

に脱皮していかなければならない。 

 

３）一般機械産業の振興とバイオガス発電事業 

一般機械産業が発展していくためには、それを構成する個々の企業がそれぞれ

に蓄積してきた技術をベースに中間需要派生を生み出す企業へ変貌するしかない。

幸いにも筆者の所属する企業は、小規模ながらも機械分野において開発・設計、

製造、運転・保守など多岐にわたる技術を蓄積してきており、これを活用してバ

イオガス発電のような事業への進出が可能である。 

一方、県内の中核都市である高知市では、国の循環型社会構築に向けた諸施策を

受けて、「高知市総合計画 1990」の第四次実施計画において環境に配慮したまちづく

りを最重点課題として位置づけ、特に廃棄物分野においては、減量化・リサイクルの

推進と共に産業廃棄物のダイオキシン対策とゼロエミッション化に取り組んでおり、

循環型社会経済システムの構築に向けての施策の強化を図っている。また廃棄物を中

心とした物質循環の従来の担い手であった公共主体に代わって、近年の潮流としては

民間事業体にこのようなビジネスへの参加を求めている。 

このような高知県内の状況の中で、筆者の所属する企業が、高知市が収集して焼却

処理している食品廃棄物を高知市に代わって有効利用するバイオガス発電事業に進出

することは、地域の産業振興の期待に応え得るものである。  

 

４）バイオガス発電事業による地方財政負担の軽減 

高知市においては、バイオガス発電事業を起業することは、産業振興の面だけでな

く逼迫する廃棄物処理財政との関係においても重要な意味をもつ。廃棄物処理に重点

をおいた現行の法体系のもとでは、全国のどの都市においても廃棄物処理は財政の大

きな負担になっている。高知市の場合、清掃費は年々増え続け、一般会計に占めるそ

の割合は平成 11 年度には 9.6％に達しており３）、確実に財政負担が増大している。収

集処理コストについてみると、生ゴミの場合は 24,500 円/ｔと算出されている３）（注：

これに焼却炉の建設コスト 17,800 円/ｔ（高知市の資料をもとに筆者が推定）と埋立
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コストを加算すると 42,530 円/ｔとなる：第 15 章の表 15.1 参照）。これに対し、高知

市は排出業者からは１トン当たり 2,500 円しか徴収していない４）。差額は高知市が補

填しているのが実態であり、財政負担が大きくなっているのも当然といえよう。  

 

５）食品廃棄物を利用したバイオガス発電事業と地域の産業振興 

上述のように、高知県では地域内資源を活用した産業の振興と廃棄物処理に伴う財

政負担の軽減が大きな課題である。食品廃棄物は、地域内の有用な資源と考えられ、

これを活かした産業であるバイオガス発電事業は、こうした自治体の要望にそった地

域の産業振興に貢献し得る。  

地域での環境ビジネスの創出は、地域の産業活動全体を活性化し、循環配慮型への

地域産業構造の変革につながっていくと考えられる。  

 

 

参考文献 

１）竹中久二雄、岡部守、白石正彦、地域産業の振興と経済、pp .167-169、1995 

２）四銀経営研究所、地域企業の発展分析、p .18、1996 

３）高知市環境部、清掃事業概要（平成 12 年度）、pp .16-17、2001  

４）高知市廃棄物の原料及び適正処理等に関する条例 第 11 条別表 3 
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第８章  マーケティング調査 

 

8.1マーケティング調査の基本的な考え方 

 本論文の随所でマーケティング調査の結果を引用した。ここでは､本研究における

マーケティング調査の基本的な考え方を述べる。 

１）調査の対象 

食品廃棄物を含む有機性廃棄物を利用したバイオガス発電のマーケットとしては、

これらの廃棄物の発生事業者とリサイクル製品であるエネルギーの利用業者の二つ

である。既に述べたようにエネルギーの利用者については、得られる電気について

は全く需要面での懸念がないことからあらためてマーケティング調査を行う必要性

は低い。これに対し、廃棄物の発生側はバイオガス発電事業を成否の鍵を握ってお

り調査が欠かせない。そこで、本研究では廃棄物の発生業者を対象としたマーケテ

ィング調査を実施した。 

 

２）調査の方法 

 調査は、主に次の方法によった｡ 

①既報データの調査 

調査資料：国・地方自治体の各種公表資料、民間による調査資料、新聞等 

②筆者による直接調査 

調査方法：筆者が地方自治体（高知市）の協力のもとに実施したアンケート調

査及び筆者が単独で実施した聞き取り調査 

 

３）調査の要領と結果 

 調査は次の要領で実施した。 

(1)食品廃棄物供給者のセグメンテーション：考え方と結果は第 4 章 4.3.1 項に示

した。 

(2)調査地域の選定 

① 全国的な調査 

② セグメントごとの調査 

③ 事業化地域における調査 

(3)調査項目 

バイオガス発電事業において、事業の経済性に最も影響するのは、食品廃棄物の 
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  発生量と収集処理料である｡従って、この二つの項目を調査に選んだ。 

① 発生量：結果は第 1 章 1.3.2 項に示した。 

② 収集処理料：結果は第 1 章の表 1.4 及び第４章の 4.3.1 項に示した。 

 

8.2 魚市場に対する調査結果 

第１章の表 1.6 に、水産廃棄物（魚腸骨）について筆者が調査した結果を示した。

この調査時点では、この水産廃棄物についてはエネルギー資源としての利用の可能

性は小さいと判断したが、その後の状況の変化により、エネルギー資源としての利

用が有望になってきたので、ここに追調査した結果を含めて詳細を示す。なお、第 9

章の 9.3 項で取り上げるプロジェクト 2 は、この魚腸骨を対象としたものである。 

現在、魚腸骨は高知県内の既存の魚さい加工公社で飼料化されているが、同公社

は地元との協定で平成 15 年度に操業停止することになっている。それに代わる飼料

施設は悪臭に対する住民の反対で断念せざるを得ない状況になっており１）、こうし

た問題のないバイオガス発電が有望な方法として考慮の対象になっている。 

表 8.1 は高知県中央部での魚腸骨の発生量を示す２）。これによると平成 12 年 4 月

～平成 13 年 3 月の 1 年間の実績では 7,715ｔであり、1 日当たり 20ｔ以上が安定的

に発生する。さらにこの発生元を辿れば、その 60％は高知市内の弘化台魚市場から

発生する。従って、同魚市場からの魚腸骨発生量は、約 12ｔ/日と推定され、これが

本事業の対象になる。 

表 8.1 高知県中央部における魚腸骨発生量（注）     (単位：t) 

年 2000 2001 

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

合計 

発生量 607 715 659 668 689 656 738 681 727 468 505 603 7,715 

（注）本表は参考文献２）をもとに筆者が作成した。 

 

        

参考文献 

１）高知新聞、2001 年 9 月 15 日記事 

２）高知市資料 
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第９章   事業主体 

 

9.1 事業主体の条件 

第 6 章で事業主体の適格条件を示し、筆者の所属する企業がその条件を満たすこと

を述べた。その際、条件の一つに「機会追求型」であることを挙げた。ここでは、ま

ずこのことについて考える。 

平成 11 年版環境白書は、企業の環境活動への取り組み姿勢を次の四つにパターン化

している１）。 

① 規制対応型：各種の法規制に対応するために、受動的な形で環境保全に関する取り

組みを行うもの。 

② 予防的対応型：環境対策を事業活動のリスク対応として認識し、社内の環境管理体

制の整備を行い、予防的な取り組みを行うもの。 

③ 機会追求型：環境保全を経営戦略又はビジネスチャンスと捉え、環境ビジネスを展

開したり、より環境負荷の少ない製品の展開を図っていくもの。 

④ 持続発展型：環境保全は企業の社会的責任であり、持続可能な企業経営のために不

可欠なことであると捉え、事業活動全体における環境負荷の削減を図っていくもの。 

さらに、同白書は、以上のパターンの中で①、②については、公害対策や自然保護

のなどの見地からこれまでにも多くの企業によって行われてきたが、今後は③、④が

相互に結びつき企業経営の不可欠な柱になってくると述べ、とりわけ③は環境負荷を

低減するための設備投資、廃棄物の再資源化、未利用エネルギーの活用など、新たな

環境ビジネス市場の新規開拓に連なり、地域の中小企業とっては重要であるといって

いる。 

こうした点からも明らかなように、事業主体となるには環境保全を経営戦略に据え

るか、またはそれをビジネスチャンスと捉える社風であることが欠かせない。以下、

事業主体の適格性について具体的に検討する。 

 

9.2 事業主体の経営資源 

本事業は、従来の食品廃棄物処理の担い手であった地方自治体に代わって、民間企

業がリサイクル事業化して、従来の処理が抱えていた社会的な諸問題の解決を図るも

のである。そこで、民間企業の中で事業主体となる筆者の所属企業（以下、Ｋ社とい

う）の事業領域、経営戦略、経営資源について述べ、事業主体としての適格性の証と

する。 
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１）事業領域 

図 9.1 にＫ社の事業領域を示す。同社は、一般産業機械の開発・設計、加工、組立、

据付・サービスを一貫として手がけ、小規模ながらも全国的な市場を視野に入れた事

業の展開を図っている。最近は、事業環境の変化に対応して、長年にわたり蓄積して

きた技術をもとに環境分野への進出を図ると共に中国を中心とした海外との取引の強

化など､従来の事業領域にとらわれない積極的な事業展開を行っている。また、大企業

に比べて劣る経営資源を補うため国内企業との業務提携を積極的に進め、大学等の研

究機関とは共同研究を行うなどして連携を深めている。 

 

 

図 9.1 K 社の事業領域 

 

２）経営戦略 

図 9.2 にＫ社の経営戦略の概要を示す。同社は、従来、主力としてきた建設機械分

野の長期低迷のため、将来有望な環境分野に自社の蓄積技術をもとに参入し、事業の

多角化を進める戦略をとっている。特に，今後は機械単独ではなく、プラントの受注

 

基本技術 

開発・設計

加 工

組 立

据付サ

ービス 

OEM 

工 事 機械加工

自社製品

他企業 

研究機関 

共同研究 

業務提携 

環境 
事業 



 97

を目指し運転開始後の保守業務など継続的に安定した収益の期待される分野に力を入

れており、食品廃棄物を利用したバイオガス発電事業もその一つである。本発電事業

は、公共性の強い環境事業であり、高収益にはなりにくいと考えられるが、経営効率

を徹底的に追及することにより現行の社会経済システムの枠組みの中でも確実に収益

が上がり、安定した事業の構築が期待できる。 

 

図 9.2 K 社の経営戦略 

 

３）経営資源 

Ｋ社は財務面では健全である。その他においても、図 9.1 に示す既存の事業領域に

おいてＫ社を中心とした同業者のグループが形成されており、環境事業を拡大する上

で、障害になるものはない。ただ、今回のバイオガス発電の中核技術となるメタン発

酵のような化学プロセスには弱く、この面では外部の協力を必要とする。 

 

 

 

 

 ＜現事業領域＞ 

① ＯＥＭ生産 

② 自社製品 

③ 機械加工 

④建設工事 

＜経営目標＞ 

○環境事業：倍増（３年間） 

○…… 

＜業界動向＞ 

①建設業界長期低迷（脅威）

②環境分野好調（機会） 

③製品の低価格化（脅威） 

＜自社分析＞ 

１． 強み 

① 設計、製作、工事の一貫対応

可 

② 環境技術の蓄積多、等 

２． 弱み 

① OEM（建設機械）に依存、等 

業界動向を踏まえ、自社の強

みを活かし、弱みを補強 経営戦略：バイオガス発電事業 
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9.3 事業の実施体制と実施プロジェクト 

１）実施体制 

Ｋ社は、経営戦略に従い環境事業を積極的に展開するために平成 13 年 7 月にＫテク

ノサービス㈱を設立した。図 9.3 参照。現在、Ｋテクノサービス㈱はバイオガス発電

事業の起業準備を進めると共に既に医療廃棄物処理事業にも参入し、現在は大手建設

会社と組んで大学病院をターゲットにした医療廃棄物の高周波滅菌処理施設の具体化

を行っている。 

 

図 9.3 バイオガス発電事業の実施体制 

 

２）実施プロジェクト 

図 9.3 に示したように、平成 13 年 10 月にバイオガス発電事業部を発足させ、筆者

Ｋテクノサービス（株） 

〔平成 13 年 7 月設立〕 

取締役会／経営会議／社長 

その他の事業 

事業内容： 

○ プラント建設 

○ 食品廃棄物の収集 

○ 食品廃棄物の処理（バイオガス発電） 

○ 売電・給湯 

○ 運転・保守 

プロジェクト１ 

〔食品廃棄物発電〕 

 

対象物：スーパー等か

ら出る食品廃棄物 

プロジェクト２  

〔魚腸骨発電〕  

 

対象物：市場等から出

る魚腸骨  

国・地方自治体、金融機関、保険会社

補助金、土地、融資、保険 

スーパー等 市場等 

出資 出資 
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が責任者となって次の二つのプロジェクトに取り組んでいる。 

①プロジェクト１：スーパー等から排出される食品廃棄物を発電燃料としたバイオガ

ス発電事業（処理量10ｔ/日）。平成 14 年度の操業を目指す。図 9.4

参照。 

②プロジェクト２：魚市場等から排出される魚腸骨を発電燃料としたバイオガス発電

事業（処理量 10ｔ/日）。平成 15 年度の操業を目指す。図 9.5 参照。 

図 9.4 は、プロジェクト１における食品廃棄物の発生者（スーパー等）、バイオガス

発電事業者（本事業会社）、電気・熱の利用者（公共施設）、電力会社及び現行の収集

業者の関係を示したものである。同図において、実線はスーパー等から排出する食品

廃棄物を使ったバイオガス発電事業における物（廃棄物）、金（収集処理料）及びリサ

イクル製品（電気、熱、発酵残渣）の流れを示したものである。本事業によって得ら

れた電気は、自設備内で使用し、残りは同一敷地内の公共施設に所定料金で供給する

（場合によっては、電力会社に売電することも考えられる）。熱は高温の湯として取り

出し、公共施設で使用する。発酵残渣は、コンポスト装置で一次発酵させた後に近隣

の農家に配給し農地に還元する。破線は既存の流れを示し、収集業者が集めた食品廃

棄物は市の焼却設備に持ち込まれて焼却され、公共施設は必要な電力はすべて電力会

社から購入していることを表している。本プロジェクトの特徴は、次の２点である。 

① 食品廃棄物の発生者と電気・熱の利用者が異なること。 

② 食品廃棄物を収集・運搬する必要があること。 

 

図 9.5 は、プロジェクト 2 における食品廃棄物の発生者（魚市場等）、バイオガス発

電事業者（本事業会社）、電気・熱の利用者（魚市場等）、電力会社及び現行の収集業

者の関係を示したものである。同図においても、図 9.4 と同様に、実線はバイオガス

発電事業における物（廃棄物）、金（収集処理料）及びリサイクル製品（電気、熱、発

酵残渣）の流れを示す。本事業によって得られた電気は、自設備内で使用し、残りは

同一敷地内の魚市場に所定料金で供給する（場合によっては、電力会社に売電するこ

とも考えられる）。熱は高温の湯として取り出し、魚市場で使用する。発酵残渣は、プ

ロジェクト１と同様に農地に還元する。破線は既存の流れを示している。本プロジェ

クトの特徴は、次の２点である。 

① 食品廃棄物の発生者と電気・熱の利用者が同一であること。 

② 食品廃棄物を収集・運搬する必要がないこと。 
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図 9.4 プロジェクト１におけるモノ、金、エネルギーの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9.5 プロジェクト２におけるモノ、金、エネルギーの流れ 
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第 10 章   事業スキーム 

 

10.1 現行の事業スキーム 

日本国内で発生する食品廃棄物は、第１章で示したように総量で約 940 万 t/年（た

だし、一般家庭から排出されるものは除く）にもなる。再生利用率は、事業系一般

廃棄物では 1％にも満たず、産業廃棄物系を含めても事業系全体で17％程度であり、

残りはほとんど焼却処理されている（第 1 章の表 1.2 参照）。特に、高知市において

は、食品廃棄物は全くリサイクルされておらず、すべて焼却されている。表 10.1 に

平成 11 年度のデータを示す。 

 

表 10.1 高知市における生ゴミの収集・処理法１） 

総収集量（ｔ/年） 収集方法 処理法 

直営収集 61,381（ｔ/年） 

許可業者収集 39,080（ｔ/年） 

108,228 

自己搬入 7,767（ｔ/年） 

焼却 

注：本表における生ゴミには、家庭系及び事業系の全てが含まれる。 

 

高知市では、食品廃棄物の収集は、表 10.1 に示すように①直営収集、②許可業者

収集（6 社指定）、③自己搬入 の三つの方法がとられている。食品廃棄物の発生事業

者（スーパー等）は、収集業者に委託する場合、収集手数料と焼却料（市条例で規

定）を廃棄物につけて収集業者に渡す。収集業者は、焼却料を高知市に支払って焼

却する（第 9 章の図 9.4 及び図 9.5 参照）。 

このように食品廃棄物は、廃棄物処理法の規定のもとでは処理することのみに重

点がおかれ、食品廃棄物を効率よく処理し、資源として回収するにはどのような方

法がよいのか、それを事業として成立させるにはどのような事業スキームにすれば

よいのか、といった考慮は全く払われていない。このような事業スキームが多くの

問題点を持つことは序章等で触れた通りである。 

そこで、本章では現行の事業スキームに代わり、プロジェクト１及びプロジェク

ト２におけるモノ、金、エネルギーの流れをを念頭におき、事業会社（K テクノサー

ビス）がバイオガス発電事業を行う場合の事業スキームについて考察する。 

 

10.2 事業スキーム 

一般に、公共性の強い事業の場合には、第三セクター方式と PFI（Private Finance 
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Initiative）が考えられる。第三セクターは利益追求を目的とする手法ではなく、

もっぱら公共的事業をコストミニマムに実行するための手法であり、逆に PFI は、

利益が見込まれ、公共補填が不要な独立採算性のとれる事業に適する手法であると

いわれる２）。このような考え方からすると、本事業は利益の追求を一つの目的とす

るため PFI 方式がより適するものと考えられる。また、食品廃棄物のリサイクル事

業に FPI を導入するメリットは、自治体の財政負担が軽減でき、事業会社に事業を

一括で負わせることによるトータルコストの削減が期待できる点にある。一方、民

間にとっても事業機会が得られるというメリットがある。図 10.1 はこのような考え

のもとに想定した事業スキームである。同図に示されるように、事業会社は、地方

自治体（高知市）と処理委託契約（仮称）を結び事業を行う。なお、事業会社には K

社の外に食品廃棄物発生事業者、建設会社などにも出資を求めることになる。 

ところが、このような事業スキームには問題がある。というのは、地方自治体が

処理している一般廃棄物をすべて一括請負で処理するのであれば、このような PFI

方式の利点を活かすことが可能であるが、一般廃棄物の中から所要の事業系食品廃

棄物のみを取り出してこのような事業スキームで扱い、残りの廃棄物は従来通り地

方自治体が処理するというのであれば PFI のメリットがなくなるからである。 

従って、食品廃棄物のバイオガス発電事業では図 10.2 に示す事業スキームが適す

ると考えられる（注）。これは、食品リサイク法への対応ケースともいえるものであり、

事業会社と地方自治体の間には契約関係は不要である。事業会社は、自らの責任に

おいて食品廃棄物を収集して発電事業を営み、地方自治体は食品リサイクル法の規

定に従ってその区域の食品廃棄物のリサイクルを促進するよう努める責務を果たす

のみである。 

（注）図 10.2 は第 9 章 9.3 項で説明したプロジェクト 1 を想定して作成したものである。
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図 10.1 食品廃棄物処理の事業スキーム（PFI 方式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10.2 食品廃棄物処理の事業スキーム（食品リサイクル法対応ケース）
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第３部  事業実施計画の評価と課題 

 

第３部では、第２部で提示したプロジェクトの実施計画を示し（第 11 章）、そ

れをもとに具体的な施設計画を行い（第 12 章）、事業としての経済性について評

価する（第 13 章）。最後に、事業化を進める上での課題を整理し、その対応策を

検討する（第 14 章）。なお、本事業に対する資源保全、環境保全、自治体財政の

改善、地域産業の振興といった面からの総合的な評価は第 5 部にまわす。 

 

18 

第 11 章   事業実施計画 

 

11.1 プロジェクトの選定 

第 9 章の 9.3 項で、筆者が進めている二つのプロジェクトについて説明した。

両プロジェクトとも処理量が同じあるので施設規模も同じになり、いずれか一方

で検討すれば得られる結論は類似のものになる筈である。従って、ここでは、操

業時期の早いプロジェクト 1 を選んで具体的な事業化の計画を行うものとする。 

 

11.2 計画条件 

１）バイオガス発電プロセス 

バイオガス発電の基本となるプロセスは、第 2 章の図 2.7「食品廃棄物の標準

再資源化システム」である。設備には、初期投資額を抑えるという事業戦略に沿

って次の方式を採用する。 

①発電方式：マイクロガスタービン発電 

②廃液処理：既存の処理設備（し尿処理場）で処理 

 

２）受入廃棄物 

  ①種類：スーパー、学校給食等から排出される生ゴミ 

  ②受入量：10ｔ/日 

 

３）用地 

高知市から借用する。高知市には、市条例によって規定された賃貸料を支払う。 
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４）営業収入項目 

  ①収集処理料：20,000 円/ｔ＜標準条件＞（第 4 章の 4.3.1 項参照） 

  ②売電料 

（注）給湯料は少額であるので考慮しない。 

 

５）資金調達方法 

  ①資本金 

  ②補助金：初期投資額の 50％ 

  ③金融機関からの借入 

 

６）施設の運営 

①運営管理は事業主体（K 社）の社員（兼務）が行い、事業会社（K テクノサ 

ービス）の経費を削減する。 

②作業員（パート）2 人を雇用し、運搬収集業務を行わせる。 

 

７）事業のスキーム 

第 10 章の図 10.2 のスキームとする。 

 

11.3 事業の範囲 

 図 11.1 に示す範囲とする。 

 

11.4 補助金制度の活用 

第 4 章 4.2.2 項で述べたように、本事業のような静脈産業を市場メカニズムに

のせるには何らかの経済的な支援が欠かせない。その一つの方法が補助金制度で

ある。ここではエコタウン事業を想定し、初期投資の 1/2 の補助を受けることを

前提に検討する。なお、補助率を変動させた場合の事業の経済性への影響につい

ては第 13 章の 13.4 項で検討する。また、このような公的補填の意義については

第 16 章で考察する。 
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図 11.1 事業の範囲 

 

電気・熱  1 次発酵

事
業

範
囲

 

食品関連事業者（スーパー、学校等） 

事業系食品廃棄物だけを収集・運搬

混入異物を排除 

メタン発酵 

公共施設  農地 

残渣処理  バイオガス発電 



 109

第 12 章   施設計画 

 

12.1 プロセスフロー 

図12.1 に第2 章の図2.7 から展開したバイオガス発電設備のプロセスフロー図を

示す。本設備は前処理、メタン発酵、バイオガス利用及び汚泥再資源化の四つの基

本プロセスから構成される｡ 

前処理プロセスは、受入ホッパー、定量供給機、粉砕分別機、混合槽、粉砕ポン

プから構成され、10ｔ/日の食品廃棄物を受入れて、メタン発酵に適するように粉砕

した後、約 10ｍ3 の希釈水を加えてスラリー化し、断続的に次段のメタン発酵プロ

セスに送る。メタン発酵に不適な異物は粉砕分別機で除去される。系内で発生する

悪臭物質は、脱臭装置に送られ微生物の作用によって大気に放出可能なレベルまで

除去される。 

メタン発酵プロセスは、メタン発酵槽、脱硫塔及び付属のポンプ類からなる。前

処理プロセスから受け入れたスラリー状の食品廃棄物は、メタン発酵槽で分解され、

メタンガスを主成分とするバイオガス 2,400Nm３/日（メタン約 60～70％、炭酸ガス

約 30～40％、他に微量の有害成分である硫化水素約 300～1,000ppm、アンモニア約

20～30ppm を含む）を連続的に発生させる。バイオガス中の有害成分は、脱硫塔（酸

化鉄、活性炭を充填）で除去され、バイオガス利用プロセスに送られる。メタン発

酵槽から排出される発酵残渣は、随時、抜き出して汚泥再資源化プロセスに送られ

る。中心となるメタン発酵槽は、内径 6,000 ｍｍ、高さ 10,000 ｍｍの円筒形で、

内部に炭素繊維製の固定膜が充填されている｡槽内では、スラリー状の食品廃棄物は、

バイオガス利用プロセスで得られた温水を使って約 55℃に維持され、常時循環され

ている。食品廃棄物の平均滞留期間は約 8 日である｡ 

バイオガス利用プロセスは、発電設備（マイクロガスタービン、発電機）、ガスホ

ルダー及び付属装置からなる。マイクロガスタービン発電による発電量は約

3,600kwh/日であり、同時に温水（約 70℃）も得られる。これらの一部は自設備で

使用され、残りは同一敷地内の公共施設（し尿処理設備）に送られて使用される。

なお、本プロセスには都市ガスの補給ラインを設けている。これはバイオガス中の

メタンガス濃度が変動した場合でも安定した発電を行うための補助的設備である。 

汚泥再資源化プロセスは、廃液タンク、脱水機、コンポスト化装置からなる｡メタ

ン発酵槽からの排水量は約 10m3/日であり、その中に投入食品廃棄物の約 10％の固

形分（約 1ｔ/日）が含まれている。これらの廃水は脱水機で含水率約 85％まで脱水
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され、コンポスト化装置に送られる。コンポスト化装置（事業主体が開発）では、

約 7 日間かけて 1 次発酵（約 70℃を２日間維持）まで行い、残留する有機物は農地

還元の可能なレベルまで分解される。最終的に得られるコンポストは約 200kg/日

（含水率約 30％）である｡ 

 

12.2  設備仕様 

１）主要機器設備 

下表に主要な機器設備の仕様を示す。 

表 12.1  主要機器仕様 

名称 仕様 数

量 

受入ホッパー 食品廃棄物１日分（10ｔ）保有、容量：20ｍ3  

材質：鋼製、下部スクリューフィーダ 3.7kw 付属 

１ 

破砕分別機 前処理用破砕、処理量：2ｔ/hr、5.5kw １ 

混合槽 円筒型、内径 2,800mm×高さ 5,000mm 

必要槽容量：20ｍ3（全容量：30ｍ3）、材質：SUS304 

１ 

メタン発酵槽 円筒型、内径 6,000mm×高さ 10,000mm、外面：保温、 

材質：SUS304、充填材：炭素繊維担体 230ｍ3 

１ 

ガスホルダー メンブレイン製ドライガスホルダー、容量：30ｍ3 

シール用ブロワー付属 0.4kw 

１ 

マイクロガスター

ビン 

出力 150kw、バイオガス量：80Nm 3/hr、温水回収可 １ 

脱水機 スクリュー式脱水機、材質：SUS304 

処理量：0.5～1.0ｍ3/hr、駆動：1.25kw 

１ 

コンポスト化装置 エアレーション付、材質：SUS304、生産量：200kg/日 

動力：20kw 

１ 

脱臭塔 40ｍ3/min 用バイオ脱臭装置、循環ポンプ付 1 

 

２）建築設備 

   延面積：220ｍ2    

外部仕上 内部仕上 

屋根：シングル折板 

      不燃エース ｔ4 内張り 

外壁：角波鋼板 

床  ：RC、防塵塗装 

壁  ：外壁現わし、鉄骨 SOP 塗装、 

      防音材（グラスウール 50mm） 

天井：屋根現わし、鉄骨 SOP 塗装 
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図 12.1 バイオガス発電設備 プロセスフロー図
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３）設備配置 

図 12.2 に設備配置の概要を示す。敷地は 30ｍ×28ｍであり、建屋（10ｍ×22

ｍ）内には、発電装置などの主要設備を配置し、屋外にはメタン発酵槽、ガス

ホルダーなどを設置している。 

 

12.3  運転計画 

１）前処理プロセス、汚泥再資源化プロセス：8 時間/日 

２）メタン発酵プロセス、バイオガス利用プロセス：連続 

３）年間稼動日数：330 日 
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図 12.2 バイオガス発電設備 配置図 



 114

第 13 章   事業の経済性評価 

 

13.1 経済性の評価条件 

 事業の経済性評価の条件をつぎのように設定する。 

１）建設費 

① 土木・建築工事、プラント設備工事：440,000 千円 

（②を除く図 12.1、図 12.2 に含まれる全設備とトラック、容器を含む） 

② 発電設備工事：60,000 千円 

（マイクロガスタービン、発電機を含む） 

 

２）用地費 

高知市からから評価額に対し年率 4％（注）で借用する。2001 年 10 月の時点 

では下記となる。 

25 千円/ｍ2・年×0.04×840ｍ2＝840 千円/年 

 （注）高知市の条例で規定されている。 

 

３）開業費 

一式 19,000 千円 

 

４）営業収入 

 ①廃棄物の収集処理料：20 千円/ｔ×3,300ｔ/年＝66,000 千円/年 

 ②売電料 

  売電可能量：1,400kwh/日 

  売電単価：昼間（8～22 時）27.7 円/kwh 

       夜間（22～8 時）6.56 円/kwh 

     （注）ここで、売電単価は高知市内公共施設の購買単価と同一とした。 

  従って、売電による総収入は 

  26,449 円/日×330 日/年≒8,700 千円/年 

  となる。 

 

５）資金調達 

  ①補助金：建設費および開業費の合計額（519,000 千円）の 50％（259,500 ） 
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     千円）を補助金で手当てする。 

②資本金：60,000 千円 

③銀行借入：259,500－60,000＝199,500 千円を借入れる（利率：4％、15 年

返済） 

 

６）人件費 

  作業員：3,500 千円/人・年×２人＝7,000 千円/年 

 

７）維持管理費（電力、上水道、吸着剤交換）：10,700 千円 

 

８）点検・補修費：13,400 千円 

 

９）減価償却：定額法（償却期間 15 年）とする。ここで、定額法を採用するの

は、次の理由による。 

① 設備が機械装置などと違って機能的減価が少ない。 

② 定率法を用いることによって起こる初期の大幅な赤字の発生

を避ける。 

 

10）その他 

  ・法人税率    ：50％ 

  ・償却資産税率：1.40％ 

  ・損害保険料  ：50 千円/月×12 月/年＝600 千円/年 

 

13.2 経済性の評価方法 

１）試算フォーマット１） 

表 13.1 に試算のフォーマットを示す。試算は、借入金の返済期間（15 年）に

わたって行った。同表において「返済原資」は次式で計算される。 

 借入金の返済原資＝税引後利益＋減価償却費 

「差引資金過不足」は、「返済原資」から金融機関への「返済額」を差し引いた

もので、借入金の返済能力をチェックするものである。「キャッシュ・フロー」

は、正味現在価値の計算に使用するものと同じで、次の式に従って求められる。 

キャッシュ・フロー＝税引後利益＋支払利子＋減価償却費 
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ここで支払利子を加えるのは、現在価値に割り引くことによる利子の二重引き

を避けるためであり、後述の回収期間法で用いるキャッシュ・フローとは異なる。 

「現在価値」は後述するように 5％で割り引いた。「現在価値累計」は、現在価

値の累計値から初期投資額を差し引いたものを示し、15 年目の値は「正味現在

価値」となる。 

 

表 13.1 試算フォーマット 

年
数 

目
標
売
上
高 

変
動
費 

 

限
界
利
益 

固
定
費 

目
標
営
業
利
益 

支
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利
息 

税
引
前
利
益 

法
人
税 

税
引
後
利
益 

減
価
償
却
費 

返
済
原
資 

返
済
額 

差
引
資
金
過
不
足 

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ

ー 

現
在
価
値 

現
在
価
値
累
計 

1                 

 

 

… 

                

15                ○ 

 

２）投資採算性 

設備投資の採算性のチェックには、回収期間法、正味現在価値法あるいは内部

利益率法などが使われる。本研究で使用したこれらの方法の概要を述べる。 

①回収期間法 

投資のリスクを考えると、投資額をできるだけ早く回収したい。そのため、投

資の採算をみる場合に、次式で計算される投下資本の回収期間が重要な要素とな

る。 

回収期間（年）＝設備投資額／年平均キャッシュ・フロー 

年平均キャッシュ・フロー＝税引後利益＋減価償却費 

回収期間法は、回収期間をリスクの尺度とみて、その期間が短いほど安全であ

るという基準にたって、投資の可否を判断する方法である。 

 

②正味現在価値法 

正味現在価値法は、投資がもたらす正味現金収入の時間価値を考慮して、投資

正
味
現
在
価
値 
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計画を評価する方法である。 

正味現在価値（NPV）＝〔{R1/（1＋i）}+{ R 2/（1＋i）2}＋ … ＋{Rn/（1＋i）n}〕

－C0 

 

ここで、 

i            ：割引率（資本コスト） 

R1 、R2… Rn   ：毎期のキャッシュ・フロー 

C0                  ：投資額 

 

正味現在価値法の特徴は、あらかじめ割引率を設定しておくことである。この

割引率の大きさによって現在価値が変わるので、これをどのように設定するかは

重要である。ふつう割引率は、企業が必要とする最低限の利益率を意味しており、

投資に伴うリスクを織り込み、資本を調達するためのコストや従来の資本利益率

などを参考にして決めるべきものである。ここでは、割引率＝5％で設定した。 

正味現在価値法による投資案は次の基準で採否が判断される。 

  正味現在価値＞0 ⇒ 投資案を採用する 

  正味現在価値＜0 ⇒ 投資案を採用しない 

（注）割引率（資本コスト）の算出根拠 

   借入金 ：利子率 4％ 調達割合 77％ 

   自己資本：利子率 10％調達割合 23％ 

   税率  ：50％ 

   平均資本コストは双方を加重平均して 

     4％×（1－0.5）×0.77＋10％×0.23＝3.84％≒5％ 

   として求めた。この値は、現在のような低金利時代では妥当なものと考 

   えられる。なお、計算方法については参考文献 2）、3）、4）を参考にした。 

 

③内部利益率法 

内部利益率法は、設備の使用期間にわたって発生するキャッシュ・フローの現

在価値を合計し、その金額が投資額に等しくなるような割引率、つまり、正味現

在価値をゼロにするような割引率（内部利益率：i）を求める方法である。下式

参照。 

 C0＝〔{R1/（1＋i）}+{ R2/（1＋i）2}＋ … ＋{Rn/（1＋i）n}〕 
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投資の採否は次のように判定される。 

 内部利益率＞企業の必要利益率 ⇒ 投資案を採用する 

 内部利益率＜企業の必要利益率 ⇒ 投資案を採用しない 

 

13.3 試算結果 

１）全般 

事業の経済性に最も大きく影響するのは、食品廃棄物の収集処理単価であり、

次いで処理量である｡試算では、標準条件（収集処理単価：20,000 円/ｔ、処理

量：10ｔ/日）を中心にそれぞれ次のように変動させて、それらが差引資金過不

足や投資採算性に及ぼす影響の程度を調べた。 

 

収集処理単価：15,000～25,000 円/ｔ（1,000 円/ｔ刻み） 

処理量   ：7～10ｔ/日（１ｔ/日刻み） 

 

一般に、事業の収益性の面からは、廃棄物処理量は多いほど有利である。しか

し、メタン発酵方式では、技術的に許容される処理量の増加は数％以内であり、

計画処理量を大幅に超過した処理はできない。従って、最大処理量は 10ｔ/日と

なる｡ 

 図 13.1 はこれらの試算結果をまとめたものである｡同表において、白抜きの部

分は 15 年間返済資金過不足が常に正値で、正味現在価値が正値である条件、つ

まり事業に経済性があると判断したところを示す。黒く塗りつぶした部分はこれ

らの条件が満たされないところ、つまり経済性が無いと判断したところを示す。 

 この結果、処理量 10ｔ/日の場合、収集処理料は標準条件（20,000 円/ｔ）よ

り低く 17,000 円/ｔ程度に設定しても経済性があるといえる。また、収集処理料

金が標準条件（20,000 円/ｔ）であるなら、処理量は最低でも 9ｔ/日は確保する

必要がある。 
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図 13.1 試算結果 

２）詳細結果 

(1) 差引資金過不足 

図 13.1 において、事業性があると判断した条件ではいずれも返済原資をもと

に借入返済を行った後に資金に余裕がある。図 13.2 は、その中の代表的なもの

について返済資金過不足の営業年ごとの変化を示した。標準条件（○印）では、

初年度から 1,000 万円以上の余裕が認められる。 

図 13.2 差引資金過不足 
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(2) 現在価値累計 

  ①処理料金を変化させた場合 

  図 13.3 は、処理量 10ｔ/日一定で、処理料金を 17,000～25,000 円/ｔに変

化させた場合について、現在価値累計の営業年ごとの変化を示した。同図にお

いて、グラフが現在価値累計「0」の軸を切るところが割引回収期間を示し、

15 年目における現在価値累計は正味現在価値を表す。従って、この正味現在

価値が正値のものは投資の価値があると判断される。標準条件では、割引回収

期間は 11 年目となり、正味現在価値は約 58,000 千円である。 

図 13.3 現在価値累計図（その１） 

 

 

②処理量を変化させた場合 

図 13.4 は、処理料金が 20,000 円/ｔ一定で、処理量が 8～10ｔ/日の範囲で

変わる場合の現在価値累計の変化を示す。処理量 8ｔ/日では、正味現在価値

は負値であり、このような条件では投資案は採用されない。同図は、処理料金

20,000 円/ｔでは、少なくとも 9ｔ/日の処理量を確保することが必要であるこ

とを示している。  
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図 13.4 現在価値累計図（その２） 

 

③内部利益率 

 図 13.5 は、事業の採算性に最も大きな影響を及ぼす因子である収集処理単価

を 15,000～25,000 円/ｔに変動させた場合の内部利益率の変化を示したもので

ある。 

図 13.5 内部利益率の収集処理単価依存性 
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(4) 投資評価 

 ① 回収期間法 

  標準試算条件の場合、 

  回収期間＝＝259,500（千円）/30,477（千円）＝8.5 年 

となる｡一方、資本コスト 5％で割引きした回収期間は、前述したように 11

年目である｡ 

 ② 正味現在価値法 

 標準条件の場合、 

  正味現在価値（NPV）＝317,740－259,500＝58,240 千円＞0 

これより、標準条件では「採算性がある」と判断される。 

③ 内部利益率法 

  図 13.5 より、資本コスト 5％では 17,000 円/ｔ以上の収集処理単価が確保 

 できれば「採算性がある」と判断される（ただし、処理量：10ｔ/日）。 

 

13.4 補助金の効果 

図 13.6 及び表 13.2 には、補助率の差引資金過不足と正味現在価値へ影響の程

度を示した。これよりバイオガス発電事業を採算ベースに乗せるためには、少な

くとも 30％以上の補助率が必要であるといえる。なお､公的補填の意義について

は第 16 章で議論する。   

図 13.6 補助率の影響 （処理量：10ｔ/日，収集処理単価：20000 円/ｔ） 
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表 13.2 補助率の正味現在価値への影響 

補助率（％） 正味現在価値 

0 ＜0 

10 ＜0 

20 ＜0 

30 ≒0 

40 ＞0 

50 ＞0 
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第 14 章   事業化の課題 

 

14.1 事業化時に想定される課題 

前章において、食品リサイクル法を拠り所とする本事業は、一定の経済的補助

のもとに事業性を有するということを示した。しかし、事業化に際し次に示すよ

うな課題も存在する。 

① 食品廃棄物の発生業者は、法に従って廃棄物をリサイクルに回すのか。 

② 補助金がなければ市場メカニズムに乗らないものを事業といえるのか。 

③ 廃棄物の処理コストは誰がどの程度負担するのが妥当か。 

④ 事業化に際し、ステークホルダーにはどのように対応すればよいのか。 

⑤ 将来も、食品廃棄物を安定的に確保できるのか。 

 

これらの中で、①～③については、第 4 部で取り上げる。④、⑤については本

章で検討する。 

 

14.2 ステークホルダーへの対応 

１）ステークホルダーの存在 

環境ビジネスには多くのステークホルダーが存在する。このステークホルダー

への対応が事業化に際し、最も大きな問題となる。本事業の場合、ステークホル

ダーの主なものには食品廃棄物の発生業者、既存の廃棄物収集業者、施設周辺の

住民、自治体があげられる。しかし、これらのステークホルダーに対する影響の

度合いは同じではない。表 14.1 に、これらのステークホルダーが本事業によっ

て受ける便益と障害について整理し、その動向について予測した。 
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表 14.1 ステークホルダーの受ける便益と障害 

 

 

２）ステークホルダーへの対応 

(1) 既存の収集業者への対応 

 第 10 章の 10.1 項で述べたように、高知市では、食品廃棄物を①直接収集、②

許可業者収集、③自己搬入の三つの方法で行っているが、ここで問題になるのは

②である。現在、この許可業者が取扱っている廃棄物量は全体の 40％弱である

（表 10.1 参照）。彼らは、廃棄物発生業者から収集料に市条例で定める処理料

（2,500 円/ｔ）上乗せして受取り、廃棄物を高知市の焼却施設に持ち込んで焼

却している。その際、高知市には処理料（2,500 円/ｔ）を納めている。彼らは

長年こうした方法で業を営んでおり、本事業の事業会社が収集業務をおこなうと

すれば、その職が奪われることになる。図 9.4 及び図 9.5 において破線で示した

取引がなくなるのである。環境ビジネスは、経済性だけ追求してもうまくいかな

いのではないか、という懸念がここにある｡こうした問題は、事業会社だけでは

対応できない。今後、高知市の協力を求めながら、こうした既存の収集業者との

ステークホルダー 便益 障害 

既存の収集業者 

・事業拡大の期待 ・既得権益喪失の恐れ  

地元住民  

・電気、熱が利用できる ・処理施設が地元にあるという 

ことのマイナスのイメージ 

・臭気に対する懸念 

地方自治体 
（高知市） 

・廃棄物処理費用の軽減 ・適正な処理費用の徴収が要 

求され、条例の改正が必要 
・既存の収集業者や地元住民 

への主導的な対応 

廃棄物発生業者 

・廃棄物の処理委託費の基準 

が明確になり、不正業者に 

必要以上の支払いをする恐 

れがなくなる。 

 ・リサイクルにより、企業イメ 

ージが良くなる。 

・業者によっては処理費の増 

加・法による規制強化 
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対立回避の方策を見出していくこと必要がある。対策として、コストアップには

なるが、収集業務を委託することも含めて検討する必要がある。 

 

(2) 地元住民への対応 

バイオガス発電施設周辺の住民の懸念は、迷惑施設の設置による地域のイメー

ジ低下と悪臭に対する懸念である。この問題についても、技術的事項については

事業会社が対応するのは当然だとしても、一私企業が全面的に責任をもつことは

できない。高知市の協力の下に、現状のし尿処理施設や魚市場から発生する臭気

以上のものは発生しないこと、電気や温水の利用によってむしろイメージアップ

になることの地道な説明を行っていく必要がある。 

 

(3) 地方自治体への対応 

 当事業によって、高知市の財政負担は確実に減少する｡高知市にとっては便益

の大きい事業であることは間違いない。その反面、食品廃棄物を循環資源として

リサイクルすることを促進する責務を負う（食品リサイクル法第 6 条）。既存の

処理業者や地元住民へ主導的に対応してその責務を果たさなければならない。さ

らに、現状の収集処理料を実際のコストを踏まえた適正なものに改める必要があ

る｡現状の料金 2,500 円/ｔは実態を反映していない。東京都では、収集処理料金

として 28,500 円/ｔを徴収している。これでも処理設備の建設コストや維持管理

のコストを考えると適正なものとはいえないが、より実態に近い料金である。高

知市においても、料金の改定を行わなければ、いつまでもたっても焼却を主体と

した処理から脱却できず、食品リサイクル法の制定趣旨が全うできないことが懸

念される。このように高知市の果たすべき役割は非常に大きいので、事業会社と

しては、その方向にリードしていくよう求めていかなければならない。 

 

(4) 食品廃棄物発生業者への対応 

 発生業者の現状の経済的負担はまちまちである。当事業によって、ある業者は

負担が増えることもあろう。しかし、本研究でマーケティング調査をした際の業

者の発言にもあったが、一定額の負担は受け入れることもやむを得ないという状

況が生まれつつあるように思われる。今後、外部不経済の内部化が進むことは間

違いない。食品を取り扱う業者にとって、廃棄物のリサイクルに積極的に貢献し、

回収したエネルギーを利用しているということは、企業イメージの向上になると
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いう考え方が徐々に定着していくものと考えられる。 

事業会社としては、こうした環境の変化を読み取り、地方自治体の協力を得な

がら積極的な営業活動を行っていくことが必要である。 

 

14.3 廃棄物量の安定確保 

ステークホルダーへの対応は、主に起業時に問題となる。これに対し、起業後

には一定品質の廃棄物をいかに安定的に確保するか、ということが問題になる。 

現在の予想では食品廃棄物の絶対量には大きな変動はなく、バイオガス発電事

業は、競合する飼料製造業や肥料製造業に比べて優位性がある。従って、現状で

は、廃棄物量の安定確保に問題はないと予測される。しかし、今後開発されるで

あろう新技術（例えば、生分解性プラスチック化）によって、食品廃棄物が奪わ

れることの可能性は、事業を行う上で考慮に入れておく必要がある。対策として、

発生業者と長期の処理契約を結ぶなどでそのような事態に備えておかなければ

ならない。 

バイオガス発電事業は装置産業であるので、急激な環境の変化に機敏に対応す

ることは難しい。起業時にこのようなリスクへの対応を織り込んでおかなければ

ならない。 
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第４部 環境経済学的観点からの考察 

 

第４部では、食品廃棄物のバイオガス発電事業において論点となる項目を取り

上げて環境経済学的な観点から考える。初めに、食品廃棄物の価格と食品廃棄物

をバイオガス発電の燃料として市場でリサイクルするための条件について検討

する（第 15 章）｡次に、現状の市場メカニズムの中で、静脈産業に事業性を持

たせるために重要な意味をもつ公的補填の意義について考える（第 16 章）。最

後に、食品廃棄物処理に伴い発生する環境コストの負担の考え方について述べる

（第 17 章）。 

 

 

第 15 章 食品廃棄物の価格と市場リサイクルの条件 

 

15.1 バッズの価格 

経済学において、通常の財はグッズ（Goods）とよばれる。これは通常の市場

取引でプラスの価格がつけられ、生産者や消費者のために使用される物（又は、

サービス）である。グッズの取引では、消費者は金を支払って物を受け取る、つ

まり、物の流れと金の流れが逆方向である。これはグッズの基本的な特徴であり、

このようなものについては市場経済がうまく取引を遂行でき、価格は需給のバラ

ンスによって決まると考えられる。 

これに対して、どのように有用な物であっても、それにプラスの価格をつけて

購入しようとする者がなく、それを無処理で廃棄すると外部不経済を引き起こす

物はバッズ（Bads）といわれる。このようなバッズを適正に処理するためには、

それにマイナスの価格がつけられねばならない。いわゆる逆有償とよばれる現象

で、物と金の流れが同じ方向になるという点でグッズと異なる。通常、このよう

に金を付けてまでして不要物を引き取ってもらう必要はないわけで、バッズの価

格は需給バランスによって調整されにくく、市場は機能しにくいといわれる１）。 

 一般に、バッズについてそのリサイクルコストとリサイクル製品の価格の間に

は次の不等式で示される関係がある。 

リサイクルコスト＞リサイクル製品の価格 
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ここで、「リサイクル製品の価格－リサイクルコスト」は常にマイナス値であ

り、これはバッズの価格を表す１）。 

 

15.2 食品廃棄物の価格 

本事業で取り扱う食品廃棄物について考えてみる。表 15.1 に高知市における

食品廃棄物の現状の処理コストとバイオガス発電によるリサイクルコストを比

較した。これより、現状の焼却処理コストは 42,530 円/ｔであり、バイオガス発

電のコストは 23,100 円/ｔと推定される。バッズとしての価格はそれぞれ－

42,530 円/ｔ、－20,500 円/ｔとなり、バイオガス発電では絶対値が大幅に小さ

くなっている。 

この価格は誰かが負担しなければならない。バッズ価格あるいはリサイクルコ

ストの負担については第 17 章で議論するが、今の場合、負担者は発生業者と自

治体である｡同表でバッズ価格の負担割合をみると、現状処理では発生業者が高

知市条例で定める 2,500 円/ｔのみ支払い、残りは高知市が補填しているのに対

し、バイオガス発電事業では発生業者に現状と同じ 2,500 円/ｔを負担させた場

合でも高知市の負担は 18,000 円/ｔとなって大幅に低減される（ケース１）。第

3 部で検討した標準条件、すなわち、発生事業者に収集処理費として 20,000 円/

ｔを負担させる場合（ケース 2）では、高知市の負担はほとんどゼロになると推

定される。図 15.1 には、食品廃棄物の発生業者と自治体のコスト負担の関係を

併せて示した。 

本事業の狙いは、ケース 2 を実現することである。この場合、発生事業者の負

担額は第 4 章 4.3.1 項(3)で述べたように、高知市内の業者からの聴き取り調査

の結果をベースに全国的なデータも考慮して決定したものであるが、高知市のよ

うに 2,500 円/ｔで一般廃棄物を収集処理し続けるとすれば、発生業者は食品リ

サイクル法に違反してもコストの安い方に廃棄物を回すのではないかというこ

とが懸念される。 
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表 15.1 高知市における食品廃棄物の現状処理コストとリサイクルコストの比較 

 

図 15.1 高知市と発生業者のバッズ価格の負担割合 

 

項目 現状処理（焼却）
ケース１ ケース２

収集単価（円/ｔ） 16,300＊1 5,000＊5 →

処理単価（円/ｔ） 8,200
＊1

8,000
＊6

→

埋立単価（円/ｔ） 230
＊2

0 →
設備単価(円/ｔ） 17,800

＊3
10,100 →

（合計） 42,530 23,100 →

＜有害物質の発生の可能性＞ 高い 低い →

＜処分場への影響＞ ある ない →

＜リサイクル製品価格＞ （円/ｔ） 0 2,600
＊7

→

＜食品廃棄物のバッズ価格＞ （円/ｔ） -42,530 -20,500 →

＜バッズ価格の負担割合＞
発生業者（円/ｔ） 2,500＊4 2,500 20,000
自治体（円/ｔ） 40,030 18,000 500

＊１ 清掃事業概要 平成12年度版（高知市環境部）による。

＊２ 上記の清掃事業概要をもとに焼却による減容率1/10として筆者が推定した。

＊３  高知市の新設焼却設備データ（建設費320億円、処理量400ｔ/日、稼動日数300日/年×15年）をもとに筆者が推定した。

＊４ 高知市条例による。

＊５ 収集用トラック１台、収集容器1式、人件費からなる。

＊６ 施設の維持管理費、点検・補修費からなる。人件費は＊５に含めた。

＊７ 売電料（第３部参照）

（注）発生業者から収集処理料金として20,000円
/ｔ（標準条件）徴収する場合、自治体の負担額
は500円/ｔはとなり、現状の40,030円/ｔから大幅
な減額となる。

バイオガス発電（補助率50％）

40,030

X+Y=42,530

22,530

18,000 ｹｰｽ１

X+Y=20,500　(標準条件、補助率50％）

500 ケース２

2500 20,000

X　：　発生業者負担額　（円/ｔ）

バイオガス発電

焼却

Y
　

：
　

高
知

市
負

担
額

　
(円

/
ｔ

)
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15.3 食品廃棄物の市場リサイクルの条件 

食品廃棄物のリサイクル事業にとって、原料となる廃棄物量は、収集処理単価

と共に事業の経済性を左右する重要な因子である。ところが、前項において述べ

たような懸念される状況が起こり得ることを考えると、一定廃棄物量の安定的確

保は、発生事業者の考え方に依存しているという極めて不安定な状況に置かれて

いることになる。 

一方、発生事業者は廃棄物処理の意思決定に際し、経済的ダメージと対応コス

ト（徴収される収集処理料）増の中で常にトレードオフの選択を迫られることに

なる。発生事業者にとって、経済的ダメージとは、例えば次のようなものがあげ

られる｡ 

①環境対応の姿勢に対する消費者の批判や企業イメージの悪化 

②法的制裁 

③競合他社の積極的対応による競争優位性の低下 

 

これらの経済的ダメージと対応コストを比較したとき  

  対応コスト＞経済的ダメージ 

という関係になっているときは、発生事業者は何も高いコストをかけてまでして

廃棄物をリサイクルに回すようなことはせずに、現状通り焼却に回し、少なくと

も経済性の面からはどの企業もリサイクルには協力しないと思われる。  

 そこで、食品廃棄物をリサイクルするためには、企業及び自治体に次のことが

要請される。すなわち、近年の循環型社会の構築に向けた意識の高まりを受け、

企業に対しては必ずしも短期的な経済性のみで意思決定をするのではないとい

う価値観の転換が望まれ、地方自治体（高知市）に対しては条例で規定している

安い収集処理料金を適正なものに直すことが求められる。  

 

 

参考文献 

１）細田衛士、グッズとバッズの経済学、東洋経済新報社、1999 
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第 16 章   公的補填の意義 

 

廃棄物だからといって必ずしもバッズになるわけではない。廃棄物であっても

プラスの価格で過不足なく取引されればグッズである。ある廃棄物がグッズにな

るかバッズになるかは、需給のバランスによって決まり、しかもこの需給のバラ

ンスは制度的な枠組みに規定される１）。しかし、どんなにうまく枠組みを作って

も、市場メカニズムのみではグッズにできないものがある。本研究で対象として

いる食品廃棄物は、まさに“それ”である。こうしたものをグッズとして取引す

るためには、バッズからグッズへ変える仕掛けが必要である。市場の中ではどう

しても逆有償であったものを、再資源化してプラスの価格をつけるため、どこか

の段階で再資源化に要するコストを補填しなければならない。そうすれば再資源

化の実質費用は安くなり、その価格で過不足なく需要される可能性がある。 

このコストの補填方法としては、経済学的にいろいろな方法が検討あるいは実

施されているが、一つは「補助金」である。すでに第 13 章でみたように、食品

廃棄物のバイオガス発電事業においては少なくとも建設資金の 30％の補助が得

られるならば経済的に事業が成り立ち、食品廃棄物をバッズからグッズの転換す

ることが可能となる。 

世の中には、産業の動脈部分のみに着目して、補助金等の政策的な支援なしに

現状の市場メカニズムの中で事業性がなければ事業としての価値がないといっ

た類の議論もあるが、それは産業の静脈部分を切り捨てた暴論である。今後、循

環型社会の構築に向けて、静脈部分を取り込んだ健全な産業の育成が求められて

おり、それに必要な産業政策が実施されねばならない。そのためにも、今後、補

助金等の公的補填の意義が高まるものと考えられる。 

高知市では、表 15.1 に示したように、食品廃棄物処理に 42,530 円/ｔもかけ

て、わずか 2,500 円/ｔしか発生業者から徴収していない。不足分は税金で補填

している。その年間補填額を食品廃棄物の 10ｔ/日処理の場合について試算して

みると次のようになる。 

（42,530－2,500）円/ｔ×10ｔ/日×330 日/年×15 年≒20 億円/年 

これに対し、バイオガス発電事業では、50％の補助率でもその金額はたかだか 2

億 5,000 万円（事業期間 15 年）であり、年間 1,700 万円にも満たない。 

こうした比較からも現状の処理方法にいかに無駄が多いかがわかる。今後、静

脈産業を育成して循環型社会を実現するためには、こうした無駄を省き、有効な
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公的補填制度の一層の充実が望まれるところである。 

 

 

参考文献 

１）細田衛士、グッズとバッズの経済学、東洋経済新報社、1999 
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第 17 章   環境コスト負担に関する考察 

 

17．1 環境コスト負担の基本的な考え方 

一般に、環境コストの負担には次の三つの選択肢がある｡ 

①公共負担：税金等によって国民全員で負担する。 

②受益者負担：環境改善によって利益を受ける者が負担する。 

③汚染者負担：環境を悪くした者が負担する。 

この中で、③の考え方が、国際的な環境政策の原則として 1972 年の OECD（経 

済協力開発機構）によって提唱されて以来、「汚染者負担の原則」として世界中

に普及し、社会的コンセンサスを得るに至っている１）。しかし､これがすべての

環境問題に適用できるわけではなく、その問題の種類に応じた取捨選択が必要で

あることはいうまでもない｡ 

 

17．2 食品廃棄物の処理コストの負担 

15 章で述べたように、高知市では食品廃棄物というバッズを焼却処理してお

り、そのためのコストのほとんどを公共で負担している。一般家庭から排出され

る生ごみはともかく、事業によって排出されるものまでも公共負担するというの

は明らかに不合理である。このような事業系食品廃棄物の処理には汚染者負担、

言い換えれば発生者負担が妥当なものであろう。 

そもそもこのような理不尽なことが行われているのは、廃棄物処理法が、事業

系一般廃棄物の処理を地方自治体に義務づけているからであるが、平成 13 年 5

月に施行された食品リサイクル法では食品廃棄物を排出する「食品関連事業者」

にリサイクルを義務づけており、この点は徐々に改善されている。 

本研究では、食品関連事業者に収集処理費用のほぼ全額を負担させ、地方自治

体の負担をなくすことが可能であることを明らかにした（第 15 章）。今や、食品

廃棄物処理においては、発生者負担の原則を実施に移すべき時であろう。 

 

 

参考文献 

１）石村多門、白川直樹、環境問題へのアプローチ、東京電機大学出版局、

pp.102-104、2001 



 135 

第５部 成果と展望 

 

第 5 部では、まず、第 1 部～第 4 部の研究成果についてまとめ、研究の総合

的な評価を行い、起業する場合の課題について整理する（第 18 章）。次いで、

本研究の結果をもとに、バイオガス発電事業の今後の展開について述べる（第

19 章）。最後にバイオガス発電事業からみた循環型社会の展望を述べる（第 20

章）。 

 

 

第 18 章   研究成果 

 

18.1 研究結果 

本研究によって得られた結果を以下に要約する。  

１）事業化推進戦略の策定結果（第 1 部） 

(1) 調査によって、事業系の食品廃棄物は一定の品質（異物混入が極力少ないこ 

と）で有用物（有機物質）を含み、まとまった量が集められることを確認し、

そのリサイクル製品（電気）には需要面での問題がないことから、食品廃棄物は

エネルギー資源としての利用価値が高いことを明らかにした（第１章）。 

  特に、一定品質の廃棄物を一定量集めることは、事業を進める上で最も重要  

である。人口 30 万人規模の代表的な地方都市である高知市の場合には、スー  

パー等の量販店から 10ｔ/日、魚市場等から 10ｔ/日の食品廃棄物を安定的に  

収集できることを確認した。 

 

(2)食品廃棄物のエネルギー資源としての利用技術には、「メタン発酵」、「バイ

オガス発電」、「メタン発酵残渣のコンポスト化」を組み合せたシステムが最適

であり、｢標準再資源化標準システム｣として選定した（第２章）。 

 

(3)バイオガス発電事業を取り巻くマクロ環境及びミクロ環境について分析し

（第 3 章及び第 4 章）、その結果をもとに事業成功の要因（KFS）を重要度の

高いものから順に次のように抽出した。  

    KFS：設備費→用地代→製品品質→製品需要→環境負荷→ランニングコ 
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       スト→保守費 

(4)バイオガス発電事業は、他の事業（飼料化等）比べて KFS の重要度の高い

設備費が高く、弱点となっている。従って、事業戦略としてはこの設備費を抑

制することが最重要課題になることを明らかにした（第 5 章）。 

 

２）事業化推進策の展開結果（第 2 部） 

(1)事業化推進の方針を明確にし、それに従って筆者の所属する K 社が事業主体

になり、事業会社「K テクノサービス」を設立した（第 9 章）。 

 

(2)K テクノサービスが最初に手がける案件として、高知市内で次の二つのプロ

ジェクトに取り組むことにした。 

①プロジェクト１：スーパー等の量販店から排出する食品廃棄物を対象と 

したバイオガス発電事業（処理量 10ｔ/日） 

②プロジェクト２：魚市場等から排出する魚腸骨を対象としたバイオガス 

発電事業（処理量 10ｔ/日） 

 

(3)本事業には多くの組織が関係する。これらの関係組織からなる事業のスキー

ムを示した（第 10 章）。 

 

３）事業実施計画の経済性評価の結果（第 3 部） 

(1)プロジェクト１を代表に選び、標準再資源化システムに従って施設の計画を

行った（第 12 章）。 

 

(2)施設建設費の見積もりを行い、それを基に事業の経済性を評価した。その結

果、次の条件で事業が経済的に成り立つことを示した（第 13 章）。 

  食品廃棄物の処理量：10ｔ/日（標準条件） 

  収集処理単価   ：17,000 円/ｔ以上（発生業者から徴収） 

  売電単価     ：公共施設の電力会社からの購買単価に同じ 

    （ただし、補助率 50％の場合） 

 

(3)標準条件（処理量：10ｔ/日、収集処理単価：20,000 円/ｔ）の場合、事業成

立のための最低補助率は 30％であることを示した（第 13 章）。 



 137 

 (4)ステークホルダーとして、既存の食品廃棄物収集業者、地元住民、地方自

治体、食品廃棄物発生業者を取り上げ、それぞれへの対応の考え方を示した

（第 14 章）。 

 

４）事業化における重要事項に対する検討結果（第 4 部） 

第 4 部では、食品廃棄物の処理・再資源化事業におけるいくつかの重要事項を

取り上げて検討した。その中で、食品廃棄物を高知市に代わって本事業で処理す

れば、トータルコストの削減が可能であり、高知市の財政負担を大幅に軽減でき

る見通しを示した。すなわち、高知市の場合、現状では焼却処理のために 40,030

円/ｔの負担をしているが、本事業によってこの負担額を“ゼロ”近くまで引き

下げることができる。  

 

18.2 総合評価 

一般に、廃棄物のリサイクル事業を市場経済のメカニズムに乗せるための基本

条件として次の二点があげられる。 

① リサイクル製品の需要があること 

② “リサイクルコスト≦リサイクル製品の価格”の関係が成立すること 

 

本事業の場合、リサイクル製品である電気には需要面ではほとんど問題がない

ので①の条件はクリアできる。問題は②である。第 15 章で述べたように、食品

廃棄物に対してはこの関係は成立しない。しかし、食品廃棄物のようなバッズの

処理を市場経済のメカニズムに乗せるためには、一事業の経済的側面のみに限定

して判断するべきではなく、広く環境への影響、資源エネルギー問題への対応な

どを含めて評価することが必要になってくる。また、食品廃棄物のリサイクル事

業による地方自治体の財政負担の軽減といった面からも評価しなければならな

い。そこで、食品廃棄物のリサイクルについては、市場リサイクルの条件として

②に代わって次の③、④が考慮されるべきである。 

③ 資源・環境保全等も含めた総合的なリサイクルコストとして評価すること 

④ 自治体の財政負担の軽減に対する貢献度を評価すること 

 

本研究の結果は、こうした観点から定性的ではあるが次のように評価される。 
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１）現行処理の抱える問題点への対応 

(1) 資源保全 

本研究で取り上げたプロジェクトは処理量が 10ｔ/日で小規模ではあるが、そ

れでも食品廃棄物 1 トン当たり 140kwh の売電が可能である。これに相当する分

だけ化石燃料が節約できる。このことから、本事業は確実にエネルギー資源の保

全、多様化に貢献するといえる。 

 

(2) 環境保全 

現行の焼却処理に比べて、本事業で採用したシステムはダイオキシンなどの有

害物質を排出しない。硫化水素やアンモニアは工程内で発生するが、それらは無

害なレベルまで除去されるので問題はない。二酸化炭素もメタン発酵の過程で発

生するが、その一部は元々空気中に存在していたものが光合成によって植物性食

品に取り込まれたものであり、さらに食品中に取り込まれるという循環システム

を考えれば、化石燃料の使用によって放出される二酸化炭素とは比較にならない

程度に少ないものと思われる。 

こうした点から考えて、本事業は環境保全の点でもその期待に応え得るもので

ある。 

 

(3) 地方自治体の廃棄物処理財政の改善への貢献度 

第 15 章の表 15.1 及び図 15.1 に示したように、本事業は、現状の焼却処理に

依存した地方自治体の廃棄物処理に伴う財政負担の軽減に貢献することができ

る。 

 

２）事業性の有無 

第 13 章で検討したように、本事業は補助金の支援を必要とはするが、事業と

して成り立つ。その結果、地域の産業振興にも貢献し得ると期待される。 

 

３）循環型社会の構築に対する貢献度 

以上述べた各観点からの評価を総合して、本事業は目標とする循環型社会を構

築するための一つの手段として貢献しうるものと評価される。 
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18.3 結論 

 本研究は次のように結論される。  

■食品廃棄物を利用するバイオガス発電事業には事業性がある。 

■同事業によって、食品廃棄物処理のトータルコストを自治体による現行の処

理法（焼却）に比べて大幅に削減でき、自治体の財政負担を軽減することが

できる。 

■ 同事業は地域の産業振興に寄与する。 

■ 同事業は循環型社会構築の一つの手段となる。 

 

18.4 課題 

第 14 章で事業化の課題について述べた。ここでは、それらも含め本事業を進

める上での当面の課題を整理しておく。 

１）事業面での課題 

(1) 起業時 

① ステークホルダーへの対応 

○既存廃棄物収集業者の既得権の扱い 

○発電設備設置地域周辺の住民に対する事業説明と了解を得ること 

② 初期投資額の低減化 

③ 高知市条例の改正による廃棄物収集処理料の適正化 

この中で①は事業会社が単独で解決することはできない。地方自治体主導

で解決すべきことはいうまでもない。③は事業化の絶対条件ではないが、食

品リサイクル法を実効あるものにするためには、現行の収集処理量 2,500

円/ｔを適正なものに改正することが望まれる。 

 

(2) 将来 

    将来的には、食品廃棄物の安定的確保が課題となる。現在の予想では、食品

廃棄物の総発生量の減少はないと考えられるが、今後の技術開発の動向によっ

ては食品廃棄物が発電以外の原料にまわることもありうる。例えば、生分解性

プラスチックの原料化である。対策として、起業時に廃棄物の発生業者との間

で「食品廃棄物の長期受入契約（仮称）」を結び、リスクの回避を図る必要が

ある。 
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２）技術面での課題 

本事業による二酸化炭素の削減効果については、定量的な評価をしておくこ

とが望ましい。 
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第 19 章   今後の事業展開 

 

19.1 環境ビジネスの変遷 

環境問題は、図 19.1 に示したように、大きく次の４つの世代に分けて考える

ことができる１）。 

① 第１世代：公害への対応時代 

② 第２世代：省エネルギー追及の時代  

③ 第３世代：地球環境問題への対応の時代  

④ 第４世代：ゼロ・エミッション追求の時代 

こうした環境問題の変遷に応じ環境ビジネスも変わってきた。現在は、第３ 

世代に位置するものの、既に第４世代に分類すべき傾向も現れ始めているといわ

れる。第３世代型のビジネスとしては、廃棄物のリサイクルや環境調和型の商

品・材料等が挙げられ、第４世代型のビジネスとしては、環境修復（河川・湖沼・

土壌などの浄化や修復）、環境調和型のエネルギー（太陽光発電、風力発電、バ

イオマスなど自然エネルギーの使用、天然ガス、アルコール、水素など大気汚染

の少ない燃料の使用、等）等が挙げられる。  

図 19.1 環境ビジネスの変遷 
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19.2 環境ビジネス市場の動向 

前記のような環境ビジネスの変遷の中で、今後、市場環境も変わってくると思

われる。その動向は次のように予想される。 

 

①環境問題に対する企業の姿勢の変化 

 企業にとって環境問題に対応するかどうかの判断は、「対応することによるコ

スト」と「対応しないことによる経済的ダメージ」の大小による（第 15 章 15.3

項参照）｡従来は、前者が後者を上回り、法的規制でもない限り対応しなかった

企業も経済的ダメージの大きさを評価し、環境問題に積極的に対応することによ

って競合他社に対する差別化を図ろうとする傾向が強まるものと思われる。 

 

②地方自治体の財政負担の軽減に対する要請の強まり 

現行の法制下では、一般廃棄物の収集処理は地方自治体が行うように義務づけ

られている。これは既に述べたように地方自治体の財政にとって大きな負担にな

っている。今後は、廃棄物処理のトータルコストの低減とともに地方自治体の財

政負担の軽減化に対する要請が強まり、自治体は民営化や参入事業者の制限の規

制緩和によって環境問題を解決しようとする傾向が拡大するものと思われる。 

 

③電力事業、廃棄物処理事業への参入企業の増加 

電力の規制緩和による売電の自由化や廃棄物処理に関する収集・運搬などの許

可の緩和により電力事業、廃棄物処理事業への参入企業が増加するものと思われ

る。 

 

こうした環境ビジネスの市場は右肩上がりで成長していく市場というよりは、

さまざまな環境問題が出現しそれを解消するために市場が形成され、それが社会

システムにビルトインされる形で解決され、やがて市場が縮小していくといわれ

る１）｡例えば、廃タイヤの処理である。かつて、廃タイヤは廃棄物中間処理と最

終処分業者により処理され、その費用は自動車ユーザ、自動車ディーラー、解体

業者によって負担されていた。それが一時期の社会問題化をきっかけにして、そ

れを解消するための市場が形成され、現在では溶鉱炉やセメントキルンで燃料と

して使用されるという形で社会システムにビルトインされ、大幅な処理コストの

低減になっている。 
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食品廃棄物の処理も同様な経過をたどり、社会システムの中に定着していくも

のと思われる。すなわち、食品リサイクル法の制定によってリサイクル市場が形

成され、バイオガス発電事業等の事業化が進み社会システムへビルトインされる。

その結果、トータル処理コストの低減とともに地方自治体の負担の低減になって

いくものと予想される。そこでは従来のような地方自治体が事業主体で処理設備

メーカが設備を提供するといったシンプルなビジネスから、民間の事業主体が地

方自治体のもつ様々な問題（トータルコストの低減、財政負担の軽減等）そのも

のを解決する型のビジネスになっていくと思われる。 

 

19.3 バイオガス発電事業の進むべき方向 

１）バイオガス発電事業の特徴 

 本事業の主な特徴を、既に述べたものも含めてあげれば次のようになる｡ 

①大企業の持つ技術と地方の中小企業の持つ技術を組合わせた地域振興型の新

しい事業モデルであること 

本事業は、事業化という点では、『地域の中小企業が中心となって自らの技術

と大企業の所有する技術を組合わせた技術を基に地域内で起業し、地域内で発生

する廃棄物資源を活用してエネルギーを取り出し、それを地域内で利用する。同

時に発生した有機性の固形物は地域内の農地に還元する。さらに、同じ地域企業

が設備の運転・保守を行い事業を継続する。』ということに最も大きな意義があ

る。こうした意味で、本事業は一つの社会実験でもある。 

② 地方自治体にとっては財政負担の低減化が図れること 

③ 食品廃棄物の発生事業者にとっては食品リサイクル法へ対応し、企業イメー

ジの向上が図れること 

④電力の自由化に対応できること 

 

２）今後の事業展開の方向 

本事業は上記の特徴を有し、日本の環境ビジネス市場の今後の動向に沿うもの

である。特に、食品廃棄物のリサイクル市場が形成され、バイオガス発電事業等

が社会システムにビルトインされるまではかなりの速度で発展するものと予測

される。 

そこで、本事業は次の手順で展開されるべきであると考える。 

① 前章で指摘した起業時の課題の解決を図り、高知県で事業化する。 
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② その結果、社会実験としての成果を出し、地域の産業振興に寄与し得る一つ

のモデルであることを実証する。 

③ 高知県での実績をもとに他の地方都市へ事業展開する。 

 

 

参考文献 

１）マーサー・D・リトル社環境ビジネスプラクティス、環境ビジネスの成長戦

略、ダイヤモンド社、p.14、1997 
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第 20 章   循環型社会の展望 

 

循環型社会とは、豊な環境を将来の世代にまで維持し持続的成長が可能な社会

であり、そこでは資源として再利用できる廃棄物は分別回収・リサイクルするこ

とにより資源として再生し、また、そもそも廃棄物を発生させないモノ作り・消

費行動が社会の隅々まで浸透することにより、 製品・部品の長期使用・再使用

がなされる社会がイメージされる。  

こうした循環型社会をつくるには次の二つの条件を満たさねばならない。 

  ①資源保全  

②環境保全 

さらに、この二つの条件を満たすためには、次の二つを実現する必要がある。 

    ①再生が可能な資源の徹底活用  

②廃棄物の再資源化 

これら二つのことを実現するには、地域という実際に人々が仕事をし、生活を

している暮らしの場で実践することが必要であり、そのために地域で排出する廃

棄物は可能な限り、排出された地域で資源化して利用することが求められる。す

なわち、地域のゼロ・エミッションが基本となる。 

ここで、地域のゼロ・エミッションをエネルギー資源と廃棄物処理の面から考

えてみる｡まず、エネルギーの分野では、「分散型エネルギー供給体制」が求めら

れよう。従来のような化石燃料と原子力に支えられたエネルギー供給体制は、持

続不可能な供給体制で、いつまでも継続できない｡今後はこれに代わり、再生可

能でクリーンなエネルギーを活用する技術を開発し、その事業化を進めることが

重要になってくる。分散型エネルギー供給源としては燃料電池、太陽光発電、風

力発電、地熱発電、小型水力発電、バイオマス発電などがあげられる。これらの

いずれか一つでもって化石燃料にとって代わることは難しいでので、今後は複数

の分散型エネルギーを上手に組み合せて使う「ベストミックス」の積極的な展開

が必要になってこよう｡分散型エネルギーには、CO２の排出量が相対的に少ない

こと、再生可能なエネルギーであること、小型の施設であるため周辺環境への負

荷が相対的に小さいこと、などの特長がある。地域がこのような分散型エネルギ

ーを取り入れていくには、長期的な視点で取り組み、経済的にも採算があうシス

テムを作りあげることが必要である。 

次に廃棄物処理の面についてみると、戦後日本の廃棄物排出量は景気などによ
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る若干の影響を受けながらも総じて増加し続けてきた。その処理は、焼却に大き

く依存し、広域化が進んできた。しかし、廃棄物処理の広域化は、大量廃棄社会

の仕組みと指摘されるように、すでに限界に達している。また、国はダイオキシ

ン対策から広域化による廃棄物の大容量集中管理を推進しようとしているが、新

たな焼却施設の建設が難しくなってくる中、いずれ廃棄物処理は分散化に向かわ

ざるを得ない。廃棄物は、発生地域で処理し無害化するとともにエネルギーや資

源を可能な限り取り出すシステムが求められている。 

このようにみてくると食品廃棄物を利用したバイオガス発電は、エネルギー供

給の面においても、また廃棄物処理の面においても地域のゼロ・エミッションの

要請に応え得るものであるといえる。従って、バイオガス発電の事業化が各地域

で進展することは、循環型社会の実現につながると期待される。 

最後に、外国人が日本の環境ビジネスをどのようにみているのか、ということ

に触れておきたい｡ ボストンにあるベンチャーキャピタル Zero Stage Capital

の創業者であり、MIT の教授でもある Gordon Baty 氏は、今後の日本においては

エネルギー・環境分野が有望であり世界をリードするであろうと述べ、その理由

に化学・金属、機械設計、大規模プロジェクトの運営経験など日本の強みが活か

せることを挙げている１）。また、その市況ドライバーとして次のような項目を挙

げている。 

①発電施設の分散化 

②電力産業の規制緩和 

③石油代替燃料 

④環境保護の強制化 

⑤原発への反抗感情 

⑥非集中化（テロ対策）、等 

これらの項目は、本研究の動機とも一致するところが多く、バイオガス発電事

業の将来性を裏付けるものといえよう。 

 

 循環型社会の実現に向けて、エネルギー・環境分野では、ビジネスチャンスの

拡大が見込まれる。そうした中で、事業を志す者は、事業の経済性だけでなく、

環境保全や資源保全といった社会の要請に応えていかなければならない。本研究

はこうした要請に対する一つのソリューションであると結論できる。 
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